
 i 

平 成 １ ６ 年 度 
老人保健健康増進等事業 
に よ る 研 究 報 告 書 

 

 

 

高齢者の保健行動からみた 
効果的な介護予防事業のあり方に関する 

調査研究 
報告書 

 

 

 

 

平成１７年３月 

 

財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会 

IHEP  医療経済研究機構 

 

 



 i 

 

発刊にあたって 

 

 

 

医療経済研究機構では、厚生労働省より老人保健健康増進等事業補助金を受け、高齢者

の保健行動からみた効果的な介護予防事業のあり方に関する調査研究を実施した。 

地域高齢者の自立支援のためには、個人の取り組みに加え、地域において介護予防事業

が円滑に実施されることがきわめて重要であり、今般、地方自治体において多様な取り組

みが行われている。介護保険制度の見直しのなかでも予防重視型へのシステムへの転換は

ひとつの柱であり、介護報酬改定とも関連して議論がすすめられている。それに伴い、各

事業の効果に関する検証は行われているが、事業提供のあり方や、地域高齢者へのアプロー

チの方法論に関する議論は十分とはいえない。 

こうした状況を踏まえ、本調査研究では、地域高齢者の保健行動の実態とそれに関連す

る地域高齢者の特性の関連を明らかにすることにより、今後の地域におけるより効果的な

介護予防事業提供のあり方を検討するための基礎資料を得ることを目的とした。 

今後、地域における介護予防事業はより本格化し、多様化していくことが考えられる。

そうした中、本報告書が、地域高齢者の特性を踏まえた介護予防事業の提供を考えるうえ

で、参考となれば幸いである。 

本調査研究を行うにあたり、調査企画段階から報告書作成に至るまで、慶應義塾大学医

学部医療政策・管理学教室池上直己教授に懇切丁寧なご指導とご高配を賜った。心より感

謝申し上げたい。 

また、本調査研究事業の実施にあたり、全般にわたりご協力いただいた自治体の方々、

グループインタビュー・アンケート調査にご協力頂いた地域高齢者の方々ならびにヒアリ

ング調査にご協力いただいた民間事業者の方々に厚く御礼を申し上げる次第である。 

 

 

 

平成17年３月 
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                 医療経済研究機構 

                   専務理事 岡部 陽二 
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高齢者の保健行動からみた効果的な介護予防事業のあり方に関する調査研究 
【研究要旨】 

 
Ⅰ 調査研究の目的と問題意識 
「介護保険制度の見直しについて（厚生労働省、平成 16 年 9 月）」の基本方針として、①制度

の持続可能性の観点から「給付の効率化・重点化」、②明るく活力ある超高齢社会の構築の観点か

ら「予防重視型システムへの転換」、③社会保障の総合化の観点から「各制度間の機能分担」の３

つの視点が掲げられ、「予防重視型システム」はそのひとつとして位置付けられた。 

また、「高齢者リハビリテーションのあるべき方向」（高齢者リハビリテーション研究会、平成

16 年１月）等でも言及されたように、高齢者の自立支援のためには、介護予防事業の円滑な実施

がきわめて重要であり、なかでも、高齢者の生活機能維持のためには、運動器（筋骨格系）機能

の維持・向上が不可欠である。 

介護保険制度改革案では介護予防事業の責任主体は地方自治体とされている。現在、先行自治

体で試行的事業やモデル事業が行われ、その効果が検証されている。こうした状況を踏まえ、本

調査研究では行政の介護予防担当者に対するインタビューを通じて課題を抽出し、問題意識を以

下のように整理した。 

①事業対象者選定に関する問題意識 
②個人の継続的な取り組みを支援・促進する体制する問題意識 
③民間事業者の活用方策に関する問題意識 

そして、本調査研究を企画するにあたり、以下のような点に着眼した。 
○介護予防事業を必要とする人を峻別する要素として「運動習慣」に着眼する。 
○高齢者が参加しやすく、継続できる事業構築のための基礎的情報収集を重視する。 
○民間フィットネスクラブ等での高齢者の運動継続実態とその要因を明らかにする。 

上記の問題意識に基づき、本調査研究の目的を以下の２点に絞った。 

①現在は要介護でない高齢者に焦点をあて、そうした人々の健康に対する知識や態度、及び家族

形態などの社会経済因子を背景とした運動習慣の実態と、習慣的に運動を実行（あるいは継続）

できる人とできない人とを分ける要因を明らかにする。そのうえで、特に運動習慣がない人に

対する望ましいアプローチのあり方を研究する。 
②民間事業者へのインタビュー調査を行い、「運動」に関するサービス事例から、官・民の対象者

層・利用者層、内容、方法等の違い、官・民の関係づくりの実態などを把握する。官民連携に

より、より多くの高齢者が介護予防的な活動を行うことができる基盤を構築するための課題や

方向性を明らかにする。 

 
Ⅱ 方法 
本調査研究では、調査設計に際して問題意識を明確化するためのプレ調査として①行政の介護

予防担当者のグループインタビューと②介護予防型事業に参加する高齢者のグループインタ

ビューを行い、その結果を踏まえて運動習慣に関するアンケート調査と、民間事業者へのヒアリ

ング調査とを行った（図表 1）。 

（１）プレ調査 
① 行政の介護予防担当者のグループインタビュー 

自治体でのこれまでの介護予防型事業への取り組み実態、担当者の認識や問題意識などを

把握するため、行政の介護予防担当者によるグループインタビューを実施した。 
② 介護予防型事業参加者のグループインタビュー 

高齢者の介護予防に関する意識や取り組みの実態などを把握するため、タイプの異なる２

つの介護予防型事業（筋力向上を目的とした事業、生きがいづくり型の事業）に参加する高

齢者に対してグループインタビューを行い、活動に参加したきっかけ・目的、活動成果、継

続できた理由、日頃の健康づくりの取り組み、健康に関する情報の入手経路等を把握した。 
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（２）高齢者アンケート調査 
介護予防につながる運動習慣について、高齢者が実行、継続する（あるいはできない）要因

を抽出することを目的として、高齢者に対するアンケート調査（郵送法）を実施した。 
調査主旨に賛同して協力を得られた規模や立地が異なる３つの調査協力自治体（品川区、前

橋市、稲城市）より、地域支援事業の対象に相当する自立から要介護１までの高齢者を想定し、

都市規模と実施可能性に応じて図表 2 に示すようにサンプル数を抽出した（図表 2）。対象サン

プルの約２割は各自治体で行われている介護予防のための事業への参加経験者から選定し、残

りのサンプルは非該当および一般の高齢者より無作為抽出により選定した。 
調査項目は、プレ調査等を踏まえ、下記のように設定した。 
○本人の属性・生活状況等 （問 1～22） 

○健康づくりに関する興味・関心 （問 23～27） 

○運動習慣の有無 （問 28） 

○運動習慣の内容・きっかけ・目的、満足度・感想、継続意向・理由等 （問 29～37） 

○運動をしない人の運動経験、必要性の認識、開始意向等 （問 38～42） 

分析は、前半では、サンプリングの対象（介護予防事業参加者・非参加者）別の分析を行い、

後半では介護予防事業非参加者に限定して運動習慣の有無に関する設問（問 28）への回答結果

から「運動群」「非運動群」別の比較分析を行った。 

図表 1 調査研究の全体像 
実態調査
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介護予防事業の
あり方に関する

考察・提言

（２）アンケート ： 運動習慣に関する調査
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事業者の取り組み事例

地域に根づいた運営を行っている一般民
間スポーツクラブ
全国展開を行い介護予防事業への参入
を計画している大手民間スポーツクラブ
自治体の介護予防事業を民間事業者に
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図表 2 調査協力自治体とサンプル数と回収数 
 計 品川区 前橋市 稲城市 

自治体概要 － 
都市部・中規模 

人口 32.8 万人 

地方・中規模 

人口 28.2 万人 

小規模 

人口 7.5 万人 

計 
1,917／3,107 

（61.7％） 

558／1,078 

（51.8％） 

1,013／1,400 

（72.4％） 

346／ 629 

（55.0％） 

うち介護予防事業 

参加者 

483／ 607 

（79.6％） 

 55／ 78 

（70.5％） 

343／ 400 

（85.8％） 

 85／ 129 

（65.9％） 

うち介護予防事業 

非参加者 

1,434／2,500 

（57.4％） 

503／1,000 

（50.3％） 

670／1,000 

（67.0％） 

261／ 500 

（52.2％） 
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（３）事業者ヒアリング調査 
事業者ヒアリング調査は、「官よりも民の方が上手く（効率的に）運動の実行・継続を促して

いる」、「官と民との関係づくりが上手くいけばより効果的・効率的な仕組みができる」の２つ

を仮説として、下記を明らかにすることを目的として実施した。 
○官・民の対象者層・利用者層の違い、利用者との関係づくりの違い 

○官・民のサービス内容や方法の違い 

○官・民の関係づくりの実態、成功パターン 

ヒアリングの対象は、新聞記事検索等を通じて情報収集結果を踏まえて、下記のようなタイ

プの異なる３事例を選定した。 
○事例１ 地域に根づいた運営を行っている一般民間スポーツクラブ 

○事例２ 全国展開を行い介護予防への参入を計画している大手民間スポーツクラブ 

○事例３ 自治体の介護予防事業を民間事業者に委託している官民連携事例 

 
 

Ⅲ 結果 

（１）運動習慣の実態 
習慣的に何らかの運動を行っている高齢者は多く、散歩を含めるとおおむね８割の高齢者が

何らかの運動習慣を持っていた（散歩を除く狭義の運動に限定しても、実施者は約６割に及ぶ）。 

図表 3 運動習慣の有無（問 28） 

59.0 19.8 21.2

72.4

62.4

15.8

18.8

11.8

18.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

運動群（狭義） 散歩のみ 非運動群

運動群（広義） 81.2

88.2

78.8

 

（２）運動習慣のある群の特徴（※事業非参加者を対象とした分析結果。以下同様） 
散歩のみを実践している群を含めない「狭義の運動群」には以下のような特徴が見られた。

男性が多く（約５割）、経済的な暮し向きにゆとりのある割合が多い（約６割）。運動に支出を

している割合が多い（約 5.5 割）。自立度が高く、歩行機能が良好である。持病の数は少なく通

院頻度が低い。外出頻度が高く、外出先も多い。自身の健康への関心が高く、身体機能や記憶

力の維持意向も高い。何らかの行政事業への参加経験割合が高い。 

（３）運動の目的・きっかけ 
「筋力・体力を維持する」ことを目的としている人が多く、直接のきっかけは「自分で始め

た、機会をみつけた」人が多い。習慣的な運動は頻度高く（週１回以上が 7 割超）、長く（平均

10 年）続けられている。運動を継続する意向を示しているのは８割超である。 

（４）運動の内容・方法・成果 
運動の内容は、「散歩」もしくは「運動としての歩行」ような比較的軽い運動が中心。運動の

方法は、「公園・遊歩道等街中の整備された場所」や「自宅」でなどの身近な場所で、「ひとり

で」行う人が多い。「気持ちが明るくなっている」、「楽しみや生きがいである」など、比較的多

くの人に実感されている効果は心理的な面が中心となっており、「筋力が維持できている」と感

じているのは約半数である。 
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（５）運動習慣のない人像 
運動習慣のない人は、運動習慣のある人に比べて「知識」に乏しく、「態度」も関心が低く消

極的であり、「行動」も起こしていない。高齢者全体の２～４割を占めている。 
運動習慣のない人は、年齢や身体状況等から運動に不適な層、運動の必要性を認識し運動を

始めたいと思っている層とその中間層（必要性は認識しているが運動を始める意思が弱い層）

となっていた。 

（６）事業者ヒアリング 
①事例１ 地域に根づいた運営を行っている一般民間スポーツクラブ 

「介護予防」に対する明確な参入意向はないが、シニア層～高齢者は今後の重要な顧客層

として認識されている。 
②事例２ 全国展開を行い介護予防への参入を計画している大手民間スポーツクラブ 

介護予防事業への参入に向けた研究・検討が行われており、プログラム開発や人材育成な

どが進められている。 
③事例３ 自治体の介護予防事業を民間事業者に委託している官民連携事例 

自治体が事業の広報や募集の役割を担い、事業の運営・経営面に民間事業者のノウハウを

活用することにより、効率的な事業運営がなされている。民間事業者では、自治体の行う「介

護予防事業」の卒業後の取り組みの必要性が意識され、その受け皿となるプログラムの提供

等の検討・準備が進められている。 
 
 
Ⅳ 考察 
以上の結果を踏まえ、今後の効果的な介護予防事業のあり方について、以下のように考えられ

る。 
○ 運動習慣のない地域高齢者は年齢や身体状況等により運動に不適な層、運動の必要性を

認識し運動を始めたいと思っている層、その中間の層（必要性は認識しているが運動を始

める意思が弱い層）に分かれる。そのため、このそれぞれの層に応じた行政の役割が重要

といえる。 
 従来の広報を通じた公募とそれに対する応募といった方法に加え、必要性は認識してい

るが運動を始める意思が弱い高齢者を地域において適切にスクリーニングし、適切にアプ

ローチすることが重要な課題であると考えられる。 
○ 運動習慣のある人の取り組みが、介護予防上より効果的な取り組みとなるよう支援する

ためには、筋力の維持等の具体的な身体的効果の得られるよう運動の内容・方法などの質

的側面の充実・強化がさらに必要であると考えられる。 
 その際、運動の機会・場の提供については、官・民の連携によって適切に役割分担し、

連携することが重要である。例えば、運動習慣のきっかけとなる初回の事業（教室等）を

行政が担い、その参加者が継続的に取り組むための受け皿を民間事業者が担っていく方法

が考えられる。 
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第1章 調査研究の目的と方法 

1. 調査研究の背景と目的 

(1) 介護保険制度見直しの背景とこれまでの検討経過 

 

介護保険制度施行後、サービス利用は急速に拡大し、在宅サービスの利用者は４年間

で約２倍に増大した。こうした「量的な拡大」に対応したサービス提供体制の再構築と

「サービスの質」の確保が今日大きな課題となっている。 

このような状況を踏まえ、厚生労働省は、「介護保険制度の見直しについて（平成 16

年 9 月）」で、制度見直しの基本方針として以下の３点を掲げた。  

○ 制度の持続可能性の観点から「給付の効率化・重点化」  

○ 明るく活力ある超高齢社会の構築の観点から「予防重視型システムへの転換」  

○ 社会保障の総合化の観点から「各制度間の機能分担」 

本調査研究は、この中でも「予防重視型システムへの転換」を中心的な問題意識とし

て取り上げた。以下に、このような方針が介護保険制度見直しの中心的な課題として位

置付けられた背景を示す。 

 

① 高齢者介護研究会（平成 15 年 6 月） 

上記の制度見直しの基本方針が示された背景の端緒として、「高齢者介護研究会」に

よる報告書「2015 年の高齢者介護」（平成 15 年 6 月）が挙げられる。同報告書は、介護

保険制度の３年間の検証を踏まえて、「介護予防・リハビリテーションの充実」、「生活

の継続性を維持するための、新しい介護サービス体系」、「新しいケアモデルの確立：痴

呆性高齢者ケア」「サービスの質の確保と向上」を課題として掲げた。 

同報告書は、介護予防を進める観点として、「介護を必要としない、あるいは、介護

を必要とする期間をできるだけ短くし、地域社会に積極的に参加することを可能とする

ことは、生きがいのある充実した人生を送ることにつながる」とし、「介護に要する費

用の増大を防止する観点からも、高齢者自らが介護予防に取り組むとともに、相互の助

け合いの仕組みを充実させていく必要がある」、「介護予防を広い概念としてとらえ、社

会参加、社会貢献、就労、生きがいづくり、健康づくりなどの活動を社会全体の取組と

して進めていくことが必要である」と述べている。 
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② 高齢者リハビリテーション研究会（平成 16 年 1 月） 

さらにこの報告を踏まえ、平成 15 年 7 月に高齢者リハビリテーション研究会が設置

され、「高齢者リハビリテーションのあるべき方向」（平成 16 年１月）がまとめられた。

ここでは、介護保険制度施行後見えてきた課題として以下のような整理を行い、リハビ

リテーションの視点から介護サービスの在り方の転換を求めている。 

同報告書では、要支援及び要介護１の者は、高齢による衰弱、転倒・骨折及び関節疾

患（リウマチ等）が、要介護２以上では脳血管疾患と認知症（痴呆）の割合が高いなど、

死亡の原因疾患と生活機能低下の原因疾患とは異なっていること、現行（当時）の要支

援者への予防給付や軽度の要介護者への給付が、必ずしも要介護度の改善につながって

いないことを指摘した。そのうえで、新たに要介護状態や要介護度の重度化を予防する

観点から、生活習慣病の予防を中心とする取り組みに加え、生活機能低下の予防対策に

取り組む必要があることを指摘した。特に介護予防事業については、「個々の利用者毎

に目標を明らかにし、ひとりひとりについて適切なアセスメントを踏まえたサービス内

容の検討や、サービス提供の効果の把握・評価を行っていくこと」、「高齢者の生活機能

を個別に評価し、介護予防プログラムの作成・管理を行った上で、提供する介護予防サー

ビスの内容を決定するシステムとすべきであること」が示された。またその際には民間

事業者や地域の社会資源の活用に努めるべきであることも指摘されている。 

 

③ 生活習慣病予防と介護予防の新たな展開に向けて（平成 16 年 10 月） 

ほぼ同時期に老人保健事業の見直しに関する検討会が設置され、「生活習慣病予防と

介護予防の新たな展開に向けて（平成 16 年 10 月）」が中間報告として提出された。 

同報告書では、これまでの老人保健事業の課題として、個人のライフステージにかか

わらず一律に事業（サービス）が実施され、高齢者にとってはより切迫した課題である

要介護状態になることの予防及び要介護状態の改善・重度化の予防（介護予防）のため

の取り組みが十分でなかったことが指摘されている。そして、高齢者の自立支援という

観点から、社会参加を含めて生活機能が自立し、生きがいにあふれた「活動的な 85 歳」

を新たな目標として設定することを提案している。 

「活動的な 85 歳」とは、病気を持ちながらも、なお活動的で生きがいに満ちた自己

実現ができるような新しい高齢者像であり、このような高齢者を生み出していくため、

生活機能の低下の予防、維持・向上に着目し、介護予防における一次予防として生活機

能の維持・向上、二次予防として生活機能低下の早期発見・早期対応、及び三次予防と

して要介護状態の改善・重度化の予防をより一層強化していくことの重要性が指摘され

た。 
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④ 介護保険制度改革の全体像（法律案）（平成 16 年 12 月） 

このような検討を経て、国は「介護保険制度改革の全体像（法律案）」（平成 16 年 12

月）を提示し、「予防重視型システムへの転換」の項目で、要支援・要介護の高齢者を

対象とする新予防給付と、非該当等であるが生活機能低下が懸念される虚弱高齢者を対

象とする地域支援事業の 2 つの施策を提示した。既存サービスの見直しに加え、新たな

介護予防サービスの開発についても議論され、新予防給付への導入が適当であると認め

られるものとして、「運動器の機能向上」、「栄養改善」、「口腔機能の向上」が示され、

認知症（痴呆）、うつ、閉じこもり等の予防については、地域支援事業において実施す

ることが適当であるとされた。 

 

⑤ 介護予防サービス評価研究委員会（平成 16 年 8 月） 

介護予防事業内容の具体化のために、国では平成 16 年 8 月に「介護予防サービス評

価研究委員会」を設置し、具体的な制度設計に着手している。 

同委員会のもとで「平成 16 年度介護予防市町村モデル事業」が各テーマ（「筋力向上

（52 市町村）」、「栄養改善（21 市町村）」、「閉じこもり予防（20 市町村）」、「フットケア

（５市町村）」、「口腔ケア（6 市町村）」）に沿って実施され、この評価等を踏まえ、新予

防給付での事業内容が固められることとなっている。 

 

 

(2) 本調査研究の問題意識 

 

以上のような背景を踏まえた本調査研究の問題意識は以下のとおりである。 

 

上記①～③の研究にあるように、高齢者の自立支援のためには、介護予防事業の円滑

な実施がきわめて重要である。なかでも、高齢者の生活機能維持のためには、運動器（筋

骨格系機能）へのアプローチはとくに重要である。 

先行事例では自治体主催の筋力トレーニングや転倒予防教室が実施され、その事業展

開の方法論やプログラムの効果検証に関して、現在盛んに研究が行われている。 

本調査研究では、地方自治体の介護予防主管部門の担当者にインタビューを行い、事

業の展開に関する現状での問題点、課題を抽出、整理した。その結果、以下のような問

題意識を持つに至った。 
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①事業対象者選定に関する問題意識 

介護予防教室は多くの場合、地方自治体の広報などを介した公募とそれに対する高齢

者の申し込みによって事業対象者が選定されるため、「真に支援を必要としている人」

と「実際に参加している人」との間にギャップが存在するのではないか。 

②個人の継続的な取り組みを支援・促進する体制に関する問題意識  

介護予防事業に参加した高齢者には筋骨格系の機能向上が認められるが、予算の制約

や機会均等上の配慮から同一人物の長期的な事業参加が困難である。事業参加後の高齢

者個人の継続的な取り組みが重要であり、その継続意欲を高めること、その意欲に応え

る体制の確立が十分とはいえないのではないか。 

③民間事業者の活用方策に関する問題意識 

高齢者の継続意欲への対応にあたっては民間事業者のサービスを活用することが重

要であるが、在宅高齢者の運動器の機能向上を支援するうえでの行政と民間との役割分

担、連携方策が明確となっていないのではないか。 

 

 

(3) 本調査研究の目的 

 

上述の問題意識を踏まえ、本調査研究の方向性を以下のように定めた。 

 

①介護予防事業を必要とする人を峻別する要素として運動習慣に着眼する 

先行研究（例えば「医療保険における予防給付のあり方に関する一考察」（松田晋

哉）、図表 1-1-1 参照）によれば、老人保健事業を例に健康相談などの追加的な施策

が事実上健康に関して問題意識の高い人に行われがちであり、資源配分上の問題が

あることが示されている。 

本調査研究でも、介護予防事業を行うにあたり限られた資源を有効に活用するた

めには、運動習慣がない人に対するアプローチが特に重要と考えた。そのうえで、

これらの層の属性や運動に対する考え方などを明確にすることの意義が大きいと考

えた。 

 

②高齢者が参加しやすく、継続できる事業構築のための基礎的情報収集を重視する 

「予防重視型システムへの転換」を実現する事業を構築するため、現在、「どのよ

うな事業を提供すべきか」について国等で研究が進められている。こうした研究を

さらに進展させるためには「どのようにすれば事業に参加し、継続できるか」の視

点に基づく研究を行う必要がある。
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先行研究（図表 1-1-1 参照）を概観すると、「高齢者の生活実態を把握するための調

査」、「高齢者の健康づくりの実態を把握するための調査」、「高齢者と介護の実態調

査」などが存在するが、健康づくりのための行動が「なぜ行われ、なぜ継続する（し

ない）か」などを問題意識とした調査が不足していた。  

 

③民間フィットネスクラブ等での高齢者の運動継続実態とその要因を明らかにする 

フィットネスクラブ等では、高齢者を含む多くの一般の人々が運動を開始し、継

続している事例が多数存在している。また、高齢者の運動習慣維持を支援するため

には、行政サービスだけでは量的に不足することが予想される。 

これまで政策上フィットネスクラブ等の民間資源が介護予防の視点から活用され

ることが少なく、実態に関する情報が不足しているのが現状であり、これらを補う

ことも重要である。 

 

そして、本調査研究の目的は以下の 2 点である。 

 

① 現在は要介護でない高齢者に焦点をあて（図 1-1-2 参照）、そうした人々の健康に

対する知識や態度、及び家族形態などの社会経済因子を背景とした運動習慣の実態

と、習慣的に運動を実行（あるいは継続）できる人とできない人とを分ける要因を

明らかにする。そのうえで、特に運動習慣がない人に対する望ましいアプローチの

あり方を明らかとする。 

 

② 民間事業者へのインタビュー調査を行い、「運動」に関するサービス事例から、官・

民の対象者層・利用者層、内容、方法等の違い、官・民の関係づくりの実態などを

把握する。官民連携により、より多くの高齢者が介護予防的な活動を行うことがで

きる基盤を構築するための課題や方向性を明らかにする。 
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図表 1-1-1 主な先行研究 

タイトル  著者  発表時期  概要（目的、方法、結果）  

職域保健と地域保

険 と の 連 携 ・ 診 療

報酬制度 

「 高 齢 者 に 対 す る

老人保健事業の在

り方 に関 する調 査

研究事業」 

（（財）日本公衆衛

生協会）より 

松田晋

哉 （ 産

業医科

大学） 

平成 15 年

3 月 

概要：現在の高齢者の傷病の構造を考えると、老人保健法に

おける健康診査で骨関節系疾患の健診の追加が提案でき

る。北九州市のデータでは、在宅の軽度の虚弱高齢者の多

くは「関節症」や「骨の密度及び構造の障害」あるいは「腰痛

症及び坐骨神経痛」といった整形外科的な傷病が原因と

なっている。福岡県の一地方自治体で行った虚弱高齢者へ

の 3 年間追跡調査結果では、骨関節疾患のある高齢者は、

そのような疾患を持たない高齢者に比較して、移動能力、排

泄、精神機能で有意な機能低下が認められている。福岡県

行橋市では非該当と判定された高齢者について調査を行

い、状態に応じて機能訓練事業などのサービスを生活支援

事業として提供してきた。その結果、このようなサービスを利

用している者が、その後介護保険制度によるサービスを必

要になることは非常に少なく、介護予防事業の効果が非常

に高いことが示されている。 

医療保険における

予 防 給 付 のあり方

に 関 す る 一 考 察

（「社会保険旬報」

より） 

松田晋

哉 （ 産

業医科

大学） 

平成 17 年 

1 月 

概要：老人保健制度の本来の対象であるべき住民層と参加し

ている住民層は異なっているのが実態である。例えば、健診

に参加している住民層は健康問題に関心がある集団であ

り、何らかの健康問題がある場合は、すでに医療機関による

管理を受けている。追加的な健康相談や健康教育は財源

の効果的利用という点から問題がある場合も少なくない。 

在 宅 高 齢 者 予 防

ベースライン調査 

横浜市

福祉局 

平成 16 年 

2 月 

目的：要介護リスク要因の保有者の実態を調査し、介護予防に

係るニーズ把握し、今後の施策検討、事業評価に活用 

方法：要介護以外の 60 歳以上の住民に対するアンケート調査

結果：老化などの変化への発見・改善意識はリスク保有者の

30～40％が、運動などで歩行能力を維持することへの意識

は同 40％程度が、油脂類摂取の注意は同 50％程度が、社

会とのかかわりをもつことへの意識は同 25～45％程度が保

持している。  

効果的な介護予防

事業に関するニー

ズ調査報告書 

町田市 平成 16 年 

3 月 

目的：高齢者の認知症発症のリスクファクターとなる生活習慣や

健康問題、健康に関するニーズ等を把握 

方法：町田市内の 65 歳以上の住民 2000 名に対するアンケート

調査 

結果：週１回以上の運動習慣を持つ人が半数、持たない人が

半数。運動頻度の低さは女性に筋骨格系の疾患を持つ割

合が高いことなどが原因。今後の健康づくりとして、気軽に

できるウォーキング等の導入も必要。 

高齢者の運動実践

者と非実践者にお

ける日常の生活意

識と生活行動の相

違に関する分析的

研究 

田中喜

代 次

（ 筑 波

大 学 ）

他 

平成 16 年 

3 月 

目的：元気高齢者を増やすために運動の習慣化が図られるた

めの要因を究明し，自治体や指導現場で働いている指導

者が活用できる基礎資料を得ること 

方法：要支援または要介護認定を受けていない 60 歳以上の高

齢者に対するアンケート調査 

結果：高齢者が運動を習慣化するためには，次の 2 点から対策

を考える必要がある。 

（1）運動に対する否定的イメージの排除 

（2）運動を始めるきっかけづくりへの支援  
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タイトル  著者  発表時期  概要（目的、方法、結果）  

高齢社会のケア

サイエンス 

筒 井 孝

子 

平成 16 年

6 月 

目的：高齢者の状態像と利用している介護サービスと、その高齢

者の経年的推移との関係を分析 

方法：大津市の 2000 年 4 月～2002 年 3 月までの要介護者の認

定基準時間、利用サービス、要介護度悪化時間を分析 

結果：要介護度悪化を防止するサービスは種類の多さや、特定

のサービスによるとは考えられず、高齢者ごとに存在する。す

べての高齢者に対して、筋力トレーニングや栄養管理のを提

供が介護予防サービスとはいえないことに留意すべき。 

 

 

 

図表 1-1-2 介護予防の広がりと本調査研究の対象範囲 

要介護度の重度化予防要介護者の発生予防

一貫性・連続性あるサービス提供　　　

一般高齢者 非該当（自立） 要支援・要介護１

認知症高齢者

入所要介護者

脳卒中モデル
高齢者

（脳卒中・骨折等）

z 地域支援事業
　－旧老人保健事業
　－旧介護予防事業
　－旧地域支え合い事業

z 新予防給付

要介護認定

z 介護度を悪化させない
在宅介護サービス

　　（在宅維持、入所予防）

z 認知症ケア
　（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ等）

z 医療ケア
　　（リハビリ等）

z 可能性に応じ、
在宅復帰のため
のリハビリ

本調査研究の調査対象

在宅要介護者

要介護度の重度化予防要介護者の発生予防

一貫性・連続性あるサービス提供　　　

一般高齢者 非該当（自立） 要支援・要介護１

認知症高齢者

入所要介護者

脳卒中モデル
高齢者

（脳卒中・骨折等）

z 地域支援事業
　－旧老人保健事業
　－旧介護予防事業
　－旧地域支え合い事業

z 新予防給付

要介護認定

z 介護度を悪化させない
在宅介護サービス

　　（在宅維持、入所予防）

z 認知症ケア
　（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ等）

z 医療ケア
　　（リハビリ等）

z 可能性に応じ、
在宅復帰のため
のリハビリ

本調査研究の調査対象

在宅要介護者
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2. 方法 

本調査研究では、先述の３つの問題意識への示唆を得るため、在宅高齢者の運動

習慣に関するアンケート調査と民間フィットネス事業者に対するヒアリング調査を

行った。アンケート調査実施にあたってはプレ調査として行政の介護予防担当者の

グループインタビューと介護予防型事業に参加する高齢者のグループインタビュー

を行い、その結果を調査票に反映させた（図表 1-2-1 参照）。 

 

 

 

図表 1-2-1 調査研究の全体像 

 

実態調査

（１）プレ調査

① 行政の介護予防担当者
のグループインタビュー

② 介護予防型事業参加者
のグループインタビュー

z 筋力向上を目的とした事業
に参加する高齢者

z 生きがいづくり事業に参加
する高齢者

介護予防事業の
あり方に関する

考察

（２）アンケート ： 運動習慣に関する調査

z 調査対象地域に住む高齢者　計3107人
（介護予防事業参加者　　607人、

　　　　　　　　　　　　非参加者2500人）

z 郵送法
z 設問項目

－本人の属性・生活状況
－健康づくりに関する興味・関心
－運動習慣の有無
－運動習慣の内容・きっかけ・目的、

満足度・感想、継続意向・理由 等

－運動をしない人の運動経験、
必要性の認識、開始意向 等

（３）事業者ヒアリング ： スポーツクラブ
事業者の取り組み事例

z 地域に根づいた運営を行っている一般民
間スポーツクラブ

z 全国展開を行い介護予防事業への参入
を計画している大手民間スポーツクラブ

z 自治体の介護予防事業を民間事業者に
委託している官民連携事例

集計・分析

実態調査

（１）プレ調査

① 行政の介護予防担当者
のグループインタビュー

② 介護予防型事業参加者
のグループインタビュー

z 筋力向上を目的とした事業
に参加する高齢者

z 生きがいづくり事業に参加
する高齢者

介護予防事業の
あり方に関する

考察

（２）アンケート ： 運動習慣に関する調査

z 調査対象地域に住む高齢者　計3107人
（介護予防事業参加者　　607人、

　　　　　　　　　　　　非参加者2500人）

z 郵送法
z 設問項目

－本人の属性・生活状況
－健康づくりに関する興味・関心
－運動習慣の有無
－運動習慣の内容・きっかけ・目的、

満足度・感想、継続意向・理由 等

－運動をしない人の運動経験、
必要性の認識、開始意向 等

（３）事業者ヒアリング ： スポーツクラブ
事業者の取り組み事例

z 地域に根づいた運営を行っている一般民
間スポーツクラブ

z 全国展開を行い介護予防事業への参入
を計画している大手民間スポーツクラブ

z 自治体の介護予防事業を民間事業者に
委託している官民連携事例

集計・分析
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(1) プレ調査 

調査全体の方向性を具体化するため、プレ調査として、①行政の介護予防担当者

のグループインタビューと②介護予防型事業に参加する高齢者のグループインタ

ビューを実施した。（なお、②の実施にあたっては品川区福祉高齢事業部の協力を得

た。） 

 

① 行政の介護予防担当者のグループインタビュー 

自治体でのこれまでの介護予防型事業への取り組み実態、介護予防事業に関する自治

体担当者の認識や問題意識などを把握するため、３つの地方自治体の介護予防担当者合

計８名によるグループインタビューを実施した。 

グループインタビューの結果は以下のとおりである。 

 

行政の介護予防担当者のグループインタビューの概要 

＜介護予防に関連する事業・担当部門の実態＞ 

z 介護予防に関連する事業は、介護を担当する課や在宅介護支援センター、保健事業を

担当する課、保健所などでそれぞれ行われており、生涯学習等も含めるとサービスメ

ニューは相当にある。しかし、体系だって整理されていないことから、対象者やサー

ビス内容が重複しており、今後、調整・再編が必要である。 

z 介護系の部門と保健系の部門で考え方が異なる。前者は「介護予防」の考え方がある

が、後者では介護予防よりもむしろ健康な人を対象とした生活習慣病予防や健康増進

のための事業として捉えられている。 

z 関連部所は必ずしも連携できているとはいえない。例えば、健診データの活用など、

情報の共有化が重要だが、個人情報保護との関係もあり難しい。 

z 事業を拡大したいときには、マンパワーがまず問題となる。特に、ＰＴのような身体

機能を評価できる人が必要だが、実際には採用されていない場合が多い。 

＜対象者層、利用者層＞ 

z 事業に参加している人は、必ずしも健康に対する意識が高い人ではなく、一般的な高

齢者であると感じる。要介護者を意識した事業でなくても、要支援～要介護２の人か

らの問合せも多い。 

z 事業を利用している人と、本来利用して欲しい人との間にはギャップがある。  

z 閉じこもりがちな人、独居の人、男性などは、事業に参加してもらうのが難しい。 

z 男性の場合、機能訓練 B 型（地域参加型）よりも A 型（基本型）の方が好まれる。
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機能訓練はしたいが、プライドが高いため、足をひきずっているところをみられたく

ないなどの意識があるようだ。 

z 高齢者の参加に至るまでの人間関係づくりは難しく、時間がかかる。 

z 行政だけでなく、民生委員等リーダーとなる人や地域の力も必要である。 

z 小さい集団の中で仲間としての人間関係ができてくると、脱落する者もなく、参加者

の意欲が向上するようだ。 

＜事業の効果＞ 

z 筋力向上を目的とした事業の場合だと体力・筋力に何らかの改善があるのは８～９割

になる。さらに、体力・筋力だけでなく、生活そのものが開かれ、楽しめるようになっ

たり、気持ちが明るくなって夫婦の会話が増えたりするケースも多い。 

z 介護予防と意識していないものが、実際には介護予防の機能を発揮している面もあ

る。必ずしも運動や筋力向上を目的とした事業でなくても、事業を契機に動けるよう

になり、趣味の活動を始めたり、会食に出かけたり、活動的になるケースがみられる。

z 介護予防を利用しても、悪くなっている人もいるのは事実。生活を評価できないと本

当の効果はわからない。設備投資に見合う効果が出ているのかどうかも疑問である。

z 短期の事業でよいか、限られた人だけ利用できればよいか、数字では改善がみられる

機能が生活で生かされているかが評価できていないこと、などが問題である。  

z １回参加すると意識は高まるようだが、その後は何もしていないという人も多い。参

加者が取り組みを継続できる場・受け皿が必要。 

＜民間事業者との連携＞ 

z 試行的に民間事業者への委託を始めている。民間事業者にとっては、平日・日中の利

用率が低い時間帯の有効活用、存在をアピールする機会になる等がメリットのよう

だ。 

z 民間委託型のものは行政が直接行う事業とは違う人が利用している。利用者にとって

は、「お役所」らしくないところがよいようだ。 

z まだ受け皿のキャパシティが少ない、建物設備がバリアフリーでない等の問題もあ

る。 

＜アンケート調査への要望＞ 

z 実際に取り組みを始めた人と取り組みを始められない人がいる。その差は何か、何が

きっかけになっているのかを知りたい。また、取り組みを始めても途中で脱落してし

まう人と継続できる人とがいる。その差は何かについても知りたい。 
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② 介護予防型事業参加者のグループインタビュー 

高齢者の介護予防に関する意識や取り組みの実態などを把握するため、介護予防型事

業に参加する高齢者のグループインタビューを実施した。 

介護予防型の事業として、筋力向上を目的とした事業と、生きがいづくり型の事業と

いうタイプの異なる２つの事業を選び、各事業に参加する高齢者それぞれ７～９名程度

に対し、以下の内容についてグループインタビューを行った。 

＜グループインタビュー調査項目＞ ※両事業に共通 

- 活動に参加したきっかけ、目的・理由、活動に参加する前に期待していたこと  

- 活動に参加した成果、よかったこと 

- 継続できた理由・ポイント 

- 事業以外で日頃行っている健康づくりの取り組み（健康食品・健康グッズ等を含

め、どんな内容に、どのくらいの時間、いくらかけて）  

- 健康に関する情報はどこから入手しているか  

  

 

グループインタビューの結果は以下のとおりである。 

 

介護予防型事業参加者のグループインタビューの概要 

＜きっかけ、目的・理由、期待＞  

z けがや病気、入院をきっかけに、あるいは、心身の衰えを感じて、体（全身、手先）

や頭のリハビリになることをしたいと思ったケースが多かった。 

z 参加者の約半数は「介護予防」という言葉を知り、自分に必要と思った経験があった。

特に、認知症予防（ぼけ防止）への関心が高かった。 

z 過去にやったことがある（あるいは家族等身近な人がよくやっていた）内容であった

ため、活動そのものになじみがあるケースが多かった。  

z もともと外出することが好きだったため、新しいことを始めたかった人が多い。 

z 子ども（もしくは配偶者、兄弟姉妹等身近な人）に身体を動かすこと、外へ出ること

を勧められていた人や、かかりつけ等の医師から運動を勧められていた人もみられ

た。 

z 活動をしたいと思っていたときに、行政の広報誌で事業参加者の募集をみつけたこと

が直接的なきっかけとなっているケースが多かった。 

z ひとりではなく仲間とできると思ったこと、行政の事業であるため安心であると思っ
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たことなども参加理由のひとつとなっていた。 

＜参加した成果、よかったこと＞  

z 以下のような評価が多くみられた。 

- 以前は時間を持て余しぎみであったが、毎週出かける先ができて、楽しみになった。

- 友人・仲間ができた。  

- 外に出かけられるようになった。歩くこと、手先の動作などが少し改善された。 

＜継続できた理由・ポイント＞ 

z 健康になってきている（手足の動作等が改善している）と実感できたこと、活動その

ものが上達して楽しくなったことが継続のインセンティブになっていた。また、上達

の目標が持てると、やりがいを感じやすいことがわかった。 

z 一緒に取り組む人がいる、指導者・スタッフが熱心で指導が上手いなど、よい人間関

係が継続のインセンティブにつながっていた。 

＜事業以外の健康づくりの取り組み＞ 

z 事業参加者のほとんどが、事業以外にも健康づくりを意識した取り組みを多様に行っ

ていた。（取り組み例：日頃から歩く、フィットネスクラブやスイミングクラブ等に

通う、太極拳・ヨガ・体操等を行う、おもり等を使って自分で筋力トレーニングをす

る、ときどき山登り・山歩き・旅行等に出かける、ワープロ・パソコン・インターネッ

ト・携帯メール等を習う、詩吟・俳句・川柳・短歌・油絵・絵手紙・日本舞踊等の会

に参加する、計算ドリルを解く など） 

z 食事・栄養については意識している人が多いが、中には「おいしければよい、気にし

ない」という人もみられた。健康食品については、サプリメント等を含めて積極的に

利用するタイプと、サプリメントよりも自然食品、有機食品等を好んで利用するタイ

プとに分かれた。 

z 健康グッズを買ったことがある人もみられたが、多くは購入してしばらくは利用した

がその後利用しなくなっていた。  

z 当該事業や健康食品を含めると、月に 3,000～30,000 円くらいを健康づくりにかけて

いた。 

＜健康情報の入手経路＞ 

z 行政の広報誌はかなり読まれていた。 

z 新聞、テレビなどマスコミは、関心の高い人とあまりみない人とに分かれた。  

z 友人や家族など身近な人から情報を得ているケースが多くみられた。 
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(2) 高齢者アンケート調査 

① 目的 

高齢者アンケート調査では、在宅高齢者が運動習慣を実行、継続する（あるいは

できない）要因を抽出することを目的として実施した。  

具体的な調査目標は以下の３点である。 

 

調査目標１ 運動習慣のある人とない人を分ける要因を明らかにする 

 視点① 個人の目標設定と、習慣的な運動の関連 

 視点② 個人の目標設定と、運動をはじめたきっかけの関連 

 視点③ 個人の目標設定と、健康維持の目的の関連 

 視点④ 運動習慣のある群とない群の群間比較 

調査目標２ 習慣的な運動を行わない層の実行しない理由（実行阻害要因）を明らかにする 

調査目標３ 習慣的な運動を継続的に行っている層の継続要因を明らかにする 

 視点  運動に対する満足感と運動継続意思の関連 

 

② 対象地域と対象者のサンプリング 

自治体の規模や場所などを勘案し、調査趣旨に賛同して協力を得られる自治体か

ら下記の３自治体を調査協力自治体として選定、協力を依頼した（図表 1-2-2 参照）。 

対象とする高齢者は、地域支援事業の対象に相当する自立から要介護１までの高

齢者を想定し、都市規模と実施可能性に応じて自治体毎のサンプル数を設定した。

対象サンプルの約２割は各自治体で行われている介護予防のための事業への参加経

験のある者から選定し、残りのサンプルは非該当および一般の高齢者より無作為抽

出により選定した。ただし、品川区では、介護予防事業非参加者の母集団に要支援・

要介護１も含めて抽出を行った。 

なお、「調査目標に応じた分析」では、サンプリングの対象とした介護予防事業参

加の状況に限らず、運動習慣の有無に関する設問（問 28）への回答結果にもとづい

て群を分けた。 
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図表 1-2-2 調査協力自治体とサンプル数 

 計 品川区 前橋市 稲城市 

自治体概要 － 

都市部・中規模 

人口 32.8 万人 

高齢化率:18.4％

地方・中規模 

人口 28.2 万人 

高齢化率:19.4％ 

小規模 

人口 7.5 万人 

高齢化率:13.0％

対象者サンプル数 3,107 人 1,078 人 1,400 人 629 人 

うち介護予防事業参加者 607 人 

「筋力向上トレーニ

ング事業」 

参加者より 78 人

「いきいき長生き

教室」参加者より

400 人 

「転倒骨折予防 

教室」参加者より

129 人 

うち介護予防事業非参加者 2,500 人 1,000 人 1,000 人 500 人 

※人口、高齢化率は平成 16 年 4 月 1 日現在 

③ 調査方法 

自記式調査票を用いた郵送留め置き法により調査票の発送・回収を行った。 

なお、品川区と前橋市では、自治体からの調査依頼状も同封した。 

督促は行わなかった。 

 

④ 調査項目 

調査の目的及び分析の視点などを考慮し、下記のような調査項目を設定した（詳

細は付属資料の「調査票」を参照）。なお、調査票の設計は、プレ調査で行ったグルー

プインタビューの結果を踏まえて行った。 

○本人の属性・生活状況等 （問 1～22） 

○健康づくりに関する興味・関心 （問 23～27） 

○運動習慣の有無 （問 28） 

○運動習慣の内容・きっかけ・目的、満足度・感想、継続意向・理由等 

（問 29～37） 

○運動をしない人の運動経験、必要性の認識、開始意向等 （問 38～42） 

 

特に、次に示す設問については、プレ調査で把握された事項を参考にして設問及

び選択肢の設定を行った（図表 1-2-3）。 
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図表 1-2-3 プレ調査の結果と調査票での設問 

設問番号・内容 プレ調査で把握された事項 

問 15 病気やけがの経験 

問 16 現在治療を行っている持病

自分もしくは身近な人の病気やけががきっかけで健康

づくりを始めようと思った人が多くみられた。 

問 24 健康情報の入手経路 行政の広報誌、家族や友人等の身近な人が情報源となっ

ていた。テレビや雑誌等のマスコミの活用も多かった。

問 26 「介護予防」の認知度 「介護予防」という言葉を知って、健康への関心が高

まったというケースがみられた。 

問 32 実施方法（誰と） 一緒に行う仲間があることが継続の励みになっていた 

問 33 運動を始めたきっかけ 家族や友人等の身近な人に勧められたことがきっかけ

になっているケースがみられた。 

問 34 運動を始めた目的 筋力の維持・向上、認知症予防などを目的として取り組

んでいるケースが多くみられた。 

問 35 運動の効果・デメリット 

問 37 継続理由 

筋力の維持・向上などが実感できること活動そのものを

楽しんでいること、仲間や友人ができることなどが、取

り組みの継続インセンティブとなっていた。 

 

⑤ 分析の流れ 

アンケート調査の分析結果は、第２章第１節にまとめた。 

まず、当節の最初に、回答状況及び回答者の属性・生活状況等（問 1～22）を示し、

次に、健康づくりに関する興味や関心（問 23～27）、運動習慣に関する実態（問 28～

37）の単純集計結果の分析を行った。ここまでは、サンプリングのベースとした介

護保険事業参加者と介護保険事業に参加してない一般の高齢者とに分けて集計・分

析を行い、結果をまとめた。 

次に、問 28 の回答結果をもとに全く運動を行っていない「非運動群」、散歩のみ

を行っている「散歩群」、散歩以外に何らかの運動を行っている「運動群」に分けク

ロス集計を行い、設定した３つの調査目標である 

○運動習慣のある人とない人とを分ける要因 

○運動習慣を阻害する要因 

○運動習慣の継続要因 

及び分析の視点に沿って、「運動群＋散歩群」と「非運動群」、「運動群」と「散歩群

＋非運動群」のそれぞれについて群間比較を行った。この分析に関しては、対象を

介護予防事業非参加者、かつ、要支援・要介護でない者 1,219 件に限定して行った
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（図表 1-2-4）。（以下「運動群＋散歩群」を「広義運動群」とする。） 

この分析に関しては、群間の違いをみるために、被説明変数（表頭）が順序尺度

の場合は Mann-Whitney の U 検定、名義尺度の場合はχ2 検定を行った。その他、被

説明変数と説明変数の両者が順序尺度の場合は Spearman の順位相関係数の有意性検

定、３群以上の平均値の差の検定には Kruskal Wallis 検定をそれぞれ行った。該当

のクロス表の下にその結果を 5％水準（p＜0.05）で有意な場合に［*］、1％水準（p

＜0.01）で有意な場合に［**］、0.1％水準（p＜0.001）で有意な場合に［***］、有

意でない場合は n.s.として用いた検定方法とともに付記した。なお、検定方法の標

記がない場合はχ2 検定の結果である。また検定結果は、左が「運動群＋散歩群（広

義運動群）」と「非運動群」の差、右（斜字体）が「運動群」と「散歩群＋非運動群」

の差の検定結果である。 

 

 

 

図表 1-2-4 分析の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加群 

 

    非参加群 
運動群 

非運動群 

散歩群 

健康づくりに関する興味や関

心（問 23～27）、運動習慣に関

する実態（問 28～37）の単純

集計結果の分析 

○運動習慣のある人とない人

とを分ける要因 

○運動習慣を阻害する要因 

○運動習慣の継続要因 

を明らかにするため、群間の

特性の違いについて分析 

※統計学的検定を行った。 

回答者の特性 調査目標に応じた分析 
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(3) 事業者ヒアリング調査 

① 目的 

プレ調査では、既に民間委託が行われており、民間事業者が実際に介護予防事業

に参入し始めていること、民間事業者にとっても行政からの受託を受けることにメ

リットがあることなどが確認された。また、行政担当者からも、介護予防事業に参

加した高齢者からも、行政事業で行う教室を終えた後の卒業生の受け皿がないこと

に問題意識があり、民間事業者がその受け皿となることに期待していることが提示

された。これらから、今後、介護予防を普及させていくにあたっては、全てを行政

が担っていくことは場所やスタッフなどの問題からも難しく、地域にある既存の民

間事業者を資源として活用していくことが重要であるとの認識を深めた。 

そこで、事業者ヒアリング調査は、下記の事項を明らかにすることを目的として

実施した。 

○官・民の対象者層・利用者層の違い、利用者との関係づくりの違い（よい関

係づくりを生む関係づくりのプロセス、キーファクター） 

○官・民のサービス内容や方法（やり方）の違い 

○官・民の関係づくりの実態、成功パターン（成功のキーファクター） 

 

② ヒアリング対象の選定 

新聞記事検索等を通じた情報収集結果を踏まえて、下記のようなタイプの異なる

３事例を対象に選定した。 

○事例１ 地域に根づいた運営を行っている一般民間スポーツクラブ 

○事例２ 介護予防への参入を睨んでいる大手民間スポーツクラブ 

○事例３ 自治体の介護予防事業を民間事業者に委託している官民連携事例 

 

③ 調査項目 

調査の目的及び分析の視点などを考慮し、下記のような調査項目を設定した。 

○基本情報（会員の年齢階層、高齢会員のプロフィール、特徴） 

○介護予防事業に対する考え方 

○顧客としての高齢者層への認識、高齢層と他の年齢層との違い 

○行政とのパートナーシップ（事例３については委託内容等を含む） 
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第2章 調査結果 

I． 運動習慣に関する調査（アンケート調査） 

1. 回収状況及び回答者属性 

(1) 回収状況 

調査の結果、合計で 1,917 票、61.7％の回収が得られた。 

図表 2-1-1 回収状況 

 
 計 品川区 前橋市 稲城市 

計 
1,917／3,107 

（61.7％） 

558／1,078 

（51.8％） 

1,013／1,400 

（72.4％） 

346／ 629 

（55.0％） 

うち介護予防事業 

参加者 

483／ 607 

（79.6％） 

55／78 

（70.5％） 

343／ 400 

（85.8％） 

 85／ 129 

（65.9％） 

うち介護予防事業 

非参加者 

1,434／2,500 

（57.4％） 

503／1,000 

（50.3％） 

670／1,000 

（67.0％） 

261／ 500 

（52.2％） 

 

(2) 回答者（問 1） 

回答者（調査票の記入者）は、「宛先の本人」が 72.5％、無回答が 23.4％、その

他は数％程度であった。 

なお、問２以降の設問に回答している有効票は 1,873 件（配布サンプル数に対し

60.3％）であった。 

 

図表 2-1-2 回答者（問 1） 

72.5

72.2

74.9

3.2

3.4

3.2

23.4

24.5

21.9

0.0

0.0

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1917)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

宛先の本人 代読･代筆による本人の回答 家族が回答 その他 不明
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(3) 性別（問 2） 

男性が 36.1％、女性が 62.9％であった。介護予防事業の参加者では女性が８割超

を占め、非参加者に比べて多かった。 

また、３つの対象地域は住民基本台帳人口ベースではいずれも男女比がほぼ 50％

前後となっているが、本調査の回答者では女性が６割超を占めていた。 

 

図表 2-1-3 性別（問 2） 

36.1

13.9

43.6

62.9

84.6

55.5

1.0

1.5

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

男性 女性 不明  
 

図表 2-1-4 対象地域別にみた回答者の性別（問 2）と住民基本台帳人口との比較 

36.1

49.4

40.8

49.4

36.9

51.1

33.2

48.9

62.9

50.6

58.4

50.6

62.5

48.9

65.5

51.1

1.0

0.7

0.6

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　(n=1873)

*住民基本台帳　合計

品川区　(n=545)

*住民基本台帳　品川区

稲城市　(n=336)

*住民基本台帳　稲城市

前橋市　(n=991)

*住民基本台帳　前橋市

男性 女性 不明

 
註）住民基本台帳人口は「平成 16 年住民基本台帳要覧」による平成 16 年 3 月末日時点の数字  
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(4) 年齢（問 3） 

回答者の平均年齢は 73.8 歳、最高齢が 97 歳、最年少が 65 歳であった。 

分布をみると、「65～69 歳」が最も多く 30.0％を占め、次いで「70～74 歳」が 26.6％、

「75～79 歳」が 24.0％、80 歳以上が 18.0％であった。65 歳以上である前期高齢者

が過半数を占めたが、75 歳以上である後期高齢者からも 42.0％の回収があった。 

また、３地域の住民基本台帳人口ベースの年齢構成比は、３地域合計では 65～74

歳が 55％強で、ほぼ回答者と同じ割合であったが、75～79 歳は回答者では 24.0％と

住民基本台帳ベース（19.9％）より多く、80 歳以上は回答者では 18.1％と住民基本

台帳ベース（23.5％）より少なかった。 

なお、調査対象地域の中では、稲城市で前期高齢者が多かった。 

 

図表 2-1-5 階級別年齢構成（問 3）（５歳区分） 

30.0

16.9

34.5

26.6

24.3

27.4

24.0

29.1

22.3

11.9

18.6

9.6

4.4

6.5

3.6
1.2

3.0

1.8

1.2

1.7

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上 不明
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図表 2-1-6 対象地域別にみた本調査と住民基本台帳人口の年齢構成の比較 

30.0

30.8

30.4

30.4

42.3

38.4

25.6

29.6

26.6

25.8

26.2

25.9

31.0

25.5

25.3

25.8

24.0

19.9

23.8

19.9

13.7

16.3

27.6

20.8

18.1

23.5

18.7

23.8

12.2

19.8

19.7

23.7

1.3

0.9

0.9

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　(n=1873)

*住民基本台帳　合計

品川区　(n=545)

*住民基本台帳　品川区

稲城市　(n=336)

*住民基本台帳　稲城市

前橋市　(n=991)

*住民基本台帳　前橋市

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80歳以上 不明

 
註）住民基本台帳人口は「平成 16 年住民基本台帳要覧」による平成 16 年 3 月末日時点の数
字  
  「80 歳以上」の内訳は明示されていないことから、本調査の集計結果も 80 歳以上を合
計した  
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(5) 身長・体重・BMI（問 4） 

身長は平均 155.2cm（最大 186cm、最小 127cm）、現在の体重は平均 54.3kg（最大

97kg、最小 32kg）であった。 

肥満に関する指標である BMI は、平均 22.6（最大 40.4、最小 12.7）であり、「標

準（18.5 以上 25 未満）」が 67.3％であった。 

過去の体重との比較は、20 歳時点では「今よりやせていた」が 53.8％と過半数を

占めていたが、40 歳時点では「今より太っていた」（42.4％）が「今よりやせていた」

（41.5％）を若干上回った。 

 

 

図表 2-1-7 身長（問 4） 

 全 体 男 性 女 性 

平  均 155.2 163.3 150.3 

分  散 74.3 36.1 33.4 

標準偏差 8.6 6.0 5.8 

最  大 186.0 186.0 185.0 

最  小 127.0 140.0 127.0 



第２章 調査結果 

医療経済研究機構 

- 23 - 

図表 2-1-8 体重（問 4） 

0.9

3.7

16.9

21.2

16.4

12.7

7.3

4.7

1.4

1.1

4.3

0.0

1.0

7.7

12.8

15.5

12.4

11.5

5.7

3.2

1.2

1.2

27.8

0.2

2.7

13.9

15.5

10.9

8.1

2.6

1.2

0.2

0.3

9.4

9.2

35.1

0% 10% 20% 30%

34kg以下

35～39kg

40～44kg

45～49kg

50～54kg

55～59kg

60～64kg

65～69kg

70～74kg

75～79kg

80kg以上

不明

現在

４０歳頃

２０歳頃

Q4-2･3･4A 体重分布(n=1873)

 

 

図表 2-1-9 ＢＭＩ（問 4） 

7.4

7.7

62.9

68.8

14.6

15.4

1.9

1.9

13.3

6.1

7.6 67.3 15.2 1.9 8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

18.5未満 やせ 18.5～25未満 標準 25～30未満 肥満 30以上 高度肥満 不明

ＢＭＩ= 体重（ｋｇ）÷[身長（ｍ）]2
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図表 2-1-10 過去の体重の比較（問 4） 

42.4

42.5

27.0

29.1

26.3

40.1

42.0

53.8

47.0

56.0

4.1

2.9

2.3

3.1

15.6

11.4

16.3

21.5

14.6

42.4 41.5 3.5

1.9

12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q4-3B ４０歳頃の体重の変化

　合　計(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

Q4-4B ２０歳頃の体重の変化

　合　計　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

今より太っていた 今よりやせていた かわらない 不明
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(6) 家族構成等（問 5，6） 

家族構成をみると、「夫婦二人暮らし」が 38.5％と最も多く、次いで「子や孫など

と同居」が 30.3％、「ひとり暮らし」が 19.2％であった。介護予防事業参加者では

非参加者に比べて「ひとり暮らし」の割合が高かった。 

同居以外の親族との関係については、連絡を「している」が 95.1％と大半を占め、

「親族などがいない」が 0.6％、「していない」は 2.8％のみであった。 

 

 

図表 2-1-11 家族構成（問 5） 

30.2

15.4

27.8

42.2

32.1

29.7

8.0

11.2

1.9

1.5

19.2 38.5 30.3 10.4 1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

ひとり暮らし 夫婦二人暮らし 子や孫などと同居 その他 不明  
 

図表 2-1-12 同居以外の親族との連絡（問 6） 

94.5

95.4

3.0

2.7

95.1 2.8

0.6

0.8

0.6

1.7

1.4

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

している していない 親族などがいない 不明
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(7) 就業状況・仕事の内容・就業希望（問 7，8，9） 

回答者のうち「収入のある仕事をしている」のは 20.9％であった。介護予防事業

参加者では非参加者に比べて「収入のある仕事をしている」割合が低かった。 

仕事の内容をみると、「自営業、農業等」が 42.2％、「アルバイト・パートタイマー

等」25.3％、「会社員・公務員・団体職員」が 15.9％であった。介護予防事業参加者

では「自営業、農業等」や「内職」、「有償ボランティア」が多く、「会社員・公務員・

団体職員」、「アルバイト、パートタイマー等」は少なかった。 

現在仕事をしていない人のうち、収入のある仕事に就きたいと「思っている」の

は 19.0％で、78.9％は仕事に就きたいと「思っていない」。 

 

図表 2-1-13 就業状況（問 7） 

9.1

24.9

67.1

56.7

8.6

7.8

15.2

10.7

20.9 59.3 8.0 11.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

収入のある仕事をしている 現在はしていない これまで仕事についたことがない 不明

 

図表 2-1-14 仕事の内容（問 8，就業者のみ） 

58.1

40.2

7.0

1.4

7.0

17.0

11.6

27.0 2.3

4.7

11.5

4.7

0.6

42.2 2.0 15.9 25.3

7.0

2.8 10.7 1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=391)

介護予防事業参加者　　(n=43)

介護予防事業非参加者(n=348)

自営業､農業等 内職 会社員･公務員･団体職員 アルバイト､パートタイマー等 有償ボランティア等 その他 不明
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図表 2-1-15 就業意向（問 9，非就業者のみ） 

15.3

20.4

82.2

77.6

2.5

2.0

19.0 78.9 2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1261)

介護予防事業参加者　　(n=359)

介護予防事業非参加者 (n=902)

思っている 思っていない 不明

 

 

 

(8) 経済的な暮らし向き（問 10） 

経済的な暮らし向きについて「かなりゆとりがある」、「ややゆとりがある」と回

答したのは 56.2％と過半数を超え、「やや苦しい」、「かなり苦しい」は 39.8％であっ

た。この傾向は、介護予防事業参加者、非参加者の間で大きな違いはみられなかっ

た。 

また、国民生活基礎調査における同趣旨の設問では、「やや苦しい」、「大変苦しい」

の割合が 53.8％と過半数を超えていたのに対し、本調査では 39.8％であった。 

 

 

図表 2-1-16 経済的な暮らし向き（問 10） 

3.0

3.6

53.0

52.8

32.1

33.2

5.7

7.2

6.3

3.2

3.4 52.8 32.9 6.8 4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

かなりゆとりがある ややゆとりがある やや苦しい かなり苦しい 不明
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（参考）国民生活基礎調査における経済的な暮らし向きの状況 

0.6

4.4 41.2 31.6 22.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(参考）　　　　　　　　　　　　　　

　平成14年国民生活基礎調査

大変ゆとりがある ややゆとりがある やや苦しい 大変苦しい  

出所）厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成 14 年） 

調査対象者：全国の世帯及び世帯員を対象とし、世帯票については、平成 12 年国勢調

査区から層化無作為抽出した 1,048 地区内のすべての世帯及び世帯員を、

所得票については、前記の 1,048 地区に設定された単位区から無作為に抽

出した 500 単位区内のすべての世帯及び世帯員を客体とした。 

調査方法：調査員が世帯を訪問し、面接聞き取りの上、調査票に記入。 

調査客体世帯数：世帯票 55,276、所得票 10,125 

集計客体数：世帯票 46,565、所得票 7,623 
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(9) 健康づくりに使っている金額（月額）（問 11） 

運動に使っている金額（月額）は「0 円」が 48.1％と最も多く、次いで「月に５

千円未満」が 23.0％であった。 

健康食品等に使っている金額（月額）ついても「0 円」が 34.8％と最も多く、次

いで「月に５千円未満」が 33.2％であった。 

健康食品等に使っている金額は、介護予防事業参加者、非参加者の間で大きな違

いはみられなかったが、運動に使っている金額では、介護予防事業参加者の方が非

参加者に比べて「0 円」の割合が低い一方、「月に５千円未満」の割合が高かった。 

 

図表 2-1-17 健康づくりに使っている金額（問 11） 

40.1

50.8

34.8

29.5

36.5

33.8

19.4

33.2

37.1

31.8

10.1

12.1

16.0

15.8

16.0

4.9

6.1

7.9

7.0

8.2

9.7

8.9

6.2

8.2

5.6

48.1 23.0 11.6 5.8

1.3

1.9

1.4

1.6

1.3

1.5

0.6

0.4

0.5

0.2

1.1

0.9
9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q11-1 運動に使っている金額　

　　　　合計(n=1873)

介護予防事業参加者

(n=474)

介護予防事業非参加者

(n=1399)

Q11-2 健康食品等に使っている

金額　合計(n=1873)

介護予防事業参加者

(n=474)

介護予防事業非参加者

(n=1399)

０円 月に５千円未満 月に５千円～１万円未満 月に１万円～３万円未満 月に３万円～５万円未満 月に５万円以上 不明
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(10) 生活状況（≒自立度）（問 12） 

生活状況（≒日常生活における自立度）が「日常生活や外出にまったく問題ない」

は 58.3％、「日常生活はほぼ自分で行えるし外出も一人でできる」が 29.4％であっ

た。介護予防事業参加者の方が非参加者に比べて「日常生活や外出にまったく問題

ない」人の割合が低かった。 

 

図表 2-1-18 生活状況（問 12） 

61.1 27.2 5.4

7.2

5.1

58.3

50.0

29.4

35.7

5.4

5.7

1.1

1.2

1.3

0.1

0.1

0.2

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

日常生活や外出にまったく問題ない

日常生活、外出も一人でできる

外出は一人ではできない
日常生活、外出も一人ではできない

１日中ベッドやふとんに寝たきり

不明
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(11) 歩行状況（問 13） 

「家の中を歩く」ことが「楽にできる」と回答した高齢者は 67.8％、「数百メート

ルくらい歩く」では 60.4％、「階段を１階上までのぼる」では 57.8％と、総じて６

割程度の人が歩行に関する自立度が高かった。 

「家の中を歩く」では、介護予防事業参加者、非参加者の間で不明を除くと大き

な違いはみられなかったが、「数百メートルくらい歩く」、「階段を１階上までのぼる」

では、介護予防事業参加者の方が非参加者に比べて「楽にできる」人の割合が低かっ

た。 

 

図表 2-1-19 歩行状況（問 13） 

63.7

69.1

60.4

56.1

61.8

57.8

52.1

59.8

7.8

6.2

10.5

14.1

9.2

12.1

16.7

10.6

1.5

1.3

1.6

2.4

2.7

2.3

27.8

24.4

27.6

28.5

27.3

27.7

28.5

27.4

67.8 6.6

0.2

0.6

0.3
25.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家の中を歩く 　　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者

(n=474)

介護予防事業非参加者

(n=1399)

数百メートルくらい歩く 　(n=1873)

介護予防事業参加者

(n=474)

介護予防事業非参加者

(n=1399)

階段を１階上までのぼる(n=1873)

介護予防事業参加者

(n=474)

介護予防事業非参加者

(n=1399)

楽にできる 少しむずかしい とてもむずかしい 不明
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(12) 要介護認定の状況（問 14） 

要介護認定の「申請していない」が 83.1％と大半を占め、要支援・要介護は 4.4％

であった。要支援・要介護の割合は、介護予防事業参加者（8.5％）の方が非参加者

（3.0％）に比べて高かった。 

なお、要介護者のうち８割（全体の 1.2％）は「要介護１」であった。 

 

図表 2-1-20 要介護認定の状況（問 14） 

85.4

11.6

9.9

76.2

83.1

0.9

0.8

0.9

0.8

3.0

1.3

5.5

2.8

1.9

3.0

1.5

1.1

10.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

申請していない 申請中である 自立と判断された 要支援 要介護 不明
 

（参考）要介護度（問 14 のうち要介護者のみ） 

86.7 6.7 6.7

14.3

79.3

71.4

6.9

7.1

0.0

0.0

0.0

6.9

7.1

0.0

0.0

0.0

0.0

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=29)

介護予防事業参加者　(n=14）

介護予防事業非参加者(n=15)

介護度１ 介護度２ 介護度３ 介護度４ 介護度５ 不明
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(13) 入院・手術を要する病気やけがの経験（問 15） 

過去に入院や手術を要する病気やけがの経験が「あった」のは 27.3％で、「なかっ

た」のは 69.5％であった。 

図表 2-1-21 入院・手術等を要する病気やけがの経験（問 15） 

26.2 70.4 3.4

30.6

27.3

66.9

69.5

2.5

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

あった なかった 不明
 

(14) 現在治療を行っている持病（問 16） 

現在治療を行っている持病では、「高血圧」が最も多く 38.7％、次いで「高コレス

テロール」（18.7％）、「心臓病」（10.8％）、「糖尿病」（10.7％）、「その他」（21.6％）

であった。持病が「特にない」も 21.6％みられた。 

図表 2-1-22 現在治療を行っている持病（問 16，複数回答） 

18.7

10.7

10.8

21.6

26.7

18.1

10.3

13.5

17.9

30.6

18.9

10.9

9.9

22.8

25.4

38.7

39.7

38.3

0% 10% 20% 30% 40%

高血圧

高コレステロール

糖尿病

心臓病

特にない

その他

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)
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(15) 生活環境に対する不満（問 17） 

生活環境に対する不満なことは、「上記にあてはまることはない」が 58.4％であっ

た。 

不満の中で最も多いのは「日用品・食糧を買える商店が近くにない」（19.1％）で

あった。また、「最も不満なこと」も同じく「日用品・食糧を買える商店が近くにな

い」（16.4％）であった。 

介護予防事業参加者の方が非参加者に比べて、全般に生活環境に不満を持ってい

る割合が高かった。特に「最も不満なこと」では、介護予防事業参加者では「日用

品・食糧を買える商店が近くにない」が非参加者に比べて高く、非参加者では「公

的な施設や相談窓口が近くにない」が参加者に比べて高かった。 

 

図表 2-1-23 生活環境に対する不満（問 17） 

   生活環境で不満なこと          生活環境で最も不満なこと  
    （複数回答）               （単数回答） 

9.2

7.7

14.8

8.0

13.7

1.7

58.4

25.7

10.3

7.2

16.9

8.2

17.9

2.5

51.1

16.9

8.8

7.9

14.1

7.9

12.2

1.4

60.8

19.1

0% 20% 40% 60%

日用品･食糧買える商店近くにない

病院･診療所等医療機関近くにない

公園や緑地が近くにない

公的な施設や相談窓口が近くにない

家のまわりが歩きにくい

電車の駅やバス停が遠い 

その他

上記にあてはまることはない

生活環境で不満なこと
(n=1873)

介護予防事業参加者　
(n=474)

介護予防事業非参加者
(n=1399)

9.8

6.1

20.0

12.5

17.1

4.4

39.3

5.1

2.6

16.2

8.5

19.7

8.5

26.4

11.6

7.5

21.6

14.0

16.1

2.7

30.1

0% 20% 40% 60%

生活環境で最も不満なこと
(n=409)

介護予防事業参加者　
(n=117)

介護予防事業非参加者
(n=292)
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(16) 外出頻度・目的（問 18，19，20） 

外出の頻度については、「ほとんど毎日」が 37.6％と最も多く、次いで「週に４，

５日」が 21.2％、「ほとんど外出しない」は 3.5％であった。 

介護予防事業非参加者の方が参加者に比べて、「ほとんど外出しない」や「週に１

日」など外出頻度の低い割合が高かった。 

なお、内閣府「高齢者の健康に関する意識調査」（平成 14 年度）でも本調査とほ

ぼ同様の「外出の頻度」に関する設問が設けられているが、その結果においても、

訪問面接調査によるため「不明」が極めて少ないことを除けば、本調査とほぼ同様

の分布を示している。 

外出先（実態）の多くは「親戚や友人の家」で 53.9％を占めたが、それ以外は 20～

30％台と低い傾向であった。また、このうち、今後外出を増やしたいと考えている

ものはほとんどなく、すべてが 10％未満であった。実態では、いずれの目的でも介

護予防事業参加者の方が非参加者よりも高い割合を示したが、今後の意向では両者

に大きな違いはみられなかった。 

買い物や銀行・郵便局の用事の頻度は「週２～４日くらい」が 47.8％、「月１～３

日くらい」が 25.3％。週１回以上の頻度で出かけている人は 63.9％であった。 

 

 

図表 2-1-24 外出頻度（問 18） 

39.6 19.9 23.4

9.1

9.8

2.5

3.8

5.9

3.5

31.9

37.6

25.1

21.2

25.5

24.0 9.6 3.5 4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

ほとんど毎日 週に４，５日 週に２，３日 週に１日 ほとんど外出しない 不明
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（参考）外出の頻度（内閣府調査） 
 

Ｑ９ 外出の頻度 

〔回答票 11〕 あなたは、何かの用（散歩なども含めます）で出かけることが、週に何日くらいありま

すか｡この中から１つ選んでお答えください。 
 

41.7 17.2 25.2 15.9 0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内閣府調査(n=2307)

ほとんど毎日 週に４～５日 週に２～３日 週に１日以下 不明
 

出所）内閣府「高齢者の健康に関する意識調査」（平成 14 年度）  

調査対象者：全国の 65 歳以上の男女 

調査方法：調査員による面接聴取法 

抽出方法：層化 2 段無作為抽出法 

標本数：3,000 人   有効回収数（率）：2,308 人（76.9％） 
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図表 2-1-25 外出先（問 19） 

外出したところ（複数回答）    外出を増やしたいところ（複数回答） 

38.5

22.9

20.2

29.0

53.9

59.9

43.2

31.6

28.5

44.1

57.4

24.2

36.9

19.9

17.4

23.9

52.7

33.2

0% 20% 40% 60%

自治会や高齢者ｸﾗﾌﾞなどの集まり

屋外で楽しむ趣味や娯楽

屋内で楽しむ趣味や娯楽

地域活動やボランティア活動

講演会や習い事、生涯学習教室

親戚や友人の家

外出したところ(n=1873)

介護予防事業参加者　
(n=474)

介護予防事業非参加者
(n=1399)

9.7

5.8

4.2

6.9

5.7

5.1

9.7

6.8

4.6

7.4

5.7

3.9

9.6

5.5

4.0

6.8

5.6

4.2

0% 20% 40%

外出を増やしたいところ
(n=1873)

介護予防事業参加者　
(n=474)

介護予防事業非参加者
(n=1399)

 
 

 

 

図表 2-1-26 買い物や銀行・郵便局の用事の頻度（問 20） 

47.8 16.7 23.9

4.4

7.1

4.2

4.6

47.7

47.8

14.3

16.1

29.3

25.3 6.4 4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

週２～４日くらい 週１日くらい 月１～３日くらい 年に数日くらい 不明
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(17) 通院頻度（問 21） 

通院の頻度は「月１～３日くらい」が最も多く 57.8％を占め、次いで「年に数日

くらい」が 21.3％となっており、週１回以上の頻度で通院している人は 15.4％であっ

た。通院の頻度は、「週１回以上」通院する割合は介護予防事業参加者と非参加者で

大きな違いはないが、「月に１～２日くらい」の割合は介護予防事業参加者の方が非

参加者よりも高く、「年に数日くらい」の割合が低かった。 

 

図表 2-1-27 通院頻度（問 21） 

8.1 7.0 55.5

15.4

23.3

3.6

6.1

8.1

8.0

7.4

8.4

57.8

64.6

21.3 5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

週２～４日くらい 週１日くらい 月１～３日くらい 年に数日くらい 不明
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(18) 普段行っている家事・手伝い（問 22） 

食事の用意・片付け、掃除、洗濯は 60～70％の高齢者が実施していた。 

実施している人が少ないのは、「家族の介護」（6.6％）、「孫の世話」（13.3％）で

あった。介護予防事業参加者の方が、全般に家事・手伝いを行っている割合が高い

が、これは、介護予防事業参加者に女性が多く、家事も女性の方が行っている割合

が高いためである。 

図表 2-1-28 普段行っている家事・手伝い（問 22，複数回答） 

72.7

71.7

64.5

67.0

6.6

13.3

19.0

56.5

6.2

76.8

82.5

79.1

69.6

80.8

5.5

12.4

14.8

60.3

7.0

62.1

69.4

69.2

62.8

62.3

7.0

13.7

20.4

55.3

5.9

65.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食事の用意

食器の片付け・食器洗い

家の中の掃除

家の周りの掃除

洗濯

家族の介護

孫の世話 

洗車や窓拭き

庭の手入れ・植物の世話  

その他

合　計
(n=1873)

介護予防事業参加者　
(n=474)

介護予防事業非参加者
(n=1399)

 

図表 2-1-29 性別 家事の実施状況 

 Q22 普段行っている家事・手伝い

全体 食事の
用意

食器の
片付け・
食器洗い

家の中の
掃除

家の周り
の掃除

洗濯 家族の
介護

孫の世話 洗車や
窓拭き

庭の
手入れ・
植物の
世話

その他 不明

1782 1233 1362 1343 1208 1255 124 250 356 1059 116 91
100.0 69.2 76.4 75.4 67.8 70.4 7.0 14.0 20.0 59.4 6.5 －

626 201 298 326 370 174 34 79 219 369 53 50
100.0 32.1 47.6 52.1 59.1 27.8 5.4 12.6 35.0 58.9 8.5 －
1141 1021 1054 1007 826 1073 89 169 134 681 61 37

100.0 89.5 92.4 88.3 72.4 94.0 7.8 14.8 11.7 59.7 5.3 －

合計

Q2 性別 男性

女性
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2. 健康づくりに関する興味や関心 

(1) 健康に関する興味・関心（問 23） 

概ね 70～80％の割合で「そう思う」と回答されている中で、「介護・福祉サービス

を積極的に使いたい」（30.1％）、「健康の維持には周囲の支援が欠かせない」（53.6％）、

「いまの自分自身の健康状態は良いほうだ」（66.8％）はやや回答が少なかった。 

介護予防事業参加者と非参加者の意識を比較すると、「個人の健康はそれぞれの努

力で維持すべきだ」、「健康の維持には周囲の支援が欠かせない」、「いまの自分に必

要な健康上行うべきことを知っている」、「介護・福祉サービスを積極的に使いたい」、

「筋力や持久力など身体能力を維持したい」、「記憶力や思考力などの能力を維持し

たい」、「自分の介護や看病で家族に手間をかけさせたくない」の７つの項目では、

介護予防事業参加者の方が興味・関心が強かった。 

 

図表 2-2-1 健康づくりに関する興味・関心（問 23） 

29.7

43.3

17.0

28.3

11.1

49.5

59.5

59.2

43.0

40.5

36.6

42.2

19.1

31.5

27.3

27.4

5.6

1.7

17.1

6.4

32.3

1.8

0.6

1.2

1.4

0.4

0.4

0.1

12.2

20.3

14.0

26.1

22.7

26.9

17.1

12.5

11.1

20.0

63.2

46.8

24.9

18.3

1.1

10.7

0.1

3.3

2.7

1.2

0.0 10.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

健康状態に関心がある

健康状態は良い方

健康習慣で要介護状態防げる

健康はそれぞれで維持すべき

健康維持に周囲の支援が必要

健康上必要な事を知っている

介護ｻｰﾋﾞｽ等積極的使いたい

身体能力を維持したい

記憶力等の能力を維持したい

家族に負担をかけたくない

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない 全くそう思わない 不明
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図表 2-2-2 健康づくりに関する興味・関心（問 23） 

全体
とても

そう思う
まあ

そう思う
あまりそう
思わない

全くそう
思わない

不明

Q23-1 健康状態に関心がある 1873 1184 466 20 0 203
　　　合　　計 100.0 63.2 24.9 1.1 0.0 10.8

474 331 85 3 0 55
100.0 69.8 17.9 0.6 0.0 11.6
1399 853 381 17 0 148
100.0 61.0 27.2 1.2 0.0 10.6

Q23-2 健康状態は良い方 1873 374 877 343 51 228
　　　合　　計 100.0 20.0 46.8 18.3 2.7 12.2

474 112 217 80 12 53
100.0 23.6 45.8 16.9 2.5 11.2
1399 262 660 263 39 175
100.0 18.7 47.2 18.8 2.8 12.5

Q23-3 健康習慣で要介護状態防げる 1873 557 805 105 26 380
　　　合　　計 100.0 29.7 43.0 5.6 1.4 20.3

474 155 194 18 8 99
100.0 32.7 40.9 3.8 1.7 20.9
1399 402 611 87 18 281
100.0 28.7 43.7 6.2 1.3 20.1

Q23-4 健康はそれぞれで維持すべき 1873 811 759 32 8 263
　　　合　　計 100.0 43.3 40.5 1.7 0.4 14.0

474 229 167 7 2 69
100.0 48.3 35.2 1.5 0.4 14.6
1399 582 592 25 6 194
100.0 41.6 42.3 1.8 0.4 13.9

Q23-5 健康維持に周囲の支援が必要 1873 318 685 321 61 488
　　　合　　計 100.0 17.0 36.6 17.1 3.3 26.1

474 96 176 57 11 134
100.0 20.3 37.1 12.0 2.3 28.3
1399 222 509 264 50 354
100.0 15.9 36.4 18.9 3.6 25.3

Q23-6 健康上必要な事を知っている 1873 530 790 119 8 426
　　　合　　計 100.0 28.3 42.2 6.4 0.4 22.7

474 161 171 28 2 112
100.0 34.0 36.1 5.9 0.4 23.6
1399 369 619 91 6 314
100.0 26.4 44.2 6.5 0.4 22.4

Q23-7 介護ｻｰﾋﾞｽ等積極的使いたい 1873 207 357 605 200 504
　　　合　　計 100.0 11.1 19.1 32.3 10.7 26.9

474 57 101 137 38 141
100.0 12.0 21.3 28.9 8.0 29.7
1399 150 256 468 162 363
100.0 10.7 18.3 33.5 11.6 25.9

Q23-8 身体能力を維持したい 1873 927 590 34 2 320
　　　合　　計 100.0 49.5 31.5 1.8 0.1 17.1

474 275 116 6 0 77
100.0 58.0 24.5 1.3 0.0 16.2
1399 652 474 28 2 243
100.0 46.6 33.9 2.0 0.1 17.4

Q23-9 記憶力等の能力を維持したい 1873 1114 511 11 2 235
　　　合　　計 100.0 59.5 27.3 0.6 0.1 12.5

474 313 100 2 0 59
100.0 66.0 21.1 0.4 0.0 12.4
1399 801 411 9 2 176
100.0 57.3 29.4 0.6 0.1 12.6

Q23-10 家族に負担をかけたくない 1873 1108 513 23 22 207
　　　合　　計 100.0 59.2 27.4 1.2 1.2 11.1

474 309 106 7 5 47
100.0 65.2 22.4 1.5 1.1 9.9
1399 799 407 16 17 160
100.0 57.1 29.1 1.1 1.2 11.4

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者
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(2) 健康に関する情報の入手経路（問 24） 

健康に関する情報の入手経路は、「テレビ、ラジオの番組」が 83.2％、「新聞、雑

誌の記事」が 65.2％と、マスコミが高い割合を占めた。また、医師などの医療関係

者」からも過半数（52.9％）の人が情報を入手していた。 

介護予防事業参加者と非参加者の情報の入手経路は、ほとんどの媒体では差がみ

られないが、「市や区の広報誌、パンフレット」については、介護予防事業参加者の

方が多く利用していた。 

 

 

図表 2-2-3 健康に関する情報の入手経路（問 24，複数回答） 

65.2

9.2

3.6

30.5

52.9

4.4

35.8

40.8

2.7

81.4

64.8

11.2

5.9

45.6

50.0

8.9

30.6

46.2

2.5

83.8

65.3

8.6

2.9

25.4

53.9

2.9

37.5

39.0

2.7

83.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレビ、ラジオの番組

新聞、雑誌の記事

民間事業者の広告・チラシ

市や区の相談窓口

市や区の広報誌、パンフレット等

医師などの医療関係者

ケアマネジャーなどの介護関係者

家族 

友人・知人

その他 

合　計
(n=1873)

介護予防事業参加者　
(n=474)

介護予防事業非参加者
(n=1399)
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(3) 健康に関する目標の設定状況（問 25） 

「体重、血圧値、血糖値などを自己目標値や基準値範囲内におさめたいと思う」

と明確な目標設定をしている割合は 76.3％だった。 

介護予防事業参加者と非参加者とを比べると、全ての項目で介護予防事業参加者

の方が非参加者よりもやや高かった。 

現在治療を行っている持病との関係では、「体重、血圧値、血糖値などを自己目標

値や基準値範囲内におさめたいと思う」と明確な目標設定をしている割合は持病が

１つ以上ある人の方が持病のない人よりも高かった。同様に、「処方された薬は指示

どおりに服用」や「健康状態について相談できる相手がいる」も持病のある人の方

が高い割合を示したが、「健康維持のために日々続けていることが、なにかしらある」

は持病のない人の方が高かった。 

図表 2-2-4 健康に関する目標の設定状況（問 25，複数回答） 

57.2

71.5

48.1

77.4

60.5

76.4

49.4

76.0

56.0

69.9

47.7

76.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

体重・血圧等基準値内におさめたい

健康維持のために日々続けている

処方された薬は指示どおりに服用

健康状態について相談できる相手

合　計(n=1873) 介護予防事業参加者(n=474) 介護予防事業非参加者(n=1399)  

図表 2-2-5 持病の有無別 目標の設定状況 

Q25 健康に関してあてはまるもの

全体 体重・血
圧等基準
値内にお
さめたい

健康維持
のために
日々続け
ている

処方され
た薬は指
示どおり
に服用

健康状態
について
相談でき
る相手が

いる

不明

1783 1430 1071 1340 901 90
100.0 80.2 60.1 75.2 50.5
1306 1067 761 1158 703 44
100.0 81.7 58.3 88.7 53.8
477 363 310 182 198 46

100.0 76.1 65.0 38.2 41.5

合計

Q16 治療を
行っている
持病

持病１つ以上

持病なし

 

                  註）介護予防事業参加者・非参加者の双方を含む 
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(4) 「介護予防」の認知（問 26） 

「介護予防」という言葉については「知っていて、身近に感じている」が最も多

く（50.8％）、次いで「知っているが、自分にはあまり関係ないと感じている」（26.5％）、

「言葉の意味をよく知らない」（15.6％）、無回答（7.0％）であった。 

介護予防事業参加者と非参加者とを比べると、介護予防事業参加者の方が非参加

者よりも「介護予防」という言葉を「知っていて、身近に感じている」割合が高かっ

た。 

 

図表 2-2-6 「介護予防」という言葉の認知度（問 26） 

49.1 28.5 15.9

8.6

6.5

55.9

50.8

20.7

26.5

14.8

15.6 7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

知っていて、身近に感じている 知っているが、自分には関係ない 言葉の意味をよく知らない 不明
 

 

 

 

(5) 行政主催の教室への参加経験（問 27） 

行政が主催する各種教室への参加経験が「ある」のは 38.9％で、「ない」が過半数

（52.7％）を占めた。介護予防事業非参加者で行政主催の教室へ参加経験が「ある」

のは 18.2％であった。 

行政主催の教室に最後に参加した時期(n=567)は、平均 11.3 か月前である。 

教室への参加状況(n=728)は、「すべてに参加した」が 46.4％、「ほぼ半分に参加し

た」が 26.6％と、参加率が高かった。 
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図表 2-2-7 行政主催の教室への参加経験（問 27） 

18.2 70.6 1.8

0.0

9.4

38.9

100.0

52.7 1.3 7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

ある ない わからない 不明
 

 

図表 2-2-8 行政主催の教室への参加経験（問 27Ｂ） 

0.8 30.3 9.8

8.4

13.8

1.5

9.8

0.6

7.5

19.0

28.0

5.1

7.4

46.3

54.9

8.8

8.2

10.3 4.4 3.0 22.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q27B 教室に最後に行った時期

(n=728)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=254)

０か月 １～６か月 ７～12か月 １～２年 ２～５年 ５年以上 不明  
 

図表 2-3-9 行政主催の教室への参加経験（問 27Ｃ） 

37.0 27.2 22.0

12.4

13.8

51.5

46.4

26.4

26.6

9.7

14.0 12.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q27C 教室への参加状況(n=728)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=254)

すべてに参加した ほぼ半分に参加した あまり参加しなかった 不明
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3. 運動習慣に関する実態 

(1) 運動習慣に関する実態（結果の概要） 

回答者全体の中で散歩を含めて習慣的に運動を行っている人（運動群＋散歩群）

は 1,520 件（81.2％）、散歩のみを行っている人を除いた狭義の運動群でも 1,168 件

（62.4％）であった。介護予防事業への参加者から抽出したサンプルは健康づくり

に対して一般の市民よりも前向きな層と考えられるが、これらを除いて介護予防事

業非参加のサンプルのみとしても散歩を含めて運動を行っている場合（運動群＋散

歩群）78.8％、狭義の運動群 59.0％と、高齢者の過半数が習慣的に運動を行ってい

る実態が把握された。 

習慣的な運動を行っている場合、その運動を開始してからの期間は平均 10年近く、

また、週３回以上行っている人が過半数、週１回以上とすると 75％超であった。 

運動の内容としては、「公園・遊歩道等街中の整備された場所」（35.3％）や「自

宅」（14.9％）でなどの身近な場所で、「ひとりで」（48.7％）行う、「散歩」もしく

は「運動としての歩行」ような比較的軽い運動が中心となっている。 

運動を始めた直接のきっかけは、「自分で始めた、機会をみつけた」が圧倒的に多

く約６割を占め、その他は２割以下という結果となった。 

習慣的な運動は、「筋力・体力を維持するため」（57.8％）に、「自分で始めた、機

会をみつけた」（59.8％）人が多い。また、習慣的な運動を行った効果として、「気

持ちが明るくなっている」（62.6％）、「楽しみや生きがいである」（60.1％）など、

心理的な面の効果が運動を行っている多く人の６割以上で実感されていた。また、

８割超の人がその運動を継続する意向を示していた。 

 

 

(2) 運動習慣の有無（問 28） 

習慣的に行っている運動が１つ以上ある人（＝運動群）が 1,520 件（81.2％）、１

つも運動を行っていない人（＝非運動群）が 353 件（18.8％）で、圧倒的に運動群

が多い。介護予防事業参加者と非参加者とを比べると、介護予防事業参加者の方が

習慣的な運動を行っている割合が高いが、介護予防事業非参加者のみに限定した場

合でも、78.8％であった。「散歩」以外の運動を１つ以上行っている人（＝「運動群

（狭義）」）は 1,168 件（62.4％）、介護予防事業非参加者のみに限定した場合でも

59.0％であった。 
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図表 2-3-1 運動習慣の有無（問 28） 

59.0 19.8 21.2

72.4

62.4

15.8

18.8

11.8

18.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1873)

介護予防事業参加者　　(n=474)

介護予防事業非参加者(n=1399)

運動群（狭義） 散歩のみ 非運動群

運動群（広義） 81.2

88.2

78.8

 
 

 

運動の内容では、「散歩」が最も多く、実施している人は 49.7％であった。介護予

防事業参加者では、「ラジオ・テレビ体操」、「その他」を行っている割合が高かった。

また、「最も力を入れている運動」も「散歩」が最も多かった（17.2％）。 

図表 2-3-2 運動の内容（問 28） 

行っている運動（複数回答）   最も力を入れている運動（単数回答） 

30.1

18.7

1.9

5.8

6.2

7.7

18.3

18.8

51.5

31.0

27.2

0.4

3.8

5.3

14.1

23.4

11.8

49.0

29.8

15.8

2.4

6.5

6.6

5.5

16.6

21.2

49.7

0% 20% 40% 60%

散歩

運動としての歩行

ラジオ・テレビ体操

つり

ゴルフ

水泳

筋力トレーニング

その他

いまはしていない

合　計
(n=1873，1520)

介護予防事業参加者　
(n=474，418)

介護予防事業非参加者
(n=1399，1102)

13.5

4.3

0.5

2.5

3.2

2.2

7.6

17.7

12.2

5.7

0.2

0.7

2.9

5.3

8.1

17.0

14.0

3.7

0.5

3.2

3.4

1.0

7.4

17.2

0% 20%
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（参考） 

内閣府の「高齢者の健康に関する意識調査」では、健康の維持増進のために「散

歩やスポーツをする」人の割合は 39.4％となっている。調査方法や設問の形態が異

なることから単純な比較はできないが、当調査では、一般的な調査の傾向よりも、

習慣的な運動を行っている割合が高いと考えられる。 

 

（参考）健康の維持増進のために心がけていること（内閣府調査） 
 

Ｑ７ 健康の維持増進のために心がけていること 

〔回答票９〕 あなたは、ご自分の健康の維持増進のために心がけておられるのはどんなことで

すか。この中からいくつでもお答えください。（複数回答） 

53

49.5

11.9

41.8

13.3

11.6

39.4

15.6

35.3

2.2

11

0.4

60.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

休養や睡眠を十分とる

規則正しい生活を送る

栄養のバランスのとれた食事をとる

保健薬や強壮剤をのむ

健康診査などを定期的に受ける

酒を控える

タバコを控える

散歩やスポーツをする

地域の活動に参加する

気持ちをなるべく明るく持つ

その他

特に心がけていない

わからない
（n=2307）

 

出所）内閣府「高齢者の健康に関する意識調査」（平成 14 年度）  

調査対象者：全国の 65 歳以上の男女 

調査方法：調査員による面接聴取法 

抽出方法：層化 2 段無作為抽出法 

標本数：3,000 人   有効回収数（率）：2,308 人（76.9％） 
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以下に示す問 29～37 は、問 28 で何らかの運動をしている（「9 いまは（運動を）して

ない」以外）と回答した群に対して、「今もっとも力を入れている運動（ひとつ）」につ

いて尋ねた結果である。 

 

(3) 習慣的な運動を開始してからの期間（問 29） 

習慣的な運動を行っている期間の平均は、118.6 か月（9 年と 10.6 か月）である。 

分布をみると、16.5 年（199 か月）以上が最も多く、13.4％を占め、次いで 10 年

程度（115～120 か月）11.8％、5 年程度（55～60 か月）7.5％、3 年程度（31～36

か月）7.2％であった。 

介護予防事業参加者と非参加者とを比べると、介護予防事業参加者の方が運動を

行っている期間がやや短かった。 

 

図表 2-3-3 習慣的な運動を開始してからの期間（問 29，運動習慣のある人のみ） 

2.4 4.9 7.5

19.6

18.8

15.6

19.6

21.8

22.1

24.6

24.7

5.5

3.2

6.0

5.2

6.9

7.4 19.0 18.5 22.0 24.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1520)

介護予防事業参加者　　(n=418)

介護予防事業非参加者(n=1102)

１～６か月 ７～12か月 １～２年 ２～５年 ５～10年 10年以上 不明
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(4) 運動頻度（問 30） 

習慣的な運動の実施頻度は、「週３回以上」が 54.1％、「週に１回程度」が 23.6％

であった。 

介護予防事業参加者と非参加者との間で運動頻度に大きな違いはみられない。 

 

図表 2-3-4 習慣的な運動の実施頻度（問 30，運動習慣のある人のみ） 

54.5 23.0 5.5

15.8

16.9

54.1

52.9

23.6

24.9

5.8

6.5

16.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1520)

介護予防事業参加者　　(n=418)

介護予防事業非参加者(n=1102)

週に３回以上 週に１回程度 月に１～２回程度 不明

 

(5) 運動を行っている場所（問 31） 

運動を行っている場所は、「公園・遊歩道等街中の整備された場所」が最も多く 35.3％、

次いで「自宅」14.9％、「自治体や公共団体の体育施設」13.4％。であった。 

介護予防事業参加者は非参加者に比べて、「自治体や公共団体の体育施設」を利用

している割合が高かった。 

図表 2-3-5 運動を行っている場所（問 31，運動習慣のある人のみ） 

35.3

6.4

3.4

14.9

8.4

19.9

37.1

4.3

1.0

13.9

6.7

10.9

34.6

7.3

4.4

15.3

9.0

13.4

0% 10% 20% 30% 40%

自治体や公共団体の体育施設

公園・遊歩道等街中整備された場所

民間企業の施設

山や川など

自宅

その他

合　計　(n=1520)

介護予防事業参加者　　(n=418)

介護予防事業非参加者(n=1102)

 



第２章 調査結果 

医療経済研究機構 

- 51 - 

 

(6) 実施方法（問 32） 

実施方法については、「ひとりで」が 48.7％と約半数を占め、次いで「友人や仲間と」

が 24.6％であった。 

介護予防事業参加者は非参加者に比べて、「ひとりで」の割合が低く、「友人や仲

間と」の割合が高かった。 

 

図表 2-3-6 実施方法（問 32，運動習慣のある人のみ） 

9.5

24.6

3.0

1.4

43.5

5.5

34.0

1.7

1.7

50.6

11.1

21.1

3.4

1.3

48.7

0% 20% 40% 60%

ひとりで

家族と

友人や仲間と

ペットと

その他

合　計　(n=1520)

介護予防事業参加者　　(n=418)

介護予防事業非参加者(n=1102)
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(7) 運動を始めたきっかけ（問 33） 

運動を始めた直接のきっかけは、「自分で始めた、機会をみつけた」が多く約６割を

占め、その他は２割以下であった。 

介護予防事業参加者は非参加者に比べて、「友人にすすめられた」割合がやや高

かった。 

 

図表 2-3-7 運動を始めたきっかけ（問 33，複数回答，運動習慣のある人のみ） 

9.3

13.1

13.0

8.0

2.6

59.3

6.9

17.7

12.0

6.0

3.1

60.0

10.3

11.3

13.4

8.8

2.4

59.8

0% 20% 40% 60%

自分で始めた、機会をみつけた

家族にすすめられた

友人にすすめられた

医師などの専門職にすすめられた

健康診断･検査結果で指摘された

その他

合　計　(n=1520)

介護予防事業参加者　　(n=418)

介護予防事業非参加者(n=1102)
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(8) 運動を始めた目的（問 34） 

運動を始めた目的は、「筋力・体力を維持するため」が最も多く 57.8％を占め、次い

で「寝たきりにならないため」（42.4％）、「気分転換のため」（42.0％）であった。 

介護予防事業参加者は、「寝たきりにならないため」、「認知症予防のため」、「腰痛・

肩こりなどをやわらげるため」、「友人と時間を過ごすため」、「筋力・体旅行を維持

するため」を理由に挙げた割合が非参加者に比べて高かった。 

 

図表 2-3-8 運動を始めた目的（問 34，複数回答，運動習慣のある人のみ） 

8.6

36.3

42.0

18.0

32.0

42.4

22.2

3.6

14.8

62.2

12.0

36.8

40.9

23.0

37.1

52.4

29.9

1.9

16.9

56.1

7.4

36.1

42.4

16.2

30.0

38.6

19.3

4.3

57.8

16.3

0% 20% 40% 60%

持病の管理のため

筋力・体力を維持するため

リハビリテーションのため

病気を予防するため

気分転換のため

友人と時間を過ごすため

腰痛・肩こりなどをやわらげるため 

寝たきりにならないため

認知症予防のため

その他

合　計　(n=1520)

介護予防事業参加者　　(n=418)

介護予防事業非参加者(n=1102)
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(9) 運動の効果・デメリットに関する実感（問 35） 

習慣的な運動を行った効果としては、「気持ちが明るくなっている」（62.6％）、「楽し

みや生きがいである」（60.1％）など、心理的な面の効果が実感されていた。目的とし

て最も多かった「筋力・体力の維持」は 52.8％であり、半数では効果がみられたが半数

では効果がみられないという結果となった。半面、デメリットを感じている割合は低

かった。 

図表 2-3-9 運動の効果・デメリットに関する実感（問 35，運動習慣のある人のみ） 

12.5

27.2

23.2

20.3

11.6

19.4

13.9

18.3

14.5

1.0

0.3

0.5

0.7

25.0

35.4

23.6

27.8

15.7

27.8

28.4

34.5

29.3

3.4

13.7

3.9

7.1

15.2

8.8

11.9

6.4

11.9

13.5

7.6

10.1

9.4

2.5

6.6

1.4

3.0

1.0

1.4

26.4

31.4

28.8

29.9

46.6

33.2

40.7

42.2

50.9

42.7

42.8

39.8

42.8

55.8

59.9

59.3

58.4

28.8

1.7

1.3

0.9

31.4

9.0

5.9

0.3

2.2

3.6

0.5
33.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

楽しみや生きがいである

生活が豊かになっている

気持ちが明るくなっている

仲間・友人ができている

外出のきっかけとなっている

仕事や地域活動に参加する

生活が規則正しくなっている

腰痛等痛みがやわらいでいる

筋力が維持できている

食欲が増している

腰痛等痛みがひどくなった

けがや骨折の原因となった

友人関係が面倒になった

家計の負担となった

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない 全くそう思わない 不明(n=1520)
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図表 2-3-10 運動の効果・デメリットに関する実感（１）（問 35，運動習慣のある人のみ） 

全体
とても

そう思う
まあ

そう思う
あまりそう
思わない

全くそう
思わない

不明

Q35-1 楽しみや生きがいである 1011 437 477 90 7 509
　　　合　　計 100.0 43.2 47.2 8.9 0.7

284 145 121 17 1 134
100.0 51.1 42.6 6.0 0.4

727 292 356 73 6 375
100.0 40.2 49.0 10.0 0.8

Q35-2 生活が豊かになっている 812 190 380 208 34 708
　　　合　　計 100.0 23.4 46.8 25.6 4.2

222 70 97 46 9 196
100.0 31.5 43.7 20.7 4.1

590 120 283 162 25 512
100.0 20.3 48.0 27.5 4.2

Q35-3 気持ちが明るくなっている 1016 413 538 60 5 504
　　　合　　計 100.0 40.6 53.0 5.9 0.5

293 150 136 5 2 125
100.0 51.2 46.4 1.7 0.7

723 263 402 55 3 379
100.0 36.4 55.6 7.6 0.4

Q35-4 仲間・友人ができている 902 353 358 137 54 618
　　　合　　計 100.0 39.1 39.7 15.2 6.0

274 128 117 20 9 144
100.0 46.7 42.7 7.3 3.3

628 225 241 117 45 474
100.0 35.8 38.4 18.6 7.2

Q35-5 外出のきっかけとなっている 878 309 423 108 38 642
　　　合　　計 100.0 35.2 48.2 12.3 4.3

252 107 117 22 6 166
100.0 42.5 46.4 8.7 2.4

626 202 306 86 32 476
100.0 32.3 48.9 13.7 5.1

Q35-6 仕事や地域活動に参加する 747 177 239 231 100 773
　　　合　　計 100.0 23.7 32.0 30.9 13.4

225 80 86 43 16 193
100.0 35.6 38.2 19.1 7.1

522 97 153 188 84 580
100.0 18.6 29.3 36.0 16.1

Q35-7 生活が規則正しくなっている 871 295 422 133 21 649
　　　合　　計 100.0 33.9 48.5 15.3 2.4

240 101 105 30 4 178
100.0 42.1 43.8 12.5 1.7

631 194 317 103 17 471
100.0 30.7 50.2 16.3 2.7

Q35-8 腰痛等痛みがやわらいでいる 869 211 431 181 46 651
　　　合　　計 100.0 24.3 49.6 20.8 5.3

245 68 120 49 8 173
100.0 27.8 49.0 20.0 3.3

624 143 311 132 38 478
100.0 22.9 49.8 21.2 6.1

Q35-9 筋力が維持できている 915 278 525 97 15 605
　　　合　　計 100.0 30.4 57.4 10.6 1.6

249 83 134 29 3 169
100.0 33.3 53.8 11.6 1.2

666 195 391 68 12 436
100.0 29.3 58.7 10.2 1.8

Q35-10 食欲が増している 869 221 446 181 21 651
　　　合　　計 100.0 25.4 51.3 20.8 2.4

239 74 106 52 7 179
100.0 31.0 44.4 21.8 2.9

630 147 340 129 14 472
100.0 23.3 54.0 20.5 2.2

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者
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図表 2-3-11 運動の効果・デメリットに関する実感（２）（問 35，運動習慣のある人のみ） 

Q35-11 腰痛等痛みがひどくなった 672 15 51 205 401 848
　　　合　　計 100.0 2.2 7.6 30.5 59.7

175 4 12 54 105 243
100.0 2.3 6.9 30.9 60.0
497 11 39 151 296 605

100.0 2.2 7.8 30.4 59.6
Q35-12 けがや骨折の原因となった 610 4 13 115 478 910

　　　合　　計 100.0 0.7 2.1 18.9 78.4
159 1 2 26 130 259

100.0 0.6 1.3 16.4 81.8
451 3 11 89 348 651

100.0 0.7 2.4 19.7 77.2
Q35-13 友人関係が面倒になった 618 7 19 154 438 902

　　　合　　計 100.0 1.1 3.1 24.9 70.9
164 3 4 33 124 254

100.0 1.8 2.4 20.1 75.6
454 4 15 121 314 648

100.0 0.9 3.3 26.7 69.2
Q35-14 家計の負担となった 633 10 26 143 454 887

　　　合　　計 100.0 1.6 4.1 22.6 71.7
163 3 2 30 128 255

100.0 1.8 1.2 18.4 78.5
470 7 24 113 326 632

100.0 1.5 5.1 24.0 69.4

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者

介護予防事業参加者

介護予防事業非参加者
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（参考）目的どおりの効果が得られているか 

目的を明確に持っている場合、下記のように目的どおりの効果が得られているケース

が多かった。 

・「筋力の維持・向上」を運動目的としている人の方が、「筋力が維持できている」と

実感している割合が高い。 

・「気分転換」を運動目的としている人の方が、「気持ちが明るくなっている」と実感

している割合が高い。 

・「友人と時間を過ごす」ことを目的としている人の方が、「仲間・友人ができた」と

感じている割合が高い。「友人関係が面倒になった」と感じている割合は、「友人と

時間を過ごす」ことを目的としている場合とそうでない場合とで統計的に有意な差

はみられなかった。 

・「腰痛やひざの痛みなどをやわらげる」ことを目的としている人の方が、「腰痛やひ

ざの痛みなどがやわらいだ」と感じている割合が高い一方で、「腰痛やひざの痛みな

どがひどくなった」と感じている割合も高い。 

図表 2-3-12 運動の目的と効果の実感・デメリット（筋力の維持・向上） 

（上段：件、下段：％）    

Q35-9 筋力が維持できている

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

618 182 364 60 12
100.0 29.4 58.9 9.7 1.9

454 144 277 31 2
100.0 31.7 61.0 6.8 0.4

164 38 87 29 10
100.0 23.2 53.0 17.7 6.1

合計

Q34-2 運動の目的
＝筋力・体力を維
持するため

はい

いいえ

 
Mann-Whitney ［***］ 

図表 2-3-13 運動の目的と効果の実感・デメリット（気分転換/気持ちが明るくなる） 

（上段：件、下段：％）    

Q35-3 気持ちが明るくなっている

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

649 231 368 47 3
100.0 35.6 56.7 7.2 0.5

353 141 197 15 0
100.0 39.9 55.8 4.2 0.0

296 90 171 32 3
100.0 30.4 57.8 10.8 1.0

はい

いいえ

合計

Q34-5 運動の目的
＝気分転換のため

  

Mann-Whitney ［***］ 
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図表 2-3-14 運動の目的と効果の実感・デメリット（友人と過ごす/友人ができる） 

（上段：件、下段：％）    

Q35-4 仲間・友人ができている

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

573 198 221 111 43
100.0 34.6 38.6 19.4 7.5

151 91 58 2 0
100.0 60.3 38.4 1.3 0.0

422 107 163 109 43
100.0 25.4 38.6 25.8 10.2

合計

Q34-6 運動の目的
＝友人と時間を過
ごすため

はい

いいえ

 

Mann-Whitney ［***］ 

 

図表 2-3-15 運動の目的と効果の実感・デメリット（友人と過ごす/友人関係が面倒） 

（上段：件、下段：％）    

Q35-13 友人関係が面倒になった

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

422 1 9 114 298
100.0 0.2 2.1 27.0 70.6

97 1 5 19 72
100.0 1.0 5.2 19.6 74.2

325 0 4 95 226
100.0 0.0 1.2 29.2 69.5

合計

Q34-6 運動の目的
＝友人と時間を過
ごすため

はい

いいえ

 

Mann-Whitney  n.s. 

 

図表 2-3-16 運動の目的と効果の実感・デメリット（腰痛・ひざの痛み） 

（上段：件、下段：％）    

Q35-8 腰痛等がやわらいでいる

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

570 125 285 123 37
100.0 21.9 50.0 21.6 6.5

250 79 144 25 2
100.0 31.6 57.6 10.0 0.8

320 46 141 98 35
100.0 14.4 44.1 30.6 10.9

合計

Q34-7 運動の目的
＝腰痛・肩こり等
をやわらげるため

はい

いいえ

 

Mann-Whitney ［***］ 
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図表 2-3-17 運動の目的と効果の実感・デメリット（腰痛・ひざの痛み） 

（上段：件、下段：％）    

Q35-11 腰痛等がひどくなった

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

463 9 35 139 280
100.0 1.9 7.6 30.0 60.5

160 3 16 55 86
100.0 1.9 10.0 34.4 53.8

303 6 19 84 194
100.0 2.0 6.3 27.7 64.0

合計

Q34-7 運動の目的
＝腰痛・肩こり等
をやわらげるため

はい

いいえ

 

Mann-Whitney ［*］ 

 

(10) 運動の継続意向・理由（問 36，37） 

習慣的な運動の継続意向のある人（「とてもそう思う」「まあそう思う」の合計）

は 80.1％であった。介護予防事業参加者の方が非参加者よりも運動の継続意向が強

かった。 

運動を継続する理由は、「筋力・体力の維持ができること」（74.3％）が最も多く、

次いで「気分転換になること」（72.4％）、「身体への負担が適度であること」（60.3％）

であった。このうち「最も重視すること」は、「筋力・体力の維持ができること」

（26.7％）であった。 

 

図表 2-3-18 運動の継続意向（問 36，運動習慣のある人のみ） 

48.6 30.9 2.0

0.2

0.1

18.4

18.3

56.0

50.7

25.4

29.4

0.0

1.4

0.1

18.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=1520)

介護予防事業参加者　　(n=418)

介護予防事業非参加者(n=1102)

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない 全くそう思わない 不明  
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図表 2-3-19 運動の継続理由（問 37，複数回答，継続意向のある人のみ） 

続ける理由（複数回答）  最も重視する理由（単数回答） 

74.3

19.3

72.4

42.5

35.5

32.6

71.8

50.8

15.3

55.8

60.3

0.4

1.5

24.7

74.1

25.9

72.6

53.8

38.5

41.5

75.9

53.8

26.8

53.8

59.7

26.6

74.3

16.8

72.3

38.1

34.3

29.2

70.2

49.6

10.8

56.6

60.5

0.6

1.6

26.0

0.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80%

持病の管理に効果があること

筋力・体力が維持できること

リハビリテーションとなること 

気分転換になること 

仲間や友人と時間を過ごせること 

腰痛･肩こり･膝の痛みがやわらぐこと 

認知症の予防につながること 

身近な場所でできること 

家計の負担にならないこと 

専門家の助言が得られること 

自分のペースが保てること 

身体への負担が適度であること

特にない

その他

合　計　　　　　(n=1217，1204)

介護予防事業参加者　　(n=340，337)

介護予防事業非参加者 (n=877，867)

26.7

2.3

14.9

7.0

5.8

4.1

7.0

1.2

2.1

5.4

4.5

0.7

5.6

23.4

3.0

11.6

9.2

6.2

6.2

8.0

1.2

4.7

3.9

4.7

8.0

27.9

2.1

16.1

6.1

5.7

3.2

6.6

1.3

1.0

6.0

4.4

1.0

7.3

0.1
0.0

0.0

0.1

0% 20% 40%
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4. 運動習慣に関する分析結果の要約 

※ここに示す分析結果は、分析対象を介護予防事業非参加者、かつ、要支援・要介

護でない者 1,219 件に限定したものである。（詳細は次節以降に記載） 

 

 

(1) 調査目標１ 運動習慣のある人とない人を分ける要因を明らかにする 

視点①  個人の目標設定と、習慣的な運動の関連 

運動群では非運動群に比べて「体重、血圧値、血糖値などを自己目標値や基準値

範囲内におさめたいと思う」という目標設定ができている人の割合が有意に高かっ

た。 

 

視点②  個人の目標設定と、運動をはじめたきっかけの関連 

「体重、血圧値、血糖値などを自己目標値や基準値範囲内におさめたいと思う」

と明確な目標設定をしている場合のほうが「健康診断・検査結果で指摘された」を

きっかけとして挙げた割合が有意に高かったが、「自分で始めた、機会をみつけた」

を含むそれ以外のきっかけに関しては目標設定の有無によって大きな違いはみられ

ず、必ずしも目標設定できる人が自分できっかけをみつけているとは限らないこと

が明らかになった。 

 

視点③  個人の目標設定と、健康維持の目的の関連 

「体重、血圧値、血糖値などを自己目標値や基準値範囲内におさめたいと思う」

と明確な目標設定をしている場合の方が、目標を設定していない場合よりも、「筋

力・体力を維持するため」、「病気を予防するため」、「認知症予防のため」、「気分転

換のため」、「持病の管理のため」等、健康の維持・増進に関する明確な目的がある

場合が有意に多かった。 
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視点④  運動習慣のある群とない群の群間比較 

以下のような特性の違いがみられた。 

 

図表 2-4-1 運動習慣のある人像・運動習慣のない人像 

 運動習慣のある人像 運動習慣のない人像 両者の違い 

性別 男性 50%，女性 50% 男性 37%，女性 63% 非運動群では女性が多い

年齢 前期高齢者が 70%， 

85 歳以上は 4% 

前期高齢者は 62％， 

85 歳以上が 8% 

非運動群では 85 歳以上

の割合が高い 

BMI やせ 6%，肥満・高度肥満

19% 

やせ 12%，肥満・高度肥満

17% 

有意差なし 

家族構成 ひ と り 暮 ら し 14% ， 夫 婦

45%， 

同居・その他 42% 

ひ と り 暮 ら し 16% ， 夫 婦

37%， 

同居・その他 47% 

有意差なし 

就業状況 就業者 30% 就業者 31% 有意差なし 

経済的な 

暮らし向き 

ゆとりがある 64%， 

苦しい 36% 

ゆとりがある 50%， 

苦しい 50% 

運動群の方が経済的暮

らし向 きにゆとりのある

人の割合が高い 

健康づくりに 

使っている金額 

運動：0 円が 45％， 

健康食品等：0 円が 37％

運動：0 円が 76％， 

健康食品等：0 円が 40％

非運動群は運動にお金

を使っていない人が多い 

生活の自立度 日 常 生 活 に 問 題 が な い

76% 

日 常 生 活 に 問 題 が な い

52% 

歩行等 楽 に で き る ：  屋 内 歩 行

96%，数百 m 92%，階段昇

降 91% 

楽 に で き る ：  屋 内 歩 行

85%，数百 m 73%，階段昇

降 70% 

非運動群は自立度の低

い人、楽に歩行できない

人が多い 

入院・手術等 経験あり 24% 経験あり 29% 非 運 動 群 は入 院 ・手 術

等の経験者が多い 

持病 なし 45% なし 37% 非運動群は持病のある

割合が高い 

外出 ほとんど毎日外出 47% 

外出したところ「なし」25.9%

週 1 回以上：買い物・銀

行・郵便局 73%，通院 13%

ほとんど毎日外出 33% 

外出したところ「なし」34.3%

週 1 回以上：買い物・銀

行・郵便局 59%，通院 14%

非 運 動 群 は外 出 頻 度 ・

外出先が少ない 
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 運動習慣のある人像 運動習慣のない人像 両者の違い 

興味・関心 健康状態に関心あり 99%

健康状態は良い方 82% 

健康習慣で要介護状態を

防げると思う 93% 

自 分 で 健 康 維 持 す べ き

98% 

健康上必要なことを知って

いる 93% 

身 体 能 力 を 維 持 し た い

99% 

健康状態に関心あり 97%

健康状態は良い方 62% 

健康習慣で要介護状態を

防げると思う 84% 

自 分 で 健 康 維 持 す べ き

97% 

健康上必要なことを知って

いる 84% 

身 体 能 力 を 維 持 し た い

96% 

非運動群は運動群に比

べると健康づくりに対す

る興味・関心が総じて低

い傾向 

「 介 護 予 防 」

の認知度 

知 っ て い て 身 近 に 感 じ る

53% 

知らない 12% 

知 っ て い て 身 近 に 感 じ る

47% 

知らない 27% 

非運動群は「介護予防」

（言葉）の認知度が低い 

行政主催の 

教室への参加 

経験あり 25% 経験あり 7% 非運動群は行政の教室

の参加経験者が少ない 

 

 

(2) 調査目標２ 習慣的な運動を行わない層の実行しない理由（実行阻害要因）を明ら

かにする 

現在運動を行っていない人(n=353)のなかで、過去に習慣的な運動の経験があるの

は 27.2％（96 名）のみであった。その運動をやめた理由(n=96)は「身体の痛みが出

てきたから」が 24.0％で最も多かった。 

運動を行っていない人の 77.2％が自分に運動が必要だと思っているが、運動を始

めたいと思っている人は 56.1％であった。行いたい運動の条件としては、「ひとりで

できること」（58.1％）、「健康の維持・増進、寝たきり等の予防」（49.9％）、「家の

中でできる」（43.1％）、「腰の痛み・肩こり、膝の痛みを取り除く」（42.2％）など

が挙げられ、最も重視する条件では「健康の維持・増進、寝たきり等の予防」（36.7％）

が最も多かった。 

 

(3) 調査目標３ 習慣的な運動を継続的に行っている層の継続要因を明らかにする 

 

視点  運動に対する満足感と運動継続意思の関連 

効果を実感している人ほど、運動の継続意向が強く、デメリットを感じている人ほど

継続意向が弱かった。  
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5. 運動習慣のある人とない人とを分ける要因（調査目標１） 

本節では、問 28 の設問で散歩以外に習慣的に行っている運動が１つ以上行ってい

る人を「運動群」、散歩のみを行っている人を「散歩群」、「いまはしていない」人を

「非運動群」と定義し、運動習慣のある群とない群の特性の違いを明らかにした。

なお、分析は対象を介護予防事業非参加者、かつ、要支援・要介護でない者 1,219

件に限定して行った。 

 

 

(1) 目標設定と運動習慣の有無  

視点①  個人の目標設定と、習慣的な運動の関連 

健康管理に対して目標設定ができている人（「体重、血圧値、血糖値などを自己目

標値や基準値範囲内におさめたいと思う」人）の割合は、非運動群では 78.4％であ

るのに対し、運動群では 84.4％であった。 

 

図表 2-5-1 運動習慣の有無別 目標設定状況 

（上段：件、下段：％） 

全体 はい いいえ

1177 964 213
100.0 81.9 18.1
717 605 112

100.0 84.4 15.6
224 174 50

100.0 77.7 22.3
236 185 51

100.0 78.4 21.6

Q25-1 体重・血圧等を基準値
　　　範囲内におさめたい

散歩群

合計

Q28 習慣的
な運動の実
施状況

運動群

非運動群
 

n.s. /［***］ 

※検定結果は左が「運動群＋散歩群」と「非運動群」の差、右（斜字体）

が「運動群」と「散歩群＋非運動群」の差の検定結果である（以下同

様） 
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（参考） 

「健康維持のために日々続けていることが、何かしらある」人の割合は、「散歩」

を「運動群」、「非運動群」のいずれに含めた場合でも、運動群で有意に高かった。 

「医師から処方された薬はきちんと指示どおりに服用している」人の割合は、運

動群よりも散歩群・非運動群の方が有意に高かった。 

「自分の健康状態について相談できる相手がいる」人の割合は、運動群よりも散

歩群・非運動群の方が有意に高かった。 

（参考）日々の健康維持の取り組み別 運動習慣の有無 

（上段：件、下段：％） 

全体 はい いいえ

1177 717 460
100.0 60.9 39.1
717 528 189

100.0 73.6 26.4
224 110 114

100.0 49.1 50.9
236 79 157

100.0 33.5 66.5

Q25-2 健康維持のために日々
　　　続けていることがある

Q28 習慣的
な運動の実
施状況

非運動群

合計

運動群

散歩群

 

［***］/［***］ 

（参考）服薬の状況別 運動習慣の有無 

（上段：件、下段：％） 

全体 はい いいえ

1177 853 324
100.0 72.5 27.5
717 492 225

100.0 68.6 31.4
224 175 49

100.0 78.1 21.9
236 186 50

100.0 78.8 21.2

合計

Q28 習慣的
な運動の実
施状況

運動群

非運動群

散歩群

Q25-3 処方された薬は
　　　指示どおりに服用

 

［*］/［***］ 

（参考）相談相手の有無別 運動習慣の有無 

（上段：件、下段：％） 

全体 はい いいえ

1177 595 582
100.0 50.6 49.4
717 379 338

100.0 52.9 47.1
224 102 122

100.0 45.5 54.5
236 114 122

100.0 48.3 51.7

合計

Q28 習慣的
な運動の実
施状況

運動群

非運動群

散歩群

Q25-4 自分の健康について
　　　相談できる相手がいる

 

n.s. /［*］ 
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（参考） 

「運動群」と「散歩群＋非運動群」の群間比較をみると、運動群では、「テレビ・

ラジオの番組」、「新聞、雑誌の記事」、「市や区の広報誌、パンフレット等」、「家族 

」、「友人」から情報を得ている割合が高く、「散歩群＋非運動群」では、「医師など

の医療関係者」から情報を得ている割合が高かった。 

 

（参考）運動習慣の有無別 健康に関する情報入手経路 （単位：％） 

 

74.4

9.6

3.0

30.0

53.1

2.1

42.7

45.8

2.5

59.3

5.8

3.1

22.1

59.3

0.4

30.5

32.7

1.3

61.6

9.1

1.2

19.8

59.1

2.9

36.4

36.0

4.1

89.6
82.7

85.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

テレビ・ラジオの番組

新聞、雑誌の記事

民間事業者の広告

市や区の相談窓口

市や区の広報誌等

医療関係者

介護関係者

家族

友人・知人

その他

運動群
n=731

散歩群
n=226

非運動群
n=242
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(2) 目標設定と習慣的な運動の開始のきっかけ  

視点②  個人の目標設定と、運動をはじめたきっかけの関連 

「体重、血圧値、血糖値などを自己目標値や基準値範囲内におさめたいと思う」と明

確な目標設定をしている群と目標を設定していない群で、「自分で始めた、機会をみつ

けた」ことがきっかけで運動を始めている割合に大きな違いはみられなかった。その他

も含めて、目標設定している群としていない群の間で「運動をはじめたきっかけ」に有

意な差はみられなかった。 

 

図表 2-5-2 目標設定状況別 運動のきっかけ 

13.0

13.0

15.6

11.5

2.8

8.9

11.9

16.3

5.9

2.2

69.3

73.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自分で始めた、機会をみつけた

家族にすすめられた

友人にすすめられた

医師等の専門職にすすめられた

健康診断･検査結果で指摘された

その他
検査値を基準値範囲内におさめたいと思う
n=710

検査値を基準値範囲内におさめたいと思わない
n=135
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(3) 目標設定と習慣的な運動の開始目的 

視点③  個人の目標設定と、健康維持の目的の関連 

「体重、血圧値、血糖値などを自己目標値や基準値範囲内におさめたいと思う」

と明確な目標設定をしている群の方が、目標を設定していない群よりも、「筋力・体

力を維持するため」（16.0％ポイント差）、「病気を予防するため」（11.2％ポイント

差）、「認知症予防のため」（9.2％ポイント差）など、健康の維持や予防に関する明

確な目的をもって運動をしている割合が高かった。 

 

図表 2-5-3 目標設定状況別 運動の目的 

68.1

7.4

43.4

50.6

19.6

34.0

43.2

23.5

4.9

52.1

7.9

32.1

42.9

16.4

28.6

42.1

14.3

7.1

20.1
13.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

持病の管理のため

筋力・体力を維持するため

リハビリテーションのため

病気を予防するため

気分転換のため

友人と時間を過ごすため

腰痛・肩こりなどをやわらげるため

寝たきりにならないため

認知症予防のため

その他
検査値を基準値範囲内におさめたいと思う
n=715

検査値を基準値範囲内におさめたいと思わない
n=140  

 
 

 *** 

 * 

 * 
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(4) 運動習慣のある人像／運動習慣のない人像  

視点④  運動習慣のある群とない群の群間比較 

① 属性面の特性 

○「非運動群」では、「運動群」に比べて女性の割合が高かった 

非運動群は女性 62.7％、男性 37.3％であるのに対し、運動群では女性 50.4％、

男性 49.6％と非運動群に比べて男性の割合が高かった。 

 

図表 2-5-4 運動習慣の有無別 性別 

（上段：件、下段：％） 

Q2 性別

全体 男性 女性

1212 546 666
100.0 45.0 55.0
734 364 370

100.0 49.6 50.4
226 88 138

100.0 38.9 61.1
252 94 158

100.0 37.3 62.7

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

非運動群

散歩群

 
［**］/［***］ 

※検定結果は左が「運動群＋散歩群」と「非運動群」の差、右（斜

字体）が「運動群」と「散歩群・非運動群」の差の検定結果であ

る（以下同様） 

 

 

○「非運動群」では「運動群」に比べて 85 歳以上の割合が高かった 

年齢階級別に「運動群＋散歩群」の割合をみると、85 歳未満では８割超、85～

90 歳で 72.7％、90 歳以上でも 50％を占めていた。散歩を除く「運動群」のみ

の割合でみても、90 歳未満が過半数を超えていた。 

「運動群」では、85 歳以上の人が占める割合が 3.7％であるのに対し、「非運

動群」では 8.3％であった。 
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図表 2-5-5 運動習慣の有無別 年齢 

（上段：件、下段：％） 

Q3 年齢

全体 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90～94歳 95歳以上

1208 443 341 261 103 44 14 2
100.0 36.7 28.2 21.6 8.5 3.6 1.2 0.2

731 292 216 142 54 24 3 0
100.0 39.9 29.5 19.4 7.4 3.3 0.4 0.0
60.5 65.9 63.3 54.4 52.4 54.5 21.4 0.0
225 59 60 65 29 8 4 0

100.0 26.2 26.7 28.9 12.9 3.6 1.8 0.0
18.6 13.3 17.6 24.9 28.2 18.2 28.6 0.0
252 92 65 54 20 12 7 2

100.0 36.5 25.8 21.4 7.9 4.8 2.8 0.8
20.9 20.8 19.1 20.7 19.4 27.3 50.0 100.0

散歩群

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

非運動群

運動群

 
Mann-Whitney  n.s. /［***］ 

※運動群、散歩群、非運動群の３段目の数字は、合計に占める割合を示す 

 

○「運動群」・「非運動群」で BMI に有意な差はない 

「運動群」では BMI が 18.5 未満（やせ）の割合が 6.1％であるのに対し、「非

運動群」では 12.0％であった。また、25 以上 30 未満（肥満）及び 30 以上（高

度肥満）の割合は「運動群」で 19.1％であるのに対し「非運動群」では 17.1％

であった。 

 

図表 2-5-6 運動習慣の有無別 ＢＭＩ 

（上段：件、下段：％） 

Q4 ＢＭＩ値（算出）

全体
18.5未満
やせ

18.5～25
標準

25～30
肥満

30以上
高度肥満

1153 93 847 192 21
100.0 8.1 73.5 16.7 1.8

706 43 528 128 7
100.0 6.1 74.8 18.1 1.0

213 22 153 33 5
100.0 10.3 71.8 15.5 2.3

234 28 166 31 9
100.0 12.0 70.9 13.2 3.8

散歩群

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

非運動群
 

Mann-Whitney  n.s. / n.s.  

 

 



第２章 調査結果 

医療経済研究機構 

- 71 - 

○「運動群」・「非運動群」で家族構成に有意な差はない 

「運動群」と「非運動群」を比較すると、「運動群」の方が「夫婦ふたり暮ら

し」の割合がやや高かったが、統計的に有意な差はなかった。 

 

図表 2-5-7 運動習慣の有無別 家族構成 

（上段：件、下段：％） 

Q5 家族構成

全体
ひとり
暮らし

夫婦二人
暮らし

子や孫な
どと同居

その他

1205 176 519 370 140
100.0 14.6 43.1 30.7 11.6

730 99 330 223 78
100.0 13.6 45.2 30.5 10.7

226 37 97 66 26
100.0 16.4 42.9 29.2 11.5

249 40 92 81 36
100.0 16.1 36.9 32.5 14.5

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

非運動群

散歩群

 
n.s. / n.s.  

 

 

○「運動群」・「非運動群」で就業している割合に有意な差はない 

収入のある仕事をしている割合は、「運動群」では 29.7％、「非運動群」では

31.3％であったが統計的に有意な差はなかった。 

 

図表 2-5-8 運動習慣の有無別 就業状況 

（上段：件、下段：％） 

Q7 就業状況 

全体 収入のあ
る仕事を
している

現在はし
ていない

これまで
仕事につ
いたこと
がない

1114 308 706 100
100.0 27.6 63.4 9.0

669 199 417 53
100.0 29.7 62.3 7.9

205 34 148 23
100.0 16.6 72.2 11.2

240 75 141 24
100.0 31.3 58.8 10.0

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

非運動群

散歩群

 
n.s. / n.s.  
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○「運動群」は「非運動群」に比べて経済的な暮らし向きにゆとりのある人の割合が多い 

「運動群」では、経済的な暮らし向きにゆとりのある割合（「かなりゆとりが

ある」「ゆとりがある」）が 63.6％であるのに対し、「非運動群」では 50.4％で

あった。 

 

図表 2-5-9 運動習慣の有無別 経済的な暮らし向き 

（上段：件、下段：％） 

Q10 経済的な暮らし向き

全体 かなり
ゆとりが
ある

やや
ゆとりが
ある

やや
苦しい

かなり
苦しい

1191 44 656 406 85
100.0 3.7 55.1 34.1 7.1

725 34 427 219 45
100.0 4.7 58.9 30.2 6.2

224 3 114 85 22
100.0 1.3 50.9 37.9 9.8

242 7 115 102 18
100.0 2.9 47.5 42.1 7.4

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

非運動群

散歩群

 
Mann-Whitney ［**］/［***］ 

 

 

○「非運動群」は運動にお金を使っていない人が多いが、健康食品等にかける金額には「運動

群」・「非運動群」で有意な差はみられない 

「運動群」では運動に使っている金額が「月額 0 円」の人は 45.0％であった

が、「非運動群」ではこの割合が 76.0％と「運動群」に比べて高い割合であった。 

健康食品等に対しても、使っている金額が「月額 0 円」の人の割合は「運動

群」で 37.2％、「非運動群」では 40.1％であった。 

図表 2-5-10 運動習慣の有無別 運動に使っている金額（月額） 

（上段：件、下段：％） 

Q11-1 運動に使っている金額（月額）

全体 ０円 ５千円
未満

５千円～
１万円
未満

１万円～
３万円
未満

３万円～
５万円
未満

５万円
以上

1140 633 248 151 72 21 15
100.0 55.5 21.8 13.2 6.3 1.8 1.3
703 316 174 116 61 21 15

100.0 45.0 24.8 16.5 8.7 3.0 2.1
212 146 39 21 6 0 0

100.0 68.9 18.4 9.9 2.8 0.0 0.0
225 171 35 14 5 0 0

100.0 76.0 15.6 6.2 2.2 0.0 0.0

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

非運動群

散歩群

 
Mann-Whitney ［***］/［***］ 
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図表 2-5-11 運動習慣の有無別 健康食品等に使っている金額（月額） 

（上段：件、下段：％） 

Q11-2 健康食品等に使っている金額（月額）

全体 ０円 ５千円
未満

５千円～
１万円
未満

１万円～
３万円
未満

３万円～
５万円
未満

５万円
以上

1176 458 400 194 99 18 7
100.0 38.9 34.0 16.5 8.4 1.5 0.6
715 266 242 125 68 11 3

100.0 37.2 33.8 17.5 9.5 1.5 0.4
219 95 76 28 13 5 2

100.0 43.4 34.7 12.8 5.9 2.3 0.9
242 97 82 41 18 2 2

100.0 40.1 33.9 16.9 7.4 0.8 0.8

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

非運動群

散歩群

 
Mann-Whitney  n.s. / n.s.  

 

 

○「非運動群」は「運動群」に比べて、生活の自立度が低い人が多い 

「運動群」では、「日常生活や外出にまったく問題はない」割合が 76.1％であっ

たのに対し、「非運動群」では 52.8％であった。 

図表 2-5-12 運動習慣の有無別 生活状況（生活の自立度） 

（上段：件、下段：％） 

Q12 生活状況

全体 日常生活
や外出に
まったく
問題ない

日常生
活、外出
も一人で
できる

外出は
一人では
できない

日常生活
も外出も
一人では
できない

１日中
ベッドや
ふとんに
寝たきり

1186 789 333 57 6 1
100.0 66.5 28.1 4.8 0.5 0.1

720 548 152 20 0 0
100.0 76.1 21.1 2.8 0.0 0.0

220 111 96 11 2 0
100.0 50.5 43.6 5.0 0.9 0.0

246 130 85 26 4 1
100.0 52.8 34.6 10.6 1.6 0.4

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

非運動群

散歩群

 
Mann-Whitney ［***］/［***］ 
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○「運動群」は「非運動群」に比べて、楽に歩行できる人が多い 

屋内歩行、数百メートルの歩行、階段昇降のいずれも、「運動群」のほうが「非

運動群」よりも「楽にできる」割合が高かった。 

 

図表 2-5-13 運動習慣の有無別 歩行状況（屋内歩行） 

（上段：件、下段：％） 
Q13-1 家の中を歩く     

全体 楽に
できる

少し
難しい

とても
難しい

960 893 65 2
100.0 93.0 6.8 0.2

581 558 23 0
100.0 96.0 4.0 0.0

170 157 13 0
100.0 92.4 7.6 0.0

209 178 29 2
100.0 85.2 13.9 1.0

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群
 

Mann-Whitney ［***］/［***］ 

 

図表 2-5-14 運動習慣の有無別 歩行状況（数百メートルの歩行） 

（上段：件、下段：％） 
Q13-2 数百メートルくらい歩く

全体 楽に
できる

少し
難しい

とても
難しい

932 802 113 17
100.0 86.1 12.1 1.8

1 1 0 0
100.0 92.2 7.5 0.3

737 660 72 5
100.0 89.6 9.8 0.7

194 141 41 12
100.0 72.7 21.1 6.2

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群
 

Mann-Whitney ［***］/［***］ 

 

図表 2-5-15 運動習慣の有無別 歩行状況（階段昇降） 

（上段：件、下段：％） 
Q13-3 階段を１階上までのぼる

全体 楽に
できる

少し
難しい

とても
難しい

919 771 122 26
100.0 83.9 13.3 2.8

565 513 44 8
100.0 90.8 7.8 1.4

159 123 32 4
100.0 77.4 20.1 2.5

195 135 46 14
100.0 69.2 23.6 7.2

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群
 

Mann-Whitney ［***］/［***］ 
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○「非運動群」では入院や手術等が必要な病気やけがの経験がある割合が高い 

入院や手術等が必要な病気やけがの経験がある割合は、「運動群」で 24.0％、

「非運動群」では 39.3％であった。 

 

図表 2-5-16 運動習慣の有無別 入院・手術等の経験 

（上段：件、下段：％） 

全体 あった なかった

1201 320 881
100.0 26.6 73.4

728 175 553
100.0 24.0 76.0

227 73 154
100.0 32.2 67.8

246 72 174
100.0 29.3 70.7

合計

Q15 入院･手術を
　　　要する病気・けが

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

非運動群

散歩群

 

n.s. /［*］ 

 

 

○「運動群」は「非運動群」に比べて持病がない（あるいは少ない）人の割合が高い 

現在治療を行っている持病がない割合は、「運動群」では 44.6％であるのに対

し、「非運動群」では 37.0％であった。持病の数が３つ以上の割合は「運動群」

では 2.0％、「非運動群」では 5.1％であった。 

 

図表 2-5-17 運動習慣の有無別 現在治療を行っている持病 

（上段：件、下段：％） 

Q16 治療を行っている持病（持病の数）

全体 なし １つ ２つ ３つ以上

1157 474 456 190 37
100.0 41.0 39.4 16.4 3.2

706 315 264 113 14
100.0 44.6 37.4 16.0 2.0

216 72 93 40 11
100.0 33.3 43.1 18.5 5.1

235 87 99 37 12
100.0 37.0 42.1 15.7 5.1

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群
 

Mann-Whitney n.s. /［**］ 
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○「運動群」・「非運動群」で生活環境に対する不満を持っている割合に有意な差はない 

生活環境に対して不満を持っている割合は「運動群」で 34.6％、「非運動群」

では 40.4％であった。 

 

図表 2-5-18 運動習慣の有無別 生活環境に対する不満 

（上段：件、下段：％） 

Q17 生活環境の不満

全体 不満あり 不満なし

1213 452 761
100.0 37.3 62.7
735 254 481

100.0 34.6 65.4
228 97 131

100.0 42.5 57.5
250 101 149

100.0 40.4 59.6

合計

散歩群

非運動群

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

 
n.s. / n.s.  

 

 

○「運動群」は「非運動群」に比べて外出頻度や外出先が多い 

「ほとんど毎日」外出している割合は「運動群＋散歩群」で 41.2％、「運動群」

で 43.1％であるのに対し「非運動群」30.8％、「ほとんど外出しない」割合は「運

動群＋散歩群」で 2.4％、「運動群」で 1.7％であるのに対し「非運動群」9.0％

で、運動群の方が非運動群よりも外出の頻度が高かった。 

外出先の回答数も、「運動群」のほうが「非運動群」に比べて多かった。 

図表 2-5-19 運動習慣の有無別 外出頻度 

（上段：件、下段：％） 
Q18 外出の頻度

全体 ほとんど
毎日

週に
４，５日

週に
２，３日

週に１日 ほとんど
外出しな

い
1191 497 248 284 116 46

100.0 41.7 20.8 23.8 9.7 3.9
723 339 161 170 41 12

100.0 46.9 22.3 23.5 5.7 1.7
225 79 48 62 24 12

100.0 35.1 21.3 27.6 10.7 5.3
243 79 39 52 51 22

100.0 32.5 16.0 21.4 21.0 9.1

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

非運動群

散歩群

 
Mann-Whitney ［***］/［***］ 
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図表 2-5-20 運動習慣の有無別 外出先の回答数 

（上段：件、下段：％） 
Q19-1 外出したところ（○の数）

全体 なし １つ ２つ ３つ以上

1219 303 350 203 363
100.0 24.9 28.7 16.7 29.8

738 147 191 127 273
100.0 19.9 25.9 17.2 37.0

228 71 85 32 40
100.0 31.1 37.3 14.0 17.5

253 85 74 44 50
100.0 33.6 29.2 17.4 19.8

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群
 

Mann-Whitney ［***］/［***］ 

（参考）運動習慣の有無別 買い物や銀行・郵便局の用事 

（上段：件、下段：％） 
Q20 買い物や銀行・郵便局の用事

全体 週2～4日
くらい

週１日
くらい

月1～3日
くらい

年に数日
くらい

1184 607 205 285 87
100.0 51.3 17.3 24.1 7.3

721 412 115 156 38
100.0 57.1 16.0 21.6 5.3

226 97 49 61 19
100.0 42.9 21.7 27.0 8.4

237 98 41 68 30
100.0 41.4 17.3 28.7 12.7

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

非運動群

散歩群

 
Mann-Whitney ［***］/［***］ 

（参考）運動習慣の有無別 病院や診療所への通院 

（上段：件、下段：％） 
Q21 病院や診療所への通院

全体 週2～4日
くらい

週１日
くらい

月1～3日
くらい

年に数日
くらい

1156 87 79 693 297
100.0 7.5 6.8 59.9 25.7

696 43 46 400 207
100.0 6.2 6.6 57.5 29.7

221 27 16 138 40
100.0 12.2 7.2 62.4 18.1

239 17 17 155 50
100.0 7.1 7.1 64.9 20.9

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

非運動群

散歩群

 
Mann-Whitney n.s. /［***］ 
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② 興味・関心面の特性 

○「非運動群」は「運動群」に比べて健康づくりに対する興味や関心が総じて低い 

「非運動群」は、以下の項目で「運動群」よりも興味・関心が低かった。 

- （Q23-1）自身の健康への関心 

- （Q23-2）主観的健康感 

- （Q23-3）要介護予防効果への期待 

- （Q23-4）健康への責任意識 

- （Q23-6）健康知識 

- （Q23-8）身体能力維持意向 

- （Q23-9）記憶力維持意向 

 

図表 2-5-21 運動習慣の有無別 健康への関心 

（上段：件、下段：％） 

Q23-1 健康状態に関心がある

全体
とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

1114 768 334 12 0
100.0 68.9 30.0 1.1 0.0
690 497 187 6 0

100.0 72.0 27.1 0.9 0.0
198 137 61 0 0

100.0 69.2 30.8 0.0 0.0
226 134 86 6 0

100.0 59.3 38.1 2.7 0.0

運動群

非運動群

散歩群

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

 
Mann-Whitney ［***］/［**］ 

 

図表 2-5-22 運動習慣の有無別 主観的健康感 

（上段：件、下段：％） 

Q23-2 健康状態は良い方

全体
とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

1095 240 601 220 34
100.0 21.9 54.9 20.1 3.1
677 171 385 112 9

100.0 25.3 56.9 16.5 1.3
196 36 110 39 11

100.0 18.4 56.1 19.9 5.6
222 33 106 69 14

100.0 14.9 47.7 31.1 6.3

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群
 

Mann-Whitney ［***］/［***］ 
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図表 2-5-23 運動習慣の有無別 要介護予防効果への期待 

（上段：件、下段：％） 

Q23-3 健康習慣で要介護状態防げる

全体
とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

1012 374 545 78 15
100.0 37.0 53.9 7.7 1.5
640 264 330 40 6

100.0 41.3 51.6 6.3 0.9
168 61 92 13 2

100.0 36.3 54.8 7.7 1.2
204 49 123 25 7

100.0 24.0 60.3 12.3 3.4

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群
 

Mann-Whitney ［***］/［***］ 

 

図表 2-5-24 運動習慣の有無別 健康への責任意識 

（上段：件、下段：％） 

Q23-4 健康は自分で維持すべき

全体
とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

1085 535 524 21 5
100.0 49.3 48.3 1.9 0.5
674 350 309 12 3

100.0 51.9 45.8 1.8 0.4
195 99 92 3 1

100.0 50.8 47.2 1.5 0.5
216 86 123 6 1

100.0 39.8 56.9 2.8 0.5

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群
 

Mann-Whitney ［**］/［*］ 

 

図表 2-5-25 運動習慣の有無別 健康に関する周囲の支援 

（上段：件、下段：％） 

Q23-5 健康維持に周囲の支援が必要

全体
とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

955 200 464 243 48
100.0 20.9 48.6 25.4 5.0
600 120 291 160 29

100.0 20.0 48.5 26.7 4.8
162 38 79 39 6

100.0 23.5 48.8 24.1 3.7
193 42 94 44 13

100.0 21.8 48.7 22.8 6.7

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群
 

Mann-Whitney n.s. / n.s.  
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図表 2-5-26 運動習慣の有無別 健康知識 

（上段：件、下段：％） 

Q23-6 健康上必要な事知っている

全体
とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

986 336 568 77 5
100.0 34.1 57.6 7.8 0.5
626 222 365 37 2

100.0 35.5 58.3 5.9 0.3
170 64 94 11 1

100.0 37.6 55.3 6.5 0.6
190 50 109 29 2

100.0 26.3 57.4 15.3 1.1

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群
 

Mann-Whitney ［***］/［*］ 

 

図表 2-5-27 運動習慣の有無別 サービス利用意向 

（上段：件、下段：％） 

Q23-7 介護サービスを積極的使いたい

全体
とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

947 129 224 436 158
100.0 13.6 23.7 46.0 16.7
591 73 141 270 107

100.0 12.4 23.9 45.7 18.1
157 19 38 77 23

100.0 12.1 24.2 49.0 14.6
199 37 45 89 28

100.0 18.6 22.6 44.7 14.1

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群
 

Mann-Whitney n.s. / n.s.  

 

図表 2-5-28 運動習慣の有無別 身体能力維持意向 

（上段：件、下段：％） 

Q23-8 身体能力を維持したい

全体
とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

1047 604 420 22 1
100.0 57.7 40.1 2.1 0.1
659 409 241 9 0

100.0 62.1 36.6 1.4 0.0
177 98 73 6 0

100.0 55.4 41.2 3.4 0.0
211 97 106 7 1

100.0 46.0 50.2 3.3 0.5

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群
 

Mann-Whitney ［***］/［***］ 
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図表 2-5-29 運動習慣の有無別 記憶力等維持意向 

（上段：件、下段：％） 

Q23-9 記憶力等を維持したい

全体
とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

1098 732 360 6 0
100.0 66.7 32.8 0.5 0.0
680 469 208 3 0

100.0 69.0 30.6 0.4 0.0
196 127 68 1 0

100.0 64.8 34.7 0.5 0.0
222 136 84 2 0

100.0 61.3 37.8 0.9 0.0

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群
 

Mann-Whitney n.s. /［*］ 

 

図表 2-5-30 運動習慣の有無別 家族への負担に関する考え 

（上段：件、下段：％） 

Q23-10 家族に負担かけたくない

全体
とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

1107 719 359 14 15
100.0 65.0 32.4 1.3 1.4
685 451 218 9 7

100.0 65.8 31.8 1.3 1.0
202 126 73 2 1

100.0 62.4 36.1 1.0 0.5
220 142 68 3 7

100.0 64.5 30.9 1.4 3.2

合計

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群
 

Mann-Whitney n.s. / n.s.  
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○「非運動群」の方が「運動群」よりも「介護予防」という言葉の認知度が低い 

「介護予防」という言葉を「知っていて、身近に感じている」割合は「非運

動群」では 46.6％であるのに対し、「運動群」では 53.3％であった。 

 

図表 2-5-31 運動習慣の有無別 「介護予防」の認知度 

（上段：件、下段：％） 

Q26 介護予防の認知度

全体 知ってい
て、身近に
感じている

知っている
が、自分に
は関係ない

言葉の意味
をよく知らな

い

1154 595 367 192
100.0 51.6 31.8 16.6
698 372 240 86

100.0 53.3 34.4 12.3
218 112 64 42

100.0 51.4 29.4 19.3
238 111 63 64

100.0 46.6 26.5 26.9

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群

合計

 
Mann-Whitney ［***］/［***］ 

 

 

○「非運動群」の方が「運動群」よりも行政主催の各種教室への参加経験のある割合が低い 

行政が主催する各種教室に参加したことが「ある」割合は「非運動群」では

6.8％であるのに対し、「運動群」では 25.3％であった。 

 

図表 2-5-32 運動習慣の有無別 行政主催の各種教室への参加 

（上段：件、下段：％） 

Q27 行政主催の各種教室への参加

全体 ある ない わからない

1127 225 882 20
100.0 20.0 78.3 1.8

680 172 492 16
100.0 25.3 72.4 2.4

213 37 174 2
100.0 17.4 81.7 0.9

234 16 216 2
100.0 6.8 92.3 0.9

Q28 習慣的な運動
　　の実施状況

運動群

散歩群

非運動群

合計

 
［***］/［***］ 
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6. 運動習慣を阻害する要因（調査目標２）  

(1) 習慣的な運動の経験、やめた理由（問 38） 

現在運動を行っていない人(n=353)で、過去に習慣的な運動の経験があるのは

27.2％のみであった。「介護予防事業参加群」と「非参加群」で、経験のある割合に

統計的な有意差はなかった。 

過去に行っていた運動の内容(n=96)では「ごく軽度の運動（散歩など）」が過半数

（51.0％）を占めた。「介護予防事業参加群」では、「本格的な運動」が多く、「非参

加群」では「ごく軽度の運動」が多かった。 

その実施頻度(n=96)は「週に３回以上」が最も多かったことから、運動経験のあ

る人は軽運動ながら高頻度に運動を実施していたことがうかがわれる。特に、「非参

加群」の方が「週３回以上」の割合が「参加群」よりも多かった。 

運動をやめてからの期間（ブランク）(n=96)は、平均で 73.6 か月（6 年と 1.6 か

月）であった。やめてから 5 年以上たっている人も３割以上いた。「介護予防事業非

参加群」の方が「参加群」よりもブランクとなっている期間が長い傾向がみられた。 

運動をやめた理由(n=96)は「身体の痛みが出てきたから」が 24.0％と最も多かっ

たが、「その他」が 34.4％、無回答が 17.7％と高い割合を占めた。「その他」の具体

的な記載事項でも、病気やけがなど体調が悪くなったことを理由にしたものが 28 件

（29.2％）、体力的にできなくなったものが 5 件（5.2％）みられ、身体状況が原因

となっているものが６割近くをしめていた。こうした理由は、介護予防事業参加者

では「医師にとめられたから」が非参加者よりもやや多いなど、若干の違いが生じ

ているが、身体状況が主な原因となっている点は共通している。 

 

図表 2-6-1 習慣的な運動の経験（問 38，現在運動習慣のない人のみ） 

25.6 60.3 14.1

27.2

35.7

58.4

48.2

14.4

16.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=353)

介護予防事業参加者　　(n=56)

介護予防事業非参加者 (n=297)

ある ない 不明  
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図表 2-6-2 過去に行っていた運動の内容 

（問 38Ａ，過去行っていた習慣的な運動をやめた人のみ） 

9.4

13.5

4.2

14.6

40.0

5.0

35.0

5.0

10.0

53.9

10.5

7.9

3.9

15.8

51.0

0% 20% 40% 60%

ごく軽度の運動

軽度の運動

本格的な運動

筋力トレーニング

その他

合　計　　　　　(n=96)

介護予防事業参加者　　(n=20)

介護予防事業非参加者 (n=76)

 
 

 

図表 2-6-3 過去に行っていた運動の頻度 

（問 38Ｂ，過去行っていた習慣的な運動をやめた人のみ） 

53.9 23.7 6.6

20.0

15.8

25.0

47.9

55.0

30.2

0.0

5.2 16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=96)

介護予防事業参加者　　(n=20)

介護予防事業非参加者 (n=76)

週に３回以上 週に１回程度 月に１～２回程度 不明  
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図表 2-6-4 運動をやめてからの期間 

（問 38Ｃ，過去行っていた習慣的な運動をやめた人のみ） 

3.9 9.2 11.8

30.0

21.1

15.0

21.1

30.0

7.9

15.0

25.0

4.2

5.0

8.3

5.0

9.4

0.0

22.9 19.8 12.5 22.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計　　　　　(n=96)

介護予防事業参加者　　(n=20)

介護予防事業非参加者 (n=76)

１～６か月 ７～12か月 １～２年 ２～５年 ５～10年 10年以上 不明

 

 

 

 

 

図表 2-6-5 運動をやめた理由 

（問 38Ｄ，習慣的な運動の経験がある人のみ） 

0.0

1.0

24.0

2.1

7.3

1.0

12.5

34.4

0.0

0.0

0.0

25.0

5.0

5.0

0.0

10.0

30.0

0.0

0.0

1.3

23.7

1.3

7.9

1.3

13.2

35.5

0.0

0% 10% 20% 30% 40%

体重を減らすなどの目標を達成した

家計の負担となったから

仲間とうまくいかなくなったから

身体の痛みがでてきたから

医師から止められたから

面倒になったから

運動する場がなくなったから

時間がとれなくなったから

その他
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【参考】 

「その他」の記述内容は、大別すると以下の８項目に分けられる（カッコ内は記載件数）  

○体調が悪くなった（病気・けが等）（28） 

○体力的にできなくなった（5） 

○仲間がいなくなった・減ったから（犬の死亡を含む）（5） 

○転居して適当な場所を知らないから（4） 

○冬季のみ休んでいる（4） 

○教室等の期間が終わったから（2） 

○目的・目標を達成したから（2） 

○その他（16） 
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(2) 運動の必要性と運動開始意向（問 39，40，41：調査時に運動習慣のない群の回答） 

現在運動を行っていない人でも、自分に運動が必要だと思う人（「とてもそう思う」

「まあそう思う」の合計）は 77.2％であった。 

運動を始めたい人（「とてもそう思う」「まあそう思う」の合計）は 56.1％であり、

必要だと思う人とのギャップが 21.1％ポイントみられた。 

また、行政主体の運動教室へ参加したい人（「とてもそう思う」「まあそう思う」

の合計）は 34.6％であり、運動を始めたい人とのギャップが 21.5％ポイント、必要

だと思う人とのギャップが 42.6％ポイントみられた。 

「介護予防事業参加群」と「非参加群」の比較では、「介護予防事業参加群」の方

が「非参加群」よりも必要性だと思う人、運動を始めたい人の割合がやや高いが、

統計的に有意ではなかった。行政主催の運動教室への参加したい人の割合について

は、「介護予防事業参加群」の方が有意に高かった。 

 

図表 2-6-6 運動の必要性と運動開始意向（問 39・40・41，現在運動習慣のない人のみ） 

26.7

15.9

19.6

15.2

9.6

17.9

8.1

49.4

40.2

46.4

39.1

24.9

41.1

21.9

18.4

27.5

17.9

29.3

41.4

23.2

44.8

2.1

2.7

7.4

1.8

8.4

14.7

3.6

16.8

9.1

14.3

8.1

9.3

14.3

8.4

27.8

34.0

49.3

48.9

17.5

12.8

2.6

2.7

2.1

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q39 現在その運動の必要性(n=302)

介護予防事業参加者　　(n=47)

介護予防事業非参加者 (n=255)

Q40 運動の開始意向　　　　(n=353)

介護予防事業参加者　　(n=56)

介護予防事業非参加者 (n=297)

Q41 行政主催の運動教室への参加

(n=353)

介護予防事業参加者　　(n=56)

介護予防事業非参加者 (n=297)

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない 全くそう思わない 不明
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（参考） 

過去の運動経験と運動の必要性や運動開始意向との間には以下のような関係がみ

られた。 

・過去に運動経験がある人の方が、運動経験のない人よりも、運動が必要と認識

している割合が高い。 

・過去に運動経験がある人の方が、運動経験のない人よりも、運動を開始したい

と考えている割合が高い。 

・行政主催の教室への参加意向は、過去の運動経験によって有意な差はない。 

 

（参考）過去の運動経験別 運動の必要性に対する認識（問 39，現在運動習慣のない人のみ） 

（上段：件、下段：％） 

Q39 運動の必要性に対する認識

全体
とても

そう思う
まあ

そう思う
あまりそう
思わない

全くそう
思わない

214 62 104 42 6
100.0 29.0 48.6 19.6 2.8

67 30 30 6 1
100.0 44.8 44.8 9.0 1.5
147 32 74 36 5

100.0 21.8 50.3 24.5 3.4

合計

Q38 習慣的
な運動経験

ある

ない

 

Mann-Whitney ［***］ 

 

（参考）過去の運動経験別 運動開始意向（問 40，現在運動習慣のない人のみ） 

（上段：件、下段：％） 

Q40 運動の開始意向

全体
とても

そう思う
まあ

そう思う
あまりそう
思わない

全くそう
思わない

216 41 87 69 19
100.0 19.0 40.3 31.9 8.8

67 16 33 13 5
100.0 23.9 49.3 19.4 7.5
149 25 54 56 14

100.0 16.8 36.2 37.6 9.4

合計

Q38 習慣的
な運動経験

ある

ない

 

Mann-Whitney ［*］ 
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（参考）過去の運動経験別 行政主催の教室への参加意向（問 41，現在運動習慣のない人のみ） 

（上段：件、下段：％） 

Q41 行政主催の教室への参加意向

全体
とても

そう思う
まあ

そう思う
あまりそう
思わない

全くそう
思わない

213 20 48 109 36
100.0 9.4 22.5 51.2 16.9

65 9 17 31 8
100.0 13.8 26.2 47.7 12.3
148 11 31 78 28

100.0 7.4 20.9 52.7 18.9

合計

Q38 習慣的
な運動経験

ある

ない

 

Mann-Whitney n.s.  
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(3) 行いたい運動の条件（問 42） 

行いたい運動の条件については、「ひとりでできること」が最も多かった（58.1％）。

次いで「健康の維持・増進、寝たきり等の予防」（49.9％）、「家の中でできる」（43.1％）、

「腰の痛み・肩こり、膝の痛みを取り除く」（42.2％）であった。 

「最も重視すること」は「健康の維持・増進、寝たきり等の予防」（36.7％）とす

る回答が最も多かった。 

「介護予防事業参加群」と「非参加群」の比較では、介護予防事業参加者の方が

「健康の維持・増進、寝たきり等の予防に結びつく」や「腰の痛みや肩こり、ひざ

の痛みを取り除くことができる」などの効果への期待がやや高い傾向がみられた。 

図表 2-6-7 行いたい運動の条件（問 42，現在運動習慣のない人のみ） 

行いたい運動の条件      最も重視する条件  

      （複数回答）         （単数回答）  

13.6

20.4

19.5

43.1

17.0

3.1

24.9

49.9

42.2

0.3

2.3

53.6

25.0

23.2

28.6

46.4

21.4

8.9

26.8

58.9

44.6

0.0

0.0

58.9

11.4

19.9

17.8

42.4

16.2

2.0

24.6

48.1

41.8

0.3

2.7

58.1

0% 20% 40% 60%

ひとりでできる

多くの仲間・チームを作ってできる

運動の内容や効果の説明受けられる

専門家からアドバイスが受けられる

家の中でできる

家の近くでできる 

行政の推薦がある 

家計の負担とならない

健康の維持･増進、寝たきり等予防

腰の痛み･肩こり､膝の痛み取り除く

その他

どのような運動でもよい

合　計　　　　　(n=353，286)

介護予防事業参加者　　(n=56，46)

介護予防事業非参加者 (n=297，240)

2.8

2.1

3.8

4.9

0.7

0.3

5.2

36.7

23.1

0.7

6.5

6.5

0.0

6.5

4.3

2.2

0.0

4.3

39.1

17.4

0.0

6.7

2.1

2.5

3.3

5.0

0.4

0.4

5.4

36.3

24.2

0.8

6.6

0% 20% 40% 60%
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(4) （参考）運動開始意向のない人像 

① 属性面の特性 

○運動の開始意向によって男女の比率に有意な差はない 

運動の開始意向の程度によらず、男性が約１／３、女性が約２／３という比

率に違いはなかった。 

図表 2-6-8 運動の開始意向別 性別 

（上段：件、下段：％） 

Q2 性別

全体 男性 女性

233 87 146
100.0 37.3 62.7

42 15 27
100.0 35.7 64.3

96 43 53
100.0 44.8 55.2

72 21 51
100.0 29.2 70.8

23 8 15
100.0 34.8 65.2

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 
Mann-Whitney n.s.  

 

○年齢が若いほど運動開始意向が強い 

運動開始意向がある（「とてもそう思う」「まあそう思う」）人は前期高齢者

（65～74 歳）が 75％以上を占めているが、運動開始意向のない（「あまりそう

思わない」「そう思わない」）人では、75 歳未満である前期高齢者の割合が過半

数を下回り、85 歳以上の割合が 17％以上を占めていた。 

図表 2-6-9 運動の開始意向別 年齢 

（上段：件、下段：％） 

Q3 年齢

全体 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90～94歳 95歳以上

233 89 56 53 17 11 6 1
100.0 38.2 24.0 22.7 7.3 4.7 2.6 0.4

42 21 12 7 2 0 0 0
100.0 50.0 28.6 16.7 4.8 0.0 0.0 0.0

96 55 19 18 3 1 0 0
100.0 57.3 19.8 18.8 3.1 1.0 0.0 0.0

72 12 21 21 8 6 4 0
100.0 16.7 29.2 29.2 11.1 8.3 5.6 0.0

23 1 4 7 4 4 2 1
100.0 4.3 17.4 30.4 17.4 17.4 8.7 4.3

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 

Spearman ［***］
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○運動の開始意向によって家族構成に有意な差はない 

運動を始めたいと「あまり思わない」群では「ひとり暮らし」の割合が高い

が、統計的に有意な差はみられなかった。 

 

図表 2-6-10 運動の開始意向別 家族構成 

（上段：件、下段：％） 

Q5 家族構成

全体
ひとり
暮らし

夫婦二人
暮らし

子や孫な
どと同居

その他

230 35 88 74 33
100.0 15.2 38.3 32.2 14.3

41 6 20 10 5
100.0 14.6 48.8 24.4 12.2

96 11 37 29 19
100.0 11.5 38.5 30.2 19.8

71 16 23 25 7
100.0 22.5 32.4 35.2 9.9

22 2 8 10 2
100.0 9.1 36.4 45.5 9.1

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 
Kruskal Wallis  n.s.  

 

○運動開始意向が強いほど就業している割合が高い傾向あり 

運動開始意向がある（「とてもそう思う」「まあそう思う」）人では「収入のあ

る仕事をしている」割合が約４割を占めていたが、運動開始意向のない（「あま

りそう思わない」「そう思わない」）人ではこの割合が約２割であった。 

図表 2-6-11 運動の開始意向別 就業状況 

（上段：件、下段：％） 

Q7 収入のある仕事の就業状況

全体 収入のあ
る仕事を
している

現在はし
ていない

これまで
仕事につ
いたこと
がない

223 71 130 22
100.0 31.8 58.3 9.9

40 16 21 3
100.0 40.0 52.5 7.5

91 36 48 7
100.0 39.6 52.7 7.7

69 14 48 7
100.0 20.3 69.6 10.1

23 5 13 5
100.0 21.7 56.5 21.7

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 
Kruskal Wallis ［*］ 
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○運動の開始意向によって経済的な暮らし向きに有意な差はない 

運動開始意向がある（「とてもそう思う」「まあそう思う」）群では「かなりゆ

とりがある」の割合が高いが、統計的に有意な差はみられなかった。 

また、運動開始意向がない（「あまりそう思わない」「そう思わない」）群では

運動や健康食品等に使っている金額が「月額 0 円」の人の割合がやや高いが、

統計的に有意な差はみられなかった。 

 

図表 2-6-12 運動の開始意向別 経済的な暮らし向き 

（上段：件、下段：％） 

Q10 経済的な暮らし向き

全体 かなり
ゆとりが

ある

やや
ゆとりが

ある

やや
苦しい

かなり
苦しい

224 7 110 92 15
100.0 3.1 49.1 41.1 6.7

40 2 13 21 4
100.0 5.0 32.5 52.5 10.0

92 3 45 38 6
100.0 3.3 48.9 41.3 6.5

71 2 41 25 3
100.0 2.8 57.7 35.2 4.2

21 0 11 8 2
100.0 0.0 52.4 38.1 9.5

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 

Spearman  n.s.  

（参考）運動の開始意向別 運動に使っている金額（月額） 

（上段：件、下段：％） 

Q11-1 運動に使っている金額（月額）

全体 ０円 ５千円
未満

５千円～
１万円
未満

１万円～
３万円
未満

３万円～
５万円
未満

５万円
以上

214 161 34 14 5 0 0
100.0 75.2 15.9 6.5 2.3 0.0 0.0

37 27 6 4 0 0 0
100.0 73.0 16.2 10.8 0.0 0.0 0.0

89 66 15 7 1 0 0
100.0 74.2 16.9 7.9 1.1 0.0 0.0

68 51 10 3 4 0 0
100.0 75.0 14.7 4.4 5.9 0.0 0.0

20 17 3 0 0 0 0
100.0 85.0 15.0 0.0 0.0 0.0 0.0

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 
Spearman  n.s.  
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（参考）運動の開始意向別 健康食品等に使っている金額（月額） 

（上段：件、下段：％） 

Q11-2 健康食品等に使っている金額（月額）

全体 ０円 ５千円
未満

５千円～
１万円
未満

１万円～
３万円
未満

３万円～
５万円
未満

５万円
以上

229 87 82 40 18 1 1
100.0 38.0 35.8 17.5 7.9 0.4 0.4

41 13 17 7 3 0 1
100.0 31.7 41.5 17.1 7.3 0.0 2.4

94 37 30 20 7 0 0
100.0 39.4 31.9 21.3 7.4 0.0 0.0

72 28 26 9 8 1 0
100.0 38.9 36.1 12.5 11.1 1.4 0.0

22 9 9 4 0 0 0
100.0 40.9 40.9 18.2 0.0 0.0 0.0

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 
Spearman  n.s.  

 

 

○運動開始意向が強いほど生活の自立度が高い人が多い 

運動開始意向がある（「とてもそう思う」「まあそう思う」）人は「日常生活や

外出にまったく問題ない」割合が過半数を占めているが、運動開始意向のない

（「あまりそう思わない」「そう思わない」）人では、この割合が４割を下回って

いる。 

 

図表 2-6-13 運動の開始意向別 生活状況（自立度） 

（上段：件、下段：％） 

Q12 生活状況

全体 日常生活
や外出に
まったく
問題ない

日常生
活、外出
も一人で
できる

外出は
一人では
できない

日常生活
も外出も
一人では
できない

１日中
ベッドや
ふとんに
寝たきり

230 123 81 22 3 1
100.0 53.5 35.2 9.6 1.3 0.4

42 27 13 2 0 0
100.0 64.3 31.0 4.8 0.0 0.0

96 62 25 8 1 0
100.0 64.6 26.0 8.3 1.0 0.0

72 28 33 9 2 0
100.0 38.9 45.8 12.5 2.8 0.0

20 6 10 3 0 1
100.0 30.0 50.0 15.0 0.0 5.0

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 

Spearman ［***］
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○運動の開始意向によって入院・手術等の経験や治療中の持病の数に有意な差はない 

運動の開始意向の程度によらず、入院・手術等の経験が「あった」とする割

合は 30％前後であった。 

また、運動開始意向がある（「とてもそう思う」「まあそう思う」）群では、運

動開始意向のない（「あまりそう思わない」「そう思わない」）群に比べて治療中

の持病「なし」の割合が高いが、統計的に有意な差はみられなかった。 

 

図表 2-6-14 運動の開始意向別 入院･手術等を要する病気やけがの経験 

（上段：件、下段：％） 

全体 あった なかった

229 67 162
100.0 29.3 70.7

41 12 29
100.0 29.3 70.7

96 29 67
100.0 30.2 69.8

70 21 49
100.0 30.0 70.0

22 5 17
100.0 22.7 77.3

Q15 入院･手術要する
　　　病気やけが

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 
Mann-Whitney n.s.  

図表 2-6-15 運動の開始意向別 治療を行っている持病の数 

（上段：件、下段：％） 

Q16 治療を行っている持病（持病の数）

全体 なし １つ ２つ ３つ以上

218 80 91 37 10
100.0 36.7 41.7 17.0 4.6

40 11 18 9 2
100.0 27.5 45.0 22.5 5.0

88 32 39 14 3
100.0 36.4 44.3 15.9 3.4

68 29 24 11 4
100.0 42.6 35.3 16.2 5.9

22 8 10 3 1
100.0 36.4 45.5 13.6 4.5

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 
Spearman  n.s.  
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○運動開始意向が強いほど外出頻度が高い傾向あり 

運動開始意向がある（「とてもそう思う」「まあそう思う」）人は「ほとんど毎

日」「週に４、５日」外出している割合が過半数を占めているが、運動開始意向

のない（「あまりそう思わない」「そう思わない」）人では、この割合が４割を下

回っている。 

 

図表 2-6-16 運動の開始意向別 外出頻度 

（上段：件、下段：％） 

Q18 外出の頻度

全体 ほとんど
毎日

週に
４，５日

週に
２，３日

週に１日 ほとんど
外出しな

い
225 75 32 51 48 19

100.0 33.3 14.2 22.7 21.3 8.4
38 15 7 8 4 4

100.0 39.5 18.4 21.1 10.5 10.5
93 36 17 19 17 4

100.0 38.7 18.3 20.4 18.3 4.3
72 21 6 18 19 8

100.0 29.2 8.3 25.0 26.4 11.1
22 3 2 6 8 3

100.0 13.6 9.1 27.3 36.4 13.6

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 
Spearman ［**］ 
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② 興味・関心面の特性 

○運動開始意向が強いほど健康状態への関心や身体能力維持意向が高い 

運動開始意向がある（「とてもそう思う」「まあそう思う」）群では、運動開始

意向のない（「あまりそう思わない」「そう思わない」）群に比べて「健康状態に

関心がある」、「身体能力を維持したい」と思う割合が高かった。 

 

図表 2-6-17 運動の開始意向別 健康への関心 

（上段：件、下段：％） 

Q23-1 健康状態に関心がある

全体
とても

そう思う
まぁ

そう思う
あまりそう
思わない

全くそう
思わない

213 123 84 6 0
100.0 57.7 39.4 2.8 0.0

37 27 10 0 0
100.0 73.0 27.0 0.0 0.0

90 56 33 1 0
100.0 62.2 36.7 1.1 0.0

65 29 31 5 0
100.0 44.6 47.7 7.7 0.0

21 11 10 0 0
100.0 52.4 47.6 0.0 0.0

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 
Spearman ［**］ 

図表 2-6-18 運動の開始意向別 身体能力維持意向 

（上段：件、下段：％） 

Q23-8 身体能力を維持したい

全体
とても

そう思う
まぁ

そう思う
あまりそう
思わない

全くそう
思わない

201 91 102 7 1
100.0 45.3 50.7 3.5 0.5

38 27 11 0 0
100.0 71.1 28.9 0.0 0.0

83 39 43 1 0
100.0 47.0 51.8 1.2 0.0

60 18 35 6 1
100.0 30.0 58.3 10.0 1.7

20 7 13 0 0
100.0 35.0 65.0 0.0 0.0

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 
Spearman ［***］ 
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○運動開始意向が強い人は、行政の広報誌から情報を得ていない 

運動開始意向がある（「とてもそう思う」「まあそう思う」）人は、運動開始意

向のない（「あまりそう思わない」「そう思わない」）人に比べて「市や区の広報

誌､パンフレット等」から情報を得ている割合が低かった。 

 

図表 2-6-19 運動の開始意向別 健康に関する情報入手経路 

（市や区の広報誌､パンフレット等） 

（上段：件、下段：％） 

全体 利用あり なし

228 181 47
100.0 79.4 20.6

40 25 15
100.0 62.5 37.5

96 77 19
100.0 80.2 19.8

69 59 10
100.0 85.5 14.5

23 20 3
100.0 87.0 13.0

Q24-5 健康の情報入手経路＝
市や区の広報誌、パンフレット

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 
Mann-Whitney ［**］ 
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○運動の開始意向によって「介護予防」という言葉の認知度に有意な差はない 

運動開始意向がある（「とてもそう思う」「まあそう思う」）群では、運動開始

意向のない（「あまりそう思わない」「そう思わない」）群に比べて「介護予防」

という言葉について「知っていて、身近に感じている」割合が高いが、統計的

に有意な差はみられなかった。 

 

図表 2-6-20 運動の開始意向別 「介護予防」の認知度 

（上段：件、下段：％） 

Q26 介護予防について

全体 知っていて、
身近に感じ

ている

知っている
が、自分には

関係ない

言葉の意味
をよく知らな

い
222 102 61 59

100.0 45.9 27.5 26.6
38 22 7 9

100.0 57.9 18.4 23.7
90 40 25 25

100.0 44.4 27.8 27.8
72 32 22 18

100.0 44.4 30.6 25.0
22 8 7 7

100.0 36.4 31.8 31.8

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 
Spearman  n.s.  

 

○運動の開始意向が強いほど行政主催の各種教室への参加経験がある割合が高い 

運動開始意向がある（「とてもそう思う」「まあそう思う」）人は、運動開始意

向のない（「あまりそう思わない」「そう思わない」）人に比べて行政が主催する

各種教室に参加したことが「ある」割合が高かった。 

図表 2-6-21 運動の開始意向別 行政主催の各種教室への参加 

（上段：件、下段：％） 

Q27 行政主催の各種教室への参加

全体 ある ない わからない
220 15 203 2

100.0 6.8 92.3 0.9
40 8 32 0

100.0 20.0 80.0 0.0
91 5 85 1

100.0 5.5 93.4 1.1
67 0 66 1

100.0 0.0 98.5 1.5
22 2 20 0

100.0 9.1 90.9 0.0

合計

Q40 運動
の開始意
向

とてもそう思う

まあそう思う

あまりそう思わない

全くそう思わない

 
Kruskal Wallis ［**］ 
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7. 運動習慣の継続要因（調査目標３） 

全般に、効果を実感している人ほど、「運動をこれから続けたいと思うか」という

問い（問 36）で「とてもそう思う」と回答している人の割合が高く、デメリットを

感じている人ほど「あまりそう思わない」「そう思わない」の割合が高かった。 

 

図表 2-7-1 運動の効果・デメリットに関する実感別 運動継続意向(1) 

（上段：件、下段：％） 

Q36 運動の継続意向

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

608 383 219 6 0
100.0 63.0 36.0 1.0 0.0

240 204 35 1 0
100.0 85.0 14.6 0.4 0.0

301 153 146 2 0
100.0 50.8 48.5 0.7 0.0

62 23 36 3 0
100.0 37.1 58.1 4.8 0.0

5 3 2 0 0
100.0 60.0 40.0 0.0 0.0

合計

Q35-1 楽しみ
や生きがいで
ある

とてもそう思う

全くそう思わない

まぁそう思う

あまりそう思わない

 
Spearman [***] 

図表 2-7-2 運動の効果・デメリットに関する実感別 運動継続意向(2) 

（上段：件、下段：％） 

Q36 運動の継続意向

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

507 329 171 7 0
100.0 64.9 33.7 1.4 0.0

101 90 10 1 0
100.0 89.1 9.9 1.0 0.0

243 158 82 3 0
100.0 65.0 33.7 1.2 0.0

143 64 76 3 0
100.0 44.8 53.1 2.1 0.0

20 17 3 0 0
100.0 85.0 15.0 0.0 0.0

合計

Q35-2 生活が
豊かになって
いる

とてもそう思う

全くそう思わない

まぁそう思う

あまりそう思わない

 
Spearman [***] 
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図表 2-7-3 運動の効果・デメリットに関する実感別 運動継続意向(3) 

（上段：件、下段：％） 

Q36 運動の継続意向

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

601 377 217 7 0
100.0 62.7 36.1 1.2 0.0

214 179 34 1 0
100.0 83.6 15.9 0.5 0.0

340 179 158 3 0
100.0 52.6 46.5 0.9 0.0

44 16 25 3 0
100.0 36.4 56.8 6.8 0.0

3 3 0 0 0
100.0 100.0 0.0 0.0 0.0

合計

Q35-3 気持ち
が明るくなっ
ている

とてもそう思う

全くそう思わな
い

まぁそう思う

あまりそう思わ
ない

 
Spearman [***] 

図表 2-7-4 運動の効果・デメリットに関する実感別 運動継続意向(4) 

（上段：件、下段：％） 

Q36 運動の継続意向

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

532 332 193 7 0
100.0 62.4 36.3 1.3 0.0

185 151 34 0 0
100.0 81.6 18.4 0.0 0.0

205 111 90 4 0
100.0 54.1 43.9 2.0 0.0

101 54 44 3 0
100.0 53.5 43.6 3.0 0.0

41 16 25 0 0
100.0 39.0 61.0 0.0 0.0

合計

Q35-4 仲間・
友人ができて
いる

とてもそう思う

全くそう思わな
い

まぁそう思う

あまりそう思わ
ない

 
Spearman [***] 

図表 2-7-5 運動の効果・デメリットに関する実感別 運動継続意向(5) 

（上段：件、下段：％） 

Q36 運動の継続意向

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

535 324 204 7 0
100.0 60.6 38.1 1.3 0.0

165 131 33 1 0
100.0 79.4 20.0 0.6 0.0

268 140 123 5 0
100.0 52.2 45.9 1.9 0.0

76 39 36 1 0
100.0 51.3 47.4 1.3 0.0

26 14 12 0 0
100.0 53.8 46.2 0.0 0.0

合計

Q35-5 外出の
きっかけと
なっている

とてもそう思う

全くそう思わな
い

まぁそう思う

あまりそう思わ
ない

 
Spearman [***] 
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図表 2-7-6 運動の効果・デメリットに関する実感別 運動継続意向(6) 

（上段：件、下段：％） 

Q36 運動の継続意向

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

450 282 162 6 0
100.0 62.7 36.0 1.3 0.0

81 68 13 0 0
100.0 84.0 16.0 0.0 0.0

130 77 53 0 0
100.0 59.2 40.8 0.0 0.0

165 103 58 4 0
100.0 62.4 35.2 2.4 0.0

74 34 38 2 0
100.0 45.9 51.4 2.7 0.0

合計

Q35-6 仕事や
地域活動に参
加する

とてもそう思う

全くそう思わな
い

まぁそう思う

あまりそう思わ
ない

 
Spearman [***] 

図表 2-7-7 運動の効果・デメリットに関する実感別 運動継続意向(7) 

（上段：件、下段：％） 

Q36 運動の継続意向

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

534 342 185 7 0
100.0 64.0 34.6 1.3 0.0

157 140 17 0 0
100.0 89.2 10.8 0.0 0.0

271 147 122 2 0
100.0 54.2 45.0 0.7 0.0

90 47 39 4 0
100.0 52.2 43.3 4.4 0.0

16 8 7 1 0
100.0 50.0 43.8 6.3 0.0

合計

Q35-7 生活が
規則正しく
なっている

とてもそう思う

全くそう思わな
い

まぁそう思う

あまりそう思わ
ない

 
Spearman [***] 

図表 2-7-8 運動の効果・デメリットに関する実感別 運動継続意向(8) 

（上段：件、下段：％） 

Q36 運動の継続意向

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

526 332 187 7 0
100.0 63.1 35.6 1.3 0.0
114 103 10 1 0

100.0 90.4 8.8 0.9 0.0
261 142 116 3 0

100.0 54.4 44.4 1.1 0.0
116 63 50 3 0

100.0 54.3 43.1 2.6 0.0
35 24 11 0 0

100.0 68.6 31.4 0.0 0.0

合計

Q35-8 腰痛等
痛みがやわら
いでいる

とてもそう思う

全くそう思わな
い

まぁそう思う

あまりそう思わ
ない

 
Spearman [***] 
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図表 2-7-9 運動の効果・デメリットに関する実感別 運動継続意向(9) 

（上段：件、下段：％） 

Q36 運動の継続意向

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

572 370 196 6 0
100.0 64.7 34.3 1.0 0.0
168 144 23 1 0

100.0 85.7 13.7 0.6 0.0
340 198 140 2 0

100.0 58.2 41.2 0.6 0.0
55 23 29 3 0

100.0 41.8 52.7 5.5 0.0
9 5 4 0 0

100.0 55.6 44.4 0.0 0.0

合計

Q35-9 筋力が
維持できてい
る

とてもそう思う

全くそう思わな
い

まぁそう思う

あまりそう思わ
ない

 
Spearman [***] 

図表 2-7-10 運動の効果・デメリットに関する実感別 運動継続意向(10) 

（上段：件、下段：％） 

Q36 運動の継続意向

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

535 333 194 8 0
100.0 62.2 36.3 1.5 0.0
117 99 18 0 0

100.0 84.6 15.4 0.0 0.0
293 164 124 5 0

100.0 56.0 42.3 1.7 0.0
114 62 49 3 0

100.0 54.4 43.0 2.6 0.0
11 8 3 0 0

100.0 72.7 27.3 0.0 0.0

合計

Q35-10 食欲が
増している

とてもそう思う

全くそう思わな
い

まぁそう思う

あまりそう思わ
ない

 
Spearman [***] 

図表 2-7-11 運動の効果・デメリットに関する実感別 運動継続意向(11) 

（上段：件、下段：％） 

Q36 運動の継続意向

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

440 279 154 7 0
100.0 63.4 35.0 1.6 0.0

7 3 3 1 0
100.0 42.9 42.9 14.3 0.0

31 15 15 1 0
100.0 48.4 48.4 3.2 0.0
129 77 49 3 0

100.0 59.7 38.0 2.3 0.0
273 184 87 2 0

100.0 67.4 31.9 0.7 0.0

合計

Q35-11 腰痛等
痛みがひどく
なった

とてもそう思う

全くそう思わな
い

まぁそう思う

あまりそう思わ
ない

 
Spearman [**] 
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図表 2-7-12 運動の効果・デメリットに関する実感別 運動継続意向(12) 

（上段：件、下段：％） 

Q36 運動の継続意向

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

406 260 141 5 0
100.0 64.0 34.7 1.2 0.0

2 2 0 0 0
100.0 100.0 0.0 0.0 0.0

7 4 3 0 0
100.0 57.1 42.9 0.0 0.0

77 44 30 3 0
100.0 57.1 39.0 3.9 0.0
320 210 108 2 0

100.0 65.6 33.8 0.6 0.0

合計

Q35-12 けがや
骨折の原因と
なった

とてもそう思う

全くそう思わな
い

まぁそう思う

あまりそう思わ
ない

 
Spearman  n.s.  

図表 2-7-13 運動の効果・デメリットに関する実感別 運動継続意向(13) 

（上段：件、下段：％） 

Q36 運動の継続意向

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

407 259 143 5 0
100.0 63.6 35.1 1.2 0.0

3 2 1 0 0
100.0 66.7 33.3 0.0 0.0

9 5 4 0 0
100.0 55.6 44.4 0.0 0.0
105 56 45 4 0

100.0 53.3 42.9 3.8 0.0
290 196 93 1 0

100.0 67.6 32.1 0.3 0.0

合計

Q35-13 友人関
係が面倒に
なった

とてもそう思う

全くそう思わな
い

まぁそう思う

あまりそう思わ
ない

 
Spearman [**] 

図表 2-7-14 運動の効果・デメリットに関する実感別 運動継続意向(14) 

（上段：件、下段：％） 

Q36 運動の継続意向

全体 とても
そう思う

まあ
そう思う

あまりそう
思わない

全くそう
思わない

419 268 146 5 0
100.0 64.0 34.8 1.2 0.0

3 3 0 0 0
100.0 100.0 0.0 0.0 0.0

19 14 5 0 0
100.0 73.7 26.3 0.0 0.0
100 56 40 4 0

100.0 56.0 40.0 4.0 0.0
297 195 101 1 0

100.0 65.7 34.0 0.3 0.0

合計

Q35-14 家計の
負担となった

とてもそう思う

全くそう思わな
い

まぁそう思う

あまりそう思わ
ない

 
Spearman  n.s.  
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II． スポーツクラブ事業者の取り組み事例（事業者ヒアリング） 

1. 結果の要約 

事業者ヒアリングでは、タイプの異なる３事業者を採り上げたことから、高齢化

の進行を背景にいずれの事業者もシニア・高齢層を今後の重要顧客と認識しながら

も、シニア・高齢顧客（会員）獲得のための取り組みの内容・方法には事業者毎の

特性が明確に出たといえる。 

「地域に根づいた運営を行っている一般スポーツクラブ」では、生活習慣病予防

や健康ブームなどの影響もあり、シニア・高齢会員が増えてきたという状況から、

リタイア前後のシニア層（主にベビーブーマー世代）を重要顧客として意識し始め

ている。この層は、時間的ゆとりがあり、かつ、経済力もある層と捉えているため

である。「介護予防」に関しては事業者としてもまだ十分な認識がなく、原則は元気

なシニアを想定している。 

このため、プログラムでは、「水中歩行」等の比較的軽い運動で、シニア層に人気

のあるプログラムを充実させる程度で、高齢者のみのためのプログラム開発などは

行われていない。少人数でゆっくり丁寧に教えて欲しいという声があることから、

有料のオプショナルコースの設定など、高付加価値型サービスの提供を試みている

（ただし年齢層等を限定しているわけではない）。 

スタッフも、運動療法士の有資格者はいるものの、「介護予防」を意識した体制で

はなく、人数配置も１人のコーチが対し平均 10 人の会員を見る体制となっているた

め、身体機能に不安のある人を受け入れる体制は十分とは言えない。 

これに対し、「全国展開を行い介護予防事業への参入を計画している大手民間ス

ポーツクラブ」は、「介護予防」の制度化を新たな事業展開の契機と捉え、積極的に

その受け皿を担っていきたいと考えている。そのための体制（本社アカデミー本部、

スポーツ研究所など）も整備され、東京都老人総合研究所と介護予防主任運動指導

員育成カリキュラムを共同開発し、指導員の育成も積極的に進められている。  

プログラム面でも、高齢会員を意識しているとはいえ、現段階ではまだ「試行的」

と言える状況である。  

しかし、業界としてこれまで健康・保健政策や介護政策との接点が少なく、業界

最大手企業のひとつであり、相応のデータの蓄積等があるにも関わらず、「介護予防

事業」に関する議論の詳細が伝わってこない、要望・意見提案のチャネルがない等、

そのノウハウが「介護予防事業」の検討に充分生かされているとは言えない状態に

あることに、問題意識がもたれている。 
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「自治体の介護予防事業を民間事業者に委託している官民連携事例」では、別の

大手民間スポーツクラブが運営全体を受託している「健康センター」において、モ

デル事業として行われている筋力向上トレーニング事業をとりあげた。 

プログラム設定・スタッフ配置等は事業者に委ねられ、事業者の自由度が確保さ

れ、直営店舗とほぼ変わらない運営が行われている。 

筋力向上トレーニング事業に関する最大の特徴は、自治体の広報誌が広告媒体と

なっており、事業者側に販売管理費が発生しないこと、利用者側に安心感を与えや

すいことである。半面、公共の事業では、同じ人が繰り返し受講することが望まし

いとは言えないため、卒業生を受け入れられるようにしていくという民間の役割に

対して、利用者、事業者双方の期待が高まっている。 
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2. 事例１・地域に根づいた運営を行っている一般民間スポーツクラブ 

(1) 事例の概要 

① 立地環境 

当事例は、首都圏の郊外部に数か所のスポーツクラブを開設している事業者が、

駅に近い住宅地域に立地する１店舗である。  

② 会員数・会員構成 

会員数は約 1,900 人であるが、うちジュニア会員が 1,200 人を占めており、大人の

会員は 700 人程度である。会員数には季節変動があり、夏季は 2,000～2,200 人ほど

に増える傾向がある。  

大人の会員の構成は、男女比では、女性の方が圧倒的に多く、男性は１割ほどで

ある。男性会員の場合は、妻に誘われて来て会員になるケースが多いが、続かない

人も多い。年齢層別では、50 代が最も多く、大人の会員の約２割を占めている。60

代以上も 25％程度を占めており、シニア・高齢会員が大人の会員の半数近くを占め

ている。ただし、この割合は、店舗の立地によって大きく異なり、さほど遠くない

同じ首都圏郊外に立地していても乗換駅に近い店舗では 20～30 代が中心となってい

るが、当該店舗では、近隣に住むシニア・高齢会員と主婦が中心となっている。 

シニア・高齢会員が増えたのは、10 年ほど前に水中運動のコースをつくったのが

契機となっており、それ以前はジュニアのほかは主婦が中心であった。 

③ 会費等の仕組み 

月会費制がベースとなっており、会員は月会費を払えばどのコースに何回参加し

てもよい仕組みである。月会費は、営業時間全て利用できる会員種で月 10,500 円（税

別）、日中のみ利用できる会員種や土日のみ利用できる会員種で月約 8,000 円（税別）

である。一部に「オプショナルコース」として、少人数制の有料レッスンも設置し

ている。 

④ 募集方法・マーケティング等 

スポーツクラブへの参加の多くは、会員からの口コミによるもので、約７割を占

めている。地域密着型のスポーツクラブをめざしているため、店舗の 1.5km 圏内に

は毎月新聞折り込みチラシ１万件、ポスティング 5,000 件も行っているため、チラシ

を見て通いはじめる人もいる。水中運動のコースは、テレビで紹介されたり、医師

から勧められたりしたことがきっかけという人もみられる。 
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一般に、会員は、入会当初はプログラムの内容でコースを選択して参加を決める

が、以降はコーチでコースを選択するようになり、コースの担当コーチが変わると

コーチについてコースを変えるというケースが多い。 

 

(2) シニア・高齢会員と若年会員との違い 

① シニア・高齢会員の特性、シニア・高齢会員に対する認識 

当該店舗の会員は、シニアや高齢者であっても、身体機能には問題がなく、元気

な人が多い。 

シニア・高齢会員の特徴は、一度入会すれば、何かよほどの理由がなければ、長

く継続して活動する人が多いことで、安定顧客となっている。また、有料の「オプ

ショナルコース」の希望者も多く、優良顧客である。このため、ベビーブーマー世

代は、マーケットボリュームもあり、当該店舗でもターゲット層と捉えられている。  

② プログラム面での工夫 

年齢・性別などを意識して設定したプログラムは限定的であり（例えば「お父さ

んのための水泳教室」など）、会員本人の希望で自由に選択してもらう形式となって

いる。コースによって、シニア・高齢会員に人気のあるコースと人気のないコース

とがある。スタジオ（床運動）系はシニア・高齢会員にあまり人気がないが、水中

運動のコースは人気が高い。今のシニア・高齢者は、水中を歩くだけでも珍しがっ

て楽しんでもらえる半面、水着になることに抵抗のある人もみられる。ベビーブー

マー世代が中心になってくると、より技術の習得（中～上級コース、アスリートコー

ス）へのニーズが高まるだろうと考えている。 

コースやプログラムの増設は、スタッフの人数なども加味しながら、定員に対し

て人気のあるコースを増設する形で行われている。新規に設定されるプログラムや

コースも、会員のニーズをもとにして検討されている。  

若年会員の多い店舗では、３か月毎など、高頻度にプログラムを変えなければあ

きられてしまうが、シニア・高齢会員は、プログラムが変わることをあまり好まな

い傾向があるため、半年～１年継続的に行えるようなコース設定をしている。  

③ スタッフ等 

１人のスタッフが複数人を同時にみるような体制が基本であり、１レッスンの定

員は平均 10 人（7～20 人程度）であることから、単純に考えると１レッスンで指導

を行えるのは１人当たり３分程度となる。マンツーマンに近い体制で見守りが必要

な人がいると、ほかの会員の指導ができなくなってしまうため、事実上受け入れが
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難しい。 

運動療法士の資格を持つスタッフはいる。栄養士もできれば確保したいと考えて

いるが、人材をみつけるのが難しく、実現していない。  

コーチには、表情、顔色、呼吸などをみて、体調管理、安全管理を行えるように

指導している。 

医師や大学の先生に依頼をしてセミナーなども開催したいと考えられている。  

④ シニア・高齢会員にみられる成果 

医師に勧められて通うようになった会員の中には、「ひざが痛くなくなった」等の

効果があったケースもあるが、けがや病気を契機として参加する人は少ないため、

身体機能上でめだった効果はあまりない。 

「スポーツクラブ事業者としては継続して通ってくれること、もしくは、水泳等

の技術が向上することが最大の効果」と考えている。 

 

(3) 介護予防事業に対する考え方 

「介護予防」という用語は知らず、特に認識されていなかったが、シニア・高齢

層が重要なターゲット顧客層であることや運動を行うことが高齢者の心身機能の維

持のために重要であることはなんとなく感じているという状況である。しかし、ス

タッフの配置などから、見守りが必要なレベルの高齢者を受け入れていくことは難

しいと考えている。 

 

(4) 行政とのパートナーシップ 

これまでは、小学校への講師派遣など、子供向けの事業では行政からの依頼を受

け、協力を行ってきたが、「事業者にとっては、新規顧客につながらなければメリッ

トがない」と考えている。 

介護予防に関しても、行政からの依頼があれば、委託金額、参加者数、スタッフ

の数・配置などを考えた上で、受けられるかどうかを判断していくこととなる。高

齢者の場合は、配置するスタッフ数を増やすか、少人数制とするか、いずれかでな

ければ実施が難しいが、そうするとコストが高くなってしまうことに懸念を持って

いる。 
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3. 事例２・全国展開を行い介護予防事業への参入を計画している大手民間ス

ポーツクラブ 

(1) 事例の概要 

① 会員数・会員構成 

全国 160 店舗の全会員数は約 41 万人（うち成人が 29 万人、子どもが 12 万人。2004

年現在）で、成人会員のうち 10 代 3％、20 代 21％、30 代 24％、40 代 17％、50 代

17％、60 代以上 18％である。年代層のピークは 30 代ではあるが、会員の年齢層は

全階層に広がっており 50 代以上は 35％に達した。  

高齢層の会員は近年特に増加しており、1998 年から 2004 年の６年間に 30 代以下

の割合が 60％から 48％に低下し、60 代以上が 6％から 18％に上昇した。  

この理由として、60 代の中心層が昭和 10 年代生まれとなり、スポーツに対する親

和度が高くなったことが大きいことなどが考えられる。  

② 業態の変化 

1999 年頃からフィットネスからウェルネスへと業態変革を行っている。1000 坪以

上の大型店では温浴施設を整備するなど、滞在して楽しい施設づくりを行っている。

この結果半径１キロ圏内の利用者が 5％以上となり、顧客層が地域密着型へと変化し

ている。 

③ 会費等の仕組み 

月会費制がベースとなっており、全日利用可能なコースから曜日・時間帯を限定

した多様なコースを設定している。施設により料金は異なるが、営業時間全て利用

できる会員種で月 10,000 円～12,000 円程度、平日日中のみ利用できる会員種や土日

のみ利用できる会員種で月 6,000～8,000 円程度である。 

さらに「スクール＆カルチャー」として、少人数制の有料レッスンが多数設置さ

れている。これらはプログラムにより月 5,000～10,000 円程度となっている。  

月会費はここ 15 年ほとんど値上げされておらず、「現在は子供から高齢者まで支

払いやすい価格帯になってきた」と考えている。 

④ 募集方法・マーケティング等 

入会動機は紹介 30～40％、広告・チラシ 30％、その他 30％程度。高齢会員では紹

介・口コミの効果が大きい。 

女性の比率が 60％であるが、女性の方が、行動力が高く、誰かが体験し、友人に
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勧めるケースが多いことが要因と考えている。 

近年は、人気プログラムの早期導入、人気講師を中心とするツアー開催など多様

な顧客ニーズを積極的に取り入れる工夫をしている。 

 

(2) シニア・高齢会員と若年会員との違い 

① シニア・高齢会員に対する認識 

健康に対する意識が向上するとともに、スポーツを中心とする健康づくり、ライ

フプランを持っている高齢者が増加した。中高年に最も多い肥満、高血圧などの生

活習慣病を、スポーツを通して改善することを医師がすすめるなど、スポーツに意

識が向いていることも影響していると考えられる。医療費の自己負担が３割となり、

ひざの痛みなどの解消を目的に通い始める人も増加している。「スポーツクラブは老

若男女の幅が広く、若い人々と交流できることも魅力と捉えられているようだ」と

考えている。さらに、平日会員だと月間 6,000 円程度の負担で、銭湯でも 400 円かか

る時代に比較的リーズナブルな料金と当社は評価している。 

高齢者自体の増加、意識の変化から、入会者に占める高齢者層のシェアが上がり、

重要顧客として位置付けている。同時にウェルネスクラブへの業態改革が行われた

ため、より中心的な顧客層となってきた。 

② プログラム面での工夫 

一般的な会員はまずクラブに入会し、その後入会目的に合ったプログラムに、自

由にいくつでも参加できるパターンである。シニア・高齢会員には魅力的なプログラ

ムが入会動機になり、入会後さらに受講プログラムが広がる傾向がある。特に人気

のインストラクターの評判を聞きつけ、口コミで会員が増加するのは、シニア・高齢

会員層の特徴と言える。 

実際には、シニア・高齢会員のためだけに開発したプログラムがそれほど多いわけで

はないが、フィットネスクラブではまだ取り組みが少ないカルチャー教室プログラムを

設置しており、「フラダンス教室」などの講座がこの層を意識して開発されたものと

してあげられる。 

③ スタッフ等 

本社組織の中にアカデミー部を設置し、プログラム開発と人材育成を実施してい

る。ISO9001 を取得し、教育研修には特に力を入れ、品質管理に注力している。 

また、スポーツ研究所を設置し、アスリート育成（特にオリンピック選手育成に

力を入れ、今日までに延べ 17 名選手を輩出している）、学会対応などとともに、プ
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ログラムの効果検証の仕組みを研究している。 

高齢者を意識したスタッフ育成として、財団法人東京都老人総合研究所との提携

で、介護予防主任運動指導員育成事業を展開している。今後、指導員の育成と特別

養護老人ホームやデイサービスセンター等の介護系施設への派遣を中心に事業化し

たいと考えている。 

④ シニア・高齢会員にみられる成果 

生活習慣病対策のためのプログラムは通常の会員に提供するプログラムに含まれ

ている。身体データを継続的に採取・管理し、効果確認を行っている。 

別途、腰痛改善や肥満対策コースなど、期間を区切って運動し効果確認するプロ

グラムも数多く設定し、同様に効果確認が行われている。 

実際に、スポーツ研究所等に蓄積されたデータの傾向では、生活習慣病（血圧、

血糖値等）の改善効果がみられる。 

⑤ メディカルフィットネス 

10 年前より首都圏の 4 施設で近隣の整形外科と提携したリハビリテーションプロ

グラムを実施してきた。また、2002 年より王子病院と提携し、生活習慣病の早期発

F とその予防を目的とする採血健診を実施している。これまでに約 10,000 人の実績

がある。 

 

(3) 介護予防事業に対する考え方 

① 準備と対応方向 

既に数年前から特別養護老人ホーム、デイサービスセンター等へのインストラク

ターの派遣が事業化されており（現在 60 か所程度、月１回～週２回程度）、今後更

なる拡大が見込まれる。 

地域包括支援センター等での介護予防事業のニーズが相当大きくなると見込まれ

ており、どのような対応が求められるか、国の動きをみながら研究をすすめている。  

これまでの経験では、派遣インストラクターと施設側のヘルパーや OT・PT とで

役割分担をしている。派遣インストラクターはマシン指導が主な役割だが、それ以

外にインストラクターは単なるマシン指導者ではなく、楽しく運動に参加させるプ

ロとして参加を促す役割も果たしている。実際に、通常のデイケア等でのリハビリ

に参加しない高齢者が、若く明るいインストラクターの誘いに応じて参加するケー

スも多い。この場合、施設側のケアの専門家は見守り・注意が必要な数人のケアに

集中することができる。 
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介護予防事業が行われれば、いつでも対応できる準備がある。現段階では制度の

詳細が不明であるが、「おそらくマシン、施設、スタッフの資格などが要件化される

だろう」と考えている。しかし、予想外の条件をつけられると対応できない可能性

もあるため、「業界としての意見」を聞いてほしい。 

 

② 介護予防事業への要望 

介護予防事業の効果・便益分析が必要である、70 歳以上の高齢者の運動とその効

果に関するデータは医療界でも蓄積がないと言われているが、当社では、意識して

いたわけではないが、長年に亘り会員の運動効果に関するデータを蓄積してきた。

できれば、東京都老人総合研究所とも共同で研究をすすめていきたい。 

運動による効果が実際に出て、要支援が非該当になり、非該当の方がさらに健康

になった場合、給付額が減少したり、介護予防事業の対象外になってしまったり、

事業者にとって逆インセンティブが働くことが想定されることから、これらへの制

度的対応をしてほしい。 

「健康日本２１」でもフィットネス業界の意見は積極的に聞かれていないが、運

動の意識を高め、仲間作りを行い、継続する仕掛けには自信があるので、この業界

の知見をもっと生かしてほしい。  

 

(4) 行政とのパートナーシップ 

① 利用者から見た民間フィットネスと行政サービスの使い分け、理由 

行政等の施設はインストラクションの機能が弱いため、自分で（黙々と）スポー

ツが出来る人が利用していると認識している。 

当クラブ利用者の場合、施設・スポーツプラグラムやインストラクター・会員同

士の人間関係を含むクラブライフを楽しむことが目的となっており、期待されるも

のが多様化している。そのため、「両方使う人もいると思うが、明確に使い分けられ

ているだろう」と考えている。 

公共の場合、マシン、プール、サウナが別料金のこともあり、１種類だけを確実

に利用する人には公共の方が安いが、トータルで利用する人には民間の方が結果と

して安い。  

② 運営受託の状況 

当社は、自治体、厚生労働省、郵政公社などの施設運営を全国各地で受託してい

る。施設開設時点から運営を受託し、10 年以上安定的に運営しているケースもいく
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つかある。事業内容は任されているケースも多く、徐々に当社の仕組みに統一して

運営している。 

指定管理者制度が整えば、運営委託案件は更に増えると考えている。PFI への対応

も増えるだろうと見通している。  

対象者をどうするか、どのような施設・設備を導入するか、開設時点から相談が

ある方がやりやすい。施設建設後の受託の場合、施設の動線が悪い場合などがあり、

やりにくいことがある。 

顧客ニーズ把握のために努力がなされ、新しい課題にいち早く対応することが重

視されているが、行政との関係ではこのような対応に時間がかかることがある。 

③ 行政との情報交換や協力関係 

介護予防事業では、まだ具体的な行政との協力構築は行われていない。東京都老

人総合研究所との共同研究を通じて今後出てくるものと考えている。 
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4. 事例３・自治体の介護予防事業を民間事業者に委託している官民連携事例 

(1) 事例の概要 

① 委託事業の概要 

自治体（都心区）の所有する「健康センター」（所管は保健部局系）を受託してい

る民間の大手スポーツクラブチェーンである。 

センターの売り上げ収入は自治体の収入となり、事業者はその収入をベースとし

て自治体から委託料の支払いを得る。建物、地代、水光熱費は直接自治体が負担し

ていて、３か年の委託契約を結んでいる。 

この「健康センター」の運営の受託実績があったことから、健康センターの所管

とは違う介護系の部局から、介護予防のための「筋力向上トレーニング」モデル事

業も受託することとなった。「筋力向上トレーニング」は「健康センター」のほかに、

自治体内の２施設でも実施している。 

② 会費等の仕組み 

「健康センター」のプログラム全般は、「都度利用型」と「コース利用型」とに分

かれている。 

都度利用型とは、利用の都度、１回 500 円の利用料金を支払う方式で、１日 300

人ほどの利用者がある。 

コース利用型は、年間を３期に分け、週１回×14 回制のコースが設定されている。

コース型の利用者は合計 1,750 人ほどで、価格は１回あたり 500～1200 円程度である。 

「筋力向上トレーニング」はコース型として行われている。その対象は介護保険

の要支援者もしくは介護認定者で、定員は 16 名となっている。 

③ 募集方法・マーケティング等 

「筋力向上トレーニング」は自治体の広報誌に掲載をして募集している点が、一

般の店舗（直営店）と異なる点である。 

 

(2) シニア・高齢会員と若年会員との違い 

① 会員数・会員構成 

受託している民間事業者の直営店舗と比べると、健康センターの会員は年齢が高

く、30～50 代が中心となっている。一般のスポーツクラブと違い「都度利用型」が
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あることから、仕事の都合に合わせられる等、合理的に考えるタイプの利用者が多

い。駅に近いことから、近隣住民だけでなく、夕方以降は通勤帰りの人の利用など

もある。 

65 歳以上の利用者は、会員全体の約１割である。シニア・高齢者層は、９時のオー

プンと同時に来て、午前中に利用する人が多い。 

シニア以外では、ママ向けのコースが人気である。乳児健診等でなじみのある保

健センターが併設されていること、赤ちゃん連れで参加できるプログラムがあるこ

と等が人気の理由となっている。  

「筋力向上トレーニング」の参加者は、65～80 代が多いため、ほとんどの人が病

気（もしくは病気の経験）を持っている。 

② シニア・高齢会員の特性、シニア・高齢会員に対する認識 

今後シニアが増えていくことから、受託している民間事業者では、シニア・高齢

者は重要なターゲット層と考えている。 

プログラムは、現在は顧客の年齢層に合わせて、各店舗で工夫する仕組みとなっ

ているが、特にシニア～高齢者向けの事業拡大を図るために、事業者内で４月から

新規事業開発チームを立ち上げる予定となっている。今後は、このチームが中心と

なって、マーケティング戦略の立案やプログラム等のノウハウ蓄積を行っていくこ

とになる。  

 

(3) 行政とのパートナーシップ 

① 成果 

「筋力向上トレーニング」の参加者からは「つえをついていたが歩けるようになっ

た」、「友人ができた」、「楽しみができた」、「出かける先ができた」、「家族と旅行に

行けた」などの成果が報告されている。 

② 成功要因 

「健康センター」は運営委託の形態であっても、スタッフには「自分たちの店」

という意識があり、その点は直営となんら変わりがない。 

また、運営内容に関しても政治的、行政的な介入・依頼ごとなども少なく、信頼

関係のもとに、自由度が高く非常にやりやすい体制ができている。  

自治体の広報誌を使った募集ができることも大きなメリットとなっている。自治

体の広報誌は最も信頼性が高い広告媒体であり、しかも民間事業者にとっては販促

費が不要というメリットがある。このため、募集に対しておおむね倍くらいの応募
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がある状態である。利用者は自治体の事業に来ているという意識であるが、「スポー

ツクラブの運営会社のノウハウを活かすことは、自治体が直営で行うよりも合理的

だ」という利用者の評価もみられる。 

③ 今後の展開の方向性と課題 

「健康センター」の委託契約は３か年契約であるが、民間事業者側では４年目以

降も継続して受託していく方針である。「健康センター」については、もっと利用者

を増やしたいと考えられておりさまざまな施策を自治体に提案している。 

また、「筋力向上トレーニング」の卒業生を「都度利用」もしくは他のコース利用

へとつなげていきたいと考えている。健康な一般利用者と一緒に行うことは難しい

面もあることから、卒業生を中心とした中間クラス（「ゆっくりコース」のようなも

の）の創設を検討している。 

さらには、この「健康センター」での経験・実績を生かして、他自治体からも類

似のセンター運営もしくは事業の受託を働きかけていくことを検討している。自治

体ごと、行政の担当課ごとに、雰囲気が異なることから、こうした「方向性の違い

をどう受け入れていけるかが課題となりそうだ」と考えている。 
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第3章 考察 

 

今後の介護予防事業展開上の課題 

今後地域において運動器の機能向上に関連する介護予防事業を展開するうえでの

課題は大きく３つあると考えられる。 

○運動習慣のない人に運動を促し、それが習慣となることを支援すること 

○既に運動習慣のある人に対しては、介護予防効果のより高い効果的な取り組み

となるよう支援すること 

○介護予防政策全体を見通した中では、民間事業者等の資源も活用して、官民連

携のもとにより効果的な役割分担を図ること 

以下、本調査の結果に基づき、これらの課題への対応を考察する。 

運動習慣のない在宅高齢者へのアプローチ 

アンケート調査の結果、運動習慣のない在宅高齢者の特徴、そのなかでもさらに

運動をはじめる意向の弱い群（運動をはじめたいと「あまりそう思わない」、「全く

そう思わない」群の合計）と運動をはじめる意向の強い群（運動をはじめたいと「と

ても思う」、「まあそう思う」群の合計）の特性の違いが明らかとなった。すなわち、

運動をはじめる意向の弱い群は、年齢が高い、調査時点において就業していない、

身体的自立度が低い、外出頻度が低い、自身の健康への関心が低い、身体能力維持

意向が低い、健康に関する情報の入手元として市や区の広報を利用していない、行

政主催の各種教室への参加経験が低い、といった特性が見られた。すなわち、運動

習慣のない在宅高齢者は年齢や身体状況等により運動に不適な層、運動の必要性を

認識し運動を始めたいと思っている層、その中間の層（必要性は認識しているが運

動を始める意思が弱い層）に分かれると考えられ、そのため、このそれぞれの層に

応じた行政の役割が重要といえる。 

まず、運動の必要性を認識し運動を始めたいと思っている層に対しては、行政側

から機会を提供していくことで運動を促すことが必要である。グループインタ

ビュー等からも、民間事業者に比べて行政の行う事業に対する安心感・信頼感は高

いことが示され、行政が機会を提供するなど、運動のきっかけづくりを行っていく

ことが重要と考えられる。 
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これまで行政が行ってきた健康増進や予防を目的とした事業では、広報等を通じ

た公募型が中心であった。しかし、この形態で事業の参加者は、意欲に基づいて積

極的に行動できる自発的・外交的な高齢者が多くなっていると考えられる。そのた

め、こうした方法に加え、地域において必要性は認識しているが運動を始める意思

が弱い層に該当する高齢者をスクリーニングし、適切なアプローチをすることが重

要な課題であると考えられる。 

 

運動習慣のある在宅高齢者への対応 

一方、在宅高齢者の習慣的な運動の内容・方法に関して、 

○運動の内容は、散歩や歩行など比較的軽度のものが中心であった。 

○運動の方法は、公園・遊歩道等、自宅などの身近な場所で、ひとりで行う人が

多い。 

○比較的多くの人に実感されている効果は心理的な効果（「気持ちが明るくなって

いる」、「楽しみや生きがいである」等）であり、「筋力が維持できている」と感

じているのは約半数である。 

といった特徴がアンケート結果から明らかとなった。 

そこで、運動習慣のある人の取り組みが、介護予防上より効果的な取り組みとな

るよう支援するためには、筋力の維持等の具体的な身体的効果の得られるよう運動

の内容・方法などの質的側面の充実・強化がさらに必要であると考えられる。 

事業者ヒアリング調査から、既に民間事業者が介護予防を支える資源として役割

を果たしつつあることが確認された。介護予防事業に関する取り組みを行政（官）

と民間事業者とで適切に役割分担・連携を図り、地域全体として最も効率的かつ効

果的な体制を確立することが必要である。 

運動の機会・場の提供については、官・民の連携によって適切に役割分担し、連

携することが重要である。スポーツクラブ等の民間事業者でも、シニア・高齢者は

今後の重要な顧客と認識されており、大手事業者から徐々に介護予防事業（地域支

援事業）への参入準備として、プログラムの開発や指導者等の人材の育成が進んで

いる。また、施設設備の効率的・効果的な運営に関するノウハウや楽しく継続させ

るためのノウハウ等は、民間事業者の方に既に多くの蓄積がある。 

そこで、運動習慣のきっかけとなる初回の事業（教室等）を行政が担い、その参
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加者が事業終了後も継続的に取り組むための受け皿を民間事業者が担っていく形で

の役割分担と連携が考えられる。行政の広報誌を見たことが運動のきっかけになる

ことも多いこと、筋力向上トレーニングのモデル事業の事例（事例３）の利用者で

も終了後の継続希望が非常に高かったことなどから、効果的な連携が期待できると

考えられる。ただし、行政、利用者、民間事業者間での費用負担の在り方について

は、今後検討する必要がある。 

対象者の特性による役割分担・連携として、引きこもり・閉じこもりなどをはじ

め、何らかの働きかけがなければ取り組みを始めにくい人々へのサービス提供を行

政が、意欲があり自ら目的や目標を持って取り組みが行える主体的な人へのサービ

スを民間事業者が担う方法が考えられる。何らかの働きかけがなければ取り組みを

始めにくい人々へのアプローチは、積極的な「働きかけ」がなければ、行動に結び

付けにくいが、行政の場合は、例えば、訪問指導や基本健康診査などの保健事業を

活用することよって、そのような「働きかけ」が行いやすいと考えられる。 

このように、今後、地域において介護予防事業を展開するにあたっては、在宅高

齢者の特性に応じたアプローチが必要であり、またサービスを提供するにあたって

は、官と民の適切な役割分担が重要であると考えられる。 



 7 
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運動習慣に関する調査 

 

別添の「アンケートご協力のお願い」をお読みいただき、調査の趣旨にご賛同

いただける方は、下記の要領をご参照のうえ、アンケートへのご協力をお願い

いたします。 

【ご記入にあたってのお願い】 

1. 記入は、封筒の宛名の方にお願いします。ご本人が記入できないときは、

ご本人に確認しながら、ご家族の方などに記入をお願いします。 

※ なお、ご本人の回答が難しい場合は、白紙のままご返送ください。 

2. アンケートは、記入日時点あるいは設問で指定した期間の状況について、

この用紙に直接ご記入ください。 

3. ご回答は、該当する選択肢の番号に○をつけるか、回答欄に選択肢番号を

ご記入ください。 

※ 選択肢で「その他」を選ばれた場合は、具体的な内容もご記入ください。 

４. ご回答いただきました内容につきまして、本調査の目的以外に使用するこ

とはありません。また、回答はすべて統計的に処理し、個別の情報として

取り扱うことはありません。 

５. この調査票は、同封の返信用封筒（切手不要です）にて、恐れ入りますが 

      平成17年３月10日（木）までに  
            ご投函いただきますようお願いいたします。 

6. ご不明な点がありましたら、下記まで、お問い合わせください。 

 

■ お問い合わせ先 ■ 

専用電話：     0120-568-535 [2月21日以降]  
担当：北澤、池崎、星 

（誠に勝手ではございますが、お電話は月曜日～金曜日 10時～17時にお願いします） 

 

〒105-0003 東京都港区西新橋1丁目5番11号 第11東洋海事ビル 

財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機構 
TEL：03-3506-8529 FAX：03-3506-8528 
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問1 この調査にご回答いただける方はどなたですか。（○はひとつ） 
 

１．宛先のご本人 

２．代読･代筆してもらい、宛先のご本人が回答 

３．ご家族が回答 

４．その他（具体的に                 ） 

ご本人の回答が難しい場合は、このままご返送ください。ご協力ありがとうございました。 

※この後の問での「あなた」は「封筒の宛先の方」を指しますのでご留意ください。 

 

 

 

 

問2 あなたの性別をお答えください。（○はひとつ） 
 

１．男性 ２．女性 

 

 

問3 あなたの年齢をお答えください。 
 

   （    ）歳 
 
 
問4 あなたの身長と体重はどのくらいですか。また以前はどのくらいでしたか。それぞれ
概数でお答えいただくか、あてはまるところに○をつけてください。 

 

身長：（     ）センチ ･ わからない 

体重：（ 現  在 ）…（    ）キロ ･ わからない 

   （４０歳の頃）…（    ）キロ ･ 今より太っていた ･ 今よりやせていた 

   （２０歳の頃）…（    ）キロ ･ 今より太っていた ･ 今よりやせていた 

 

 

問5 あなたのご家族の状況としてあてはまるものはどれですか。現在の状況にあてはまる
ものをお選びください。（○はひとつ） 

 

１．ひとり暮らし ３．子や孫などと同居 

２．夫婦二人暮らし ４．その他（具体的に          ） 

 

 

問6 あなたは同居以外の子、孫や兄弟姉妹などのご親族と、会ったり、電話など
で連絡をとったりしていますか。（○はひとつ） 

 

１．している ２．していない ３．親族などがいない 

 

 

問 2におすすみください 

まず、あなた自身のことについて伺います。 
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問7 あなたは現在収入のある仕事に就いていますか。（○はひとつ） 
 

１．現在収入のある仕事をしている            問 8にお答えください 

２．以前は仕事をしていたが、現在はしていない 

３．これまで仕事についたことがない 

 

問8 それはどのような仕事ですか。（○はひとつ） 
 

１．自営業、農業等 

２．内職 

３．会社員・公務員・団体職員等（正規職員） 

４．アルバイト、パートタイマー等 

５．有償ボランティア等 

６．その他（                              ） 

 

問9 あなたはいま、収入のある仕事に就きたいと思っていますか。（○はひとつ） 
 

１．思っている ２．思わない 

 

 

問10 あなたは現在の経済的な暮し向きについてどのようにお感じですか。 

(○はひとつ) 

 

１．かなりゆとりがある ２．ややゆとりがある  ３．やや苦しい  ４．かなり苦しい 

 

 

問11 あなたが健康づくり（運動、健康食品や栄養補助食品等）に使っている
金額は毎月どのくらいですか。（それぞれ○はひとつ） 

  ※健康機器やマッサージ器などの機器類、医師から処方された薬の分は除いてお答

えください。 

 
 

問 11-1 運動に使っている金額（月額） 

１．０円（まったく使わない） ４．月に１～３万円未満 

２．月に５千円未満 ５．月に３～５万円未満 

３．月に５千円～１万円未満 ６．月に５万円以上 

 

問 11-2 健康食品や栄養補助食品等に使っている金額（月額） 

１．０円（まったく使わない） ４．月に１～３万円未満 

２．月に５千円未満 ５．月に３～５万円未満 

３．月に５千円～１万円未満 ６．月に５万円以上 

 

問9へ 
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問12 あなたの生活状況についてお答えください。（○はひとつ） 
 

１．日常生活や外出にまったく問題はない 

２．日常生活はほぼ自分で行えるし外出も一人でできる 

３．家の中での生活はおおむね自分で行っているが、外出は一人ではできない 

４．家の中での生活でも誰かの手助けが必要で、外出も一人ではできない 

５．１日中ベッドやふとんに寝たきりである 

 

 

問13 あなたの歩行の状況について、あてはまるところに○をつけてください。 

  

楽
に
で
き
る 

少
し 

む
ず
か
し
い 

と
て
も 

む
ず
か
し
い 

（例） 家の中を歩く １ ② ３ 

① 家の中を歩く １ ２ ３ 

② 数百メートルくらい歩く １ ２ ３ 

③ 階段を１階上までのぼる １ ２ ３ 

 

 

問14 あなたの要介護認定（介護保険）の状況についてお答えください。 
（○はひとつ） 

 

１．申請していない ４．要支援 

２．申請中である ５．要介護度（  ） 

３．自立（非該当）と判定された         ↑ １～５をご記入ください 

 

 

問15 あなたはこの２～３年に入院･手術等を要する病気やけがをしたことがあ
りましたか。（○はひとつ） 

 

１．あった ２．なかった 

 

 

問16 あなたが現在治療を行っている持病であてはまるものすべてに○をつけてくだ
さい。 

 

１．高血圧 ４．心臓病 

２．高コレステロール（高脂血症） ５．特にない 

３．糖尿病 ６．その他（              ） 
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問17 あなたの現在の生活環境として、あてはまるものすべてに○をつけてください。 
 

１．日用品や食糧を買える商店が近くにない 

２．病院や診療所など医療機関が近くにない 

３．公園や緑地が近くにない 

４．暮らしや福祉のことで利用できる公的な施設や相談窓口が近くにない 

５．家のまわりが歩きにくい（例えば歩道が狭い、車の通行が激しいなど） 

６．電車の駅やバス停が遠い  

７．その他（具体的に                      ） 

８．上記にあてはまることはない    

 

 

問18 あなたは週にどのくらい外出していますか。（○はひとつ） 

１．ほとんど毎日 ４．週に１日 

２．週に４、５日 ５．ほとんど外出しない 

３．週に２、３日 

 

問19 この１年間に以下の場所にお出かけになりましたか（問 19-1）。また、今
後外出をふやしたい場所がありますか（問 19-2）。あてはまるものすべてに○

をつけてください。 

問 19-1 問 19-2   

出かけた ふやしたい

（例） 親戚や友人の家 ① ２ 

① 自治会や高齢者クラブなどの集まり １ ２ 

② 旅行やハイキングなど屋外で楽しむ趣味や娯楽 １ ２ 

③ 将棋や観劇など屋内で楽しむ趣味や娯楽 １ ２ 

④ 地域活動やボランティア活動 １ ２ 

⑤ 講演会や習い事、生涯学習教室 １ ２ 

⑥ 親戚や友人の家 １ ２ 

 

問20 あなたは買い物や銀行･郵便局の用事にどのくらいお出かけですか。（○はひとつ） 
 

１．週２～４日くらい ３．月１～３日くらい 

２．週１日くらい ４．年に数日くらい 

 

問21 あなたは病院や診療所にどのくらい通っていますか。（○はひとつ） 
 

１．週２～４日くらい ３．月１～３日くらい 

２．週１日くらい ４．年に数日くらい 

問 17-1 

このうち、

最も不満な

こと（番号

をひとつ）

問 18にお進みください 
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問22 あなたが普段されている家事・手伝いなどとして、あてはまるものすべてに○
をつけてください。 

 

１．食事の用意 ６．家族の介護 

２．食器の片付け・食器洗い ７．孫の世話  

３．家の中の掃除 ８．洗車や窓拭き 

４．家の周りの掃除 ９．庭の手入れ・植物の世話   

５．洗濯 10．その他（              ） 
 
 
 

 
 
 

問23 以下の各設問について、あてはまるところに○をつけてください。 

  

と
て
も 

そ
う
思
う 

ま
あ 

そ
う
思
う 

あ
ま
り
そ
う

思
わ
な
い 

全
く
そ
う 

思
わ
な
い 

（例） 自分の健康は自分で維持すべきだ １ ② ３ ４ 

① 自分自身の健康状態に関心がある １ ２ ３ ４ 

② いまの自分自身の健康状態はよいほうだ １ ２ ３ ４ 

③ 自分自身が健康習慣を続けることで要介護状態が防げる １ ２ ３ ４ 

④ 個人の健康はそれぞれの努力で維持すべきだ １ ２ ３ ４ 

⑤ 健康の維持には周囲の支援が欠かせない １ ２ ３ ４ 

⑥ いまの自分に必要な健康上行うべきことを知っている １ ２ ３ ４ 

⑦ 介護・福祉サービスを積極的に使いたい １ ２ ３ ４ 

⑧ 筋力や持久力など身体能力を維持したい １ ２ ３ ４ 

⑨ 記憶力や思考力などの能力を維持したい １ ２ ３ ４ 

⑩ 自分の介護や看病で家族に手間をかけさせたくない １ ２ ３ ４ 

 

 

問24 「健康に関する情報」は何から（あるいは誰から）入手していますか。あて
はまるものすべてに○をつけてください。 

 

１．テレビ、ラジオの番組 ６．医師などの医療関係者 

２．新聞、雑誌の記事 ７．ケアマネジャーなどの介護関係者 

３．民間事業者の広告・チラシ ８．家族  

４．市や区の相談窓口 ９．友人・知人 

５．市や区の広報誌、パンフレット等 10．その他 （              ） 

 

健康づくりに関する興味や関心についてお伺いします。 
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問25 以下の各設問について、あてはまるものすべてに○をつけてください。 
 

１．体重、血圧値、血糖値などを自己目標値や基準値範囲内におさめたいと思う 

２．健康維持のために日々続けていることが、なにかしらある 

３．医師から処方された薬はきちんと指示どおりに服用している 

４．自分の健康状態について相談できる相手がいる 

 
 
 

問26 あなたは「介護予防」という言葉をどう感じていますか。（○はひとつ） 
 

１．知っていて、身近に感じている 

２．知っているが、自分にはあまり関係ないと感じている 

３．言葉の意味をよく知らない 
 
 
 

問27 あなたはこれまでに行政が主催する各種教室に参加したことがありますか。 
（○はひとつ） 

 

１．ある  ２．ない ３．わからない 

 

 

 

 

 

 

Ａ）下記の教室に参加したことはありますか。（○はひとつ） 

１．【品川区】高齢者筋力向上トレーニング（専用の機械を使った筋力トレーニング） 

２．【稲城市】転倒骨折予防教室（セラバンド（ゴムバンド）を使った、体操教室） 

３．【前橋市】いきいき長生き教室（地区公民館等で実施される講話、運動、手芸など） 

４．１．～３．以外（具体的に：                       ） 
 
 
 
Ｂ）その教室に最後に行ったのはいつですか。 
 
             平成（     ）年（    ）月頃 
 
 

Ｃ）その教室にはどのくらい参加しましたか。（○はひとつ） 

１．すべてに参加した ２．ほぼ半分に参加した ３．あまり参加しなかった 

以下の各問にお答えください。 次ページの 

問 28にお進みください。 
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問28 あなたは習
●

慣
●

的
●

にどのような運動をしていますか。あてはまるものすべてに○を
つけてください。 

１．散歩 

２．運動としての歩行（ウォーキングなど） 

３．ラジオ・テレビ体操 

４．つり 

５．ゴルフ（練習場を含む） 

６．水泳（水中ウォーキングを含む） 

７．筋力トレーニング 

８．その他（具体的に                           ） 

９．いまはしていない    11 ページの問 38（◆印の箇所）までお進みください 

 

このうちい
●

ま
●

最も力を入れている運動の番号をひとつお答えください。 
 
 

 
問29 どのくらい前からその運動をしていますか。 

 

    （    ）年（    ）ヶ月前から 

 

 

問30 どのくらいの頻度でしていますか。（ひとつに○） 

 

１．週に３回以上 ２．週に１回程度 ３．月に１～２回程度 

 
 
 
問31 どこでしていますか。（ひとつに○） 

 

１．自治体や公共団体の体育施設   ４．山や川など 

２．公園や遊歩道など街中の整備された場所 ５．自宅 

３．民間企業の施設   ６．その他（         ） 
 
 
 
問32 誰としていますか。（ひとつに○） 

 

１．ひとりで ４．ペットと 

２．家族と ５．その他（              ） 

３．友人や仲間と 

以降の質問は「いま最も力を入れている運動」についてお答えください 
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問33 はじめた直接のきっかけとして、あてはまるものすべてに○をつけてください。 

 

１．自分で始めた、機会をみつけた ４．医師などの専門職にすすめられた 

２．家族にすすめられた ５．健康診断･検査結果で指摘された 

３．友人にすすめられた ６．その他（           ） 
 
 

問34 その運動をはじめた目的として、あてはまるものすべてに○をつけてください。 

 

１．持病の管理のため ６．友人と時間を過ごすため 

２．筋力・体力を維持するため ７．腰痛・肩こり・ひざの痛みなどをやわらげるため   

３．リハビリテーションのため ８．寝たきりにならないため 

４．病気を予防するため ９．認知症（痴呆症）予防のため 

５．気分転換のため 10．その他（                 ） 

 
 

問35 以下の各設問について、あてはまるところに○をつけてください。 

  

と
て
も 

そ
う
思
う 

ま
あ 

そ
う
思
う 

あ
ま
り
そ
う

思
わ
な
い 

全
く
そ
う 

思
わ
な
い 

（例） この運動が好きだ １ ② ３ ４ 

運動の感想     

① 楽しみや生きがいである １ ２ ３ ４ 

② 生活が豊かになっている １ ２ ３ ４ 

③ 気持ちが明るくなっている １ ２ ３ ４ 

④ 仲間・友人ができている １ ２ ３ ４ 

⑤ 外出のきっかけとなっている １ ２ ３ ４ 

⑥ 仕事や地域活動に参加するようになっている １ ２ ３ ４ 

⑦ 生活が規則正しくなっている １ ２ ３ ４ 

⑧ 腰痛やひざなどの痛みがやわらいでいる １ ２ ３ ４ 

⑨ 筋力が維持できている １ ２ ３ ４ 

⑩ 食欲が増している １ ２ ３ ４ 

運動のデメリット     

⑪ 腰痛やひざなどの痛みがひどくなった １ ２ ３ ４ 

⑫ けがや骨折の原因となった １ ２ ３ ４ 

⑬ 友人関係が面倒になった １ ２ ３ ４ 

⑭ 家計の負担となった １ ２ ３ ４ 
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問36 運動をこれからも続けたいと思いますか。（ひとつに○） 

 

１．とてもそう思う 

２．まあそう思う 

３．あまりそう思わない 

４．全くそう思わない  

 

 

問37 続ける理由となっていることとしてあてはまるものすべてに○をつけてくださ
い。 

 

１．持病の管理に効果があること 

２．筋力・体力が維持できること 

３．リハビリテーションとなること  

４．気分転換になること  

５．仲間や友人と時間を過ごせること  

６．腰痛・肩こり・ひざの痛みがやわらぐこと  

７．認知症（痴呆症）の予防につながること  

８．身近な場所でできること  

９．家計の負担にならないこと  

10．信頼できる専門家の助言が得られること  

11．自分のペースが保てること  

12．身体への負担が適度であること 

13．特にない 

14．その他（                                ） 

 

 

このうち最も重視することの番号をひとつお答えください。 

 

 

 

 

 

 

運動をなさっている方への設問はここまでです。 
ご協力ありがとうございました。 

 
お名前、ご住所等は記入不要です。 

同封の返信用封筒に入れて、切手を貼らずに投函ください。 
 

問 37にお答えください
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問38 ６０歳以降、何か習
●

慣
●

的
●

な運動をしていた経験はありますか。 

（○はひとつ） 
 

１．ある ２．ない   問 39にお進みください 

 

 

     Ａ）それはどのような運動ですか。（主なものひとつに○） 

１．ごく軽度の運動（散歩など） 

２．軽度の運動（ラジオ体操、つりなど） 

３．本格的な運動（ゴルフや水泳など） 

４．筋力トレーニング 

５．その他（                    ） 

 

     B）どのくらいの頻度でその運動をしていましたか。 

       １．週に３回以上 ２．週に１回程度 ３．月に１～２回程度 

 

     C）それはいつやめましたか。 

（    ）年（    ）ヶ月前 

 

     Ｄ）その運動をやめた理由は何ですか。（主な理由ひとつに○） 

１．体重を減らすなどの目標を達成したから 

２．家計の負担となったから 

３．仲間とうまくいかなくなったから 

４．身体の痛みがでてきたから 

５．医師から止められたから 

６．面倒になったから 

７．運動する場がなくなったから 

８．時間がとれなくなったから 

９．その他（                     ） 

 

 

 

問39 現在、自分に運動が必要だと思いますか。（○はひとつ） 
 

１．とてもそう思う ２．まあそう思う ３．あまりそう思わない ４．全くそう思わない 

 

 

次のページにお進みください 

ここからは、普段あまり運動をしていない方にお伺いします。 

◆
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問40 これから運動をはじめたいと思いますか。（○はひとつ） 
 

１．とてもそう思う ２．まあそう思う ３．あまりそう思わない ４．全くそう思わない 

 

 

問41 これから行政主催の運動教室に参加したいと思いますか。（○はひとつ） 
 

１．とてもそう思う ２．まあそう思う ３．あまりそう思わない ４．全くそう思わない 

 

 

問42 あなたはどのような運動をしたいと思いますか。あてはまるものすべてに○をつ
けてください。 

 

【運動のタイプ】 

１．ひとりでできる 

２．多くの仲間とできる・チームを作ってできる 

【内容など】 

３．運動の内容や効果についてわかりやすく説明を受けることができる  

４．運動や健康の専門家からアドバイスが受けられる  

【場所など】 

５．家の中でできる 

６．家の近く（公園など）でできる  

７．行政の推薦（お墨付き）がある  

８．家計の負担とならない 

【効果への期待】 

９．健康の維持や増進、寝たきりなどの予防に結びつく 

10．腰の痛みや肩こり、ひざの痛みを取り除くことができる 

【その他】 

11．その他（                             ） 

12．どのような運動でもよい 

 

 

このうち最も重視することの番号をひとつお答えください。 
 
 

 

設問はここまでです。 
ご協力ありがとうございました。 

 
お名前、ご住所等は記入不要です。 

同封の返信用封筒に入れて、切手を貼らずに投函ください。 

 

 



 8 
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